
 

 

 

博士論文 

 

高齢者の携帯電話リテラシーに影響する要因の分析 

‐実利用経験と社会的サポートの質の重要性‐ 

 

 

 

橋爪 絢子 

 

  



 

 

 

 

 

 

 



i 

 

 

要旨 

 
 

1 章 序論 

研究の背景として、まず、高齢化にともなう社会構造の変化、およびICTの発展にともな

うコミュニケーション形態の変化とデジタル・デバイドの問題について述べた。次いで高

齢期に起こる身体的・心理的・社会的な変化と高齢者におけるコミュニケーションの重要

性に触れた。さらに、高齢者のICT機器の利活用と関連する先行研究や高齢者向けにデザイ

ンされた携帯電話やパソコン、その利用支援サービスについて要約した。関連する先行研

究については、ICTの利用実態に関する調査、ICT機器やウェブのユーザビリティに関する

研究、ICT利用における認知心理学的要因に関する研究の3つに区別してレビューを行った。

そのうえで、本研究の研究課題を明確に示し、研究の目的とその意義を述べた。さらに、

Mixed Methods Researchを適用した本研究の研究アプローチを示した。 

 

 

2 章 携帯電話の利活用とリテラシーの実態把握 

本章では、ICT機器を代表する携帯電話について、その利活用の違いを明らかにし、リテ

ラシーの違いについて言及した。橋爪(2008)によるインタビュー調査の結果に基づき、携帯

電話の利用に関する質問紙票を作成し、その回答結果をもとに、高齢者と若年者との世代

間ではどのような違いがあるのか、また高齢者の中でも居住地域によってどのような違い

があるのかをそれぞれ分析し、高齢者における携帯電話の利用実態の把握を試みた。 

その結果、若年者世代と比較して、高齢者世代は携帯電話の機能をほとんど使っておら

ず、その利活用能力、すなわち携帯電話リテラシーが総じて低く、高齢者世代は日常的に

利用しているか否かがその操作の能力と関係していることがわかった。また、高齢者間で

は、地方中小都市在住者よりも首都圏在住者の方がメールの利用率が高いことから、後者

の携帯電話リテラシーが高いと考えられた。さらに、携帯電話の操作に困った場合の対処

行動として、高齢者には誰かに頼る、若年者には自力で何とかしようとする傾向が特徴的

で、高齢者の中でも首都圏在住者は地方中小都市在住者と比較して、問題に対して複数の

対処を試みる傾向があった。しかしながら、高齢者世代は若年者世代と比較して、携帯電

話の利用経歴や利用契機が多様で、携帯電話リテラシーのレベルにばらつきがある可能性
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も示唆された。 

 

 

3 章 携帯電話リテラシーに違いを与える要因の分析 

携帯電話の利活用とそのリテラシーに関する世代差と地域差の要因について深掘りする

ために、さらに調査を実施し、その方法と結果について述べた。前章の質問紙調査では、

高齢者世代の質問票に対する有効回答率の低さや自由記述情報の尐なさから、どのような

要因から携帯電話利用における格差が生じているのかを把握することが難しかった。そこ

で、Contextual Inquiryを適用した半構造化面接法に基づくインタビュー調査を行い、高齢者

における携帯電話の利活用に影響する要因について検討した。調査は首都圏と地方中小都

市それぞれの若年者と高齢者合計36名に対して実施した。インタビュー結果の分析として、

携帯電話の利活用にかかわる発話に着目しながら、修正版グラウンデッド・セオリー・ア

プーチ (M-GTA) により、インフォーマントに共通する事象を概念として抽出し、携帯電話

リテラシーに影響する諸要因をまとめたカテゴリ関連図を導出した。 

その結果、高齢者と若年者の間に相違点のある携帯電話リテラシーに関するカテゴリは、

「生活状況・意識の変化」と「携帯電話の利用における社会的サポート」、「携帯電話の

利活用への意欲」の3つで、次のような違いが示唆された。すなわち、若年者は時間的にも

金銭的にも限られた生活の中で、自身の持つ社会関係を維持・充実させたり有用な情報を

取得したりするために、携帯電話を有効に利活用したいという意欲をもっており、それが

高いリテラシーにつながっていた。他方、高齢者においては、生活状況や意識の変化が携

帯電話の利活用への意欲を低下させたり、コミュニケーションへの積極性を低下させたり

する形でネガティブな影響を与える場合があり、それが携帯電話の積極的利用を押しとど

めたり、知識・経験の不足につながっていた。また、コミュニケーションへの積極性の低

下は、携帯電話の利用の阻害や社会的サポートの機会の低下などにつながり、知識・経験

の不足を克服しにくいという悪循環に陥っている結果が明らかとなった。 

これらのことから、高齢者の携帯電話リテラシーを向上させるために重要なカテゴリは

「携帯電話の活用への意欲」と「コミュニケーションへの積極性」の2つであると考えられ

た。カテゴリ関連図の中で重要と考えられた「ICT機器活用への意欲」と「コミュニケーシ

ョンへの積極性」の2つと携帯電話リテラシーの3つを組合せ、ICT機器の利用特性パターン

の特徴による分類を行った。 

さらに、これらの分析結果の妥当性の検証のために、携帯電話リテラシーとそれに影響

する諸要因を測定する質問票を試作し、補足的調査を実施した。その結果、携帯電話の利

活用への意欲が携帯電話リテラシーや実利用に強く影響すること、および高齢者は若年者

と比較して携帯電話の利活用に関わるカテゴリの得点が低いことが確認できた。 
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4 章 総合的考察 

総合的考察として、2章でその傾向が示唆され、3章で要因間の関係の詳細が実証的に明

らかにされた高齢者の携帯電話の利活用とそのリテラシーについて、先行研究を引用しな

がら考察した。その中で、携帯電話リテラシーに影響する要因として重要であると考えら

れた要因のうち、実利用経験と社会的サポートの質が高齢者にとって特に重要であること

を示した。 

まず、携帯電話の実利用経験を実用的経験と感性的経験に分け、感性的経験がポジティ

ブな感情を伴う場合とネガティブな感情を伴う場合でどのように高齢者の携帯電話リテラ

シーに影響しているのかを論じた。 

続いて、社会的サポートについて、家族によるサポートや講習会型のサポート、販売店

などのその他のサポートなどに分け、携帯電話リテラシーが社会的サポートに依存してい

ること、および適切なサポートの機会の欠如などが、高齢者の携帯電話リテラシーに負の

影響を与えることを示した。また、社会的サポートは生活環境の影響を受けやすく、ユー

ザに適合したサポート形態はコミュニケーションへの積極性と関連があることについても

論じた。 

 

 

5 章 結論 

 本研究の結論として、各調査で得られた成果をまとめるとともに、携帯電話リテラシー

に影響する諸要因についてまとめた。 

まず、2章で行った質問紙調査の分析からは、若年者世代と比較して、高齢者世代は携帯

電話リテラシーが総じて低いこと、高齢者間では、地方中小都市在住者よりも首都圏在住

者の方が、携帯電話リテラシーが高いという携帯電話リテラシーの実態と、携帯電話の操

作に困った場合に、高齢者には他者に頼る、若年者には自力で何とかしようとする行動パ

ターンの特徴が示されたことについて言及した。 

続く3章では、インタビュー調査の結果をM-GTAを適用して分析し、携帯電話リテラシー

に影響する諸要因について、若年者と高齢者についてそれぞれ分析し、2章で行った調査結

果から得られた世代間および地域間での携帯電話の利活用とそのリテラシーの違いについ

て説明した。特に、高齢者が高齢者特有の生活状況や意識の変化によって、携帯電話の利

活用への意欲の低下やコミュニケーションへの積極性の低下をもたらす場合があり、さら

にそれが携帯帯話の積極的利用を押しとどめ、知識や経験の不足につながっている点を明

らかにした。 

このように、高齢者の携帯電話の利活用とそのリテラシーについて、2章ではその傾向が

示唆され、3章で要因間の関係の詳細が実証的に明らかにされた。そのことにより、本研究

で適用したMixed Methods Researchを適用した研究アプローチの有効性が確認できた。また、
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Mixed Methods Researchを適用したことにより明らかとなった携帯電話リテラシーに影響す

る要因のうち、特に高齢者にとって重要であると考えられた実利用経験と社会的サポート

について論じ、その重要性について論じた。 

また、高齢者の携帯電話のリテラシーに影響を与える諸要因には個人差が大きいが、そ

の影響関係を測定する尺度を補足調査において作成した質問項目を精緻化しすることによ

り、検証していくことが今後の課題であるとした。  
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1章. 序論 

 

 

 

1.1. 研究の背景 

 

本節では、高齢社会と社会構造の変化、およびICTの発展とそれによるコミュニケーショ

ンの変化について述べる。 

 

 

 1.1.1. 高齢社会と社会構造の変化 

 

 高齢化社会といわれるようになって久しいが、これは1965年に国際連合経済社会理事会

(UN-ECOSOC: United Nations Economic and Social Council)の経済社会理事会が報告書の中で

使用した「総人口に対して高齢者が占める割合が7％以上の社会を高齢化している(aged)」

という表現を基準にして作られた言葉である。全人口に占める65歳以上の人口の割合を高齢

化率といい、高齢化率が7%以上14%未満の状態を「高齢化社会」、高齢化率が14%以上21%

未満の状態を「高齢社会」、高齢化率が21%以上の場合を「超高齢化社会」という。日本で

は1970年に高齢化社会となり、その後も著しい高齢化率の増加が続き、1994年に高齢社会、

2007年には超高齢社会となった。さらに、2009年には22.7％に達し(内閣府, 2010) 、その後

も高齢化率は上昇しつつある。また、国立社会保障・人口問題研究所(2006)による推計では、

出産率の低下も影響して、この高齢化率は今後もさらに上昇すると予測され、2025年には

25.2％、2055年には40.5%になるとみられている。すなわち、2025年には国民の4人に1人が、

2055年には2.5人に1人が65歳以上となる見込みである。 

国際的にみても日本は特に高齢化の進行が速く、2005年より世界第一の高齢社会である

(国立社会保障・人口問題研究所, 2008; 2010)。2010年の統計では、日本に次いで高齢化率が

高いのは、ドイツ、イタリア、スウェーデンなどの欧州主要国で、これらの国々においても

高齢化率は今後も増加する傾向にあるものの、その変化は日本よりも緩やかであると推測さ

れている。一方で、中国や韓国、シンガポールなどの東アジア諸国では、今後の高齢化率の

増加の進度が日本と同様、あるいはそれ以上に著しいとみられている。これらのことから、

高齢化社会や高齢社会への対応は世界的にも大きな課題であるが、特に日本においては今な

お深刻化しつつある高齢化への早急な対応が求められている。 

このような高齢社会の問題の裏で、日本においては核家族化の進行と卖独世帯数の増加に
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よる家族形態の変化も起きている(国立社会保障・人口問題研究所, 2009)。高齢化の進行に

よって、全世帯数に占める65歳以上の者のいる世帯数の割合は年々増加しており、厚生労働

省(2010a)によれば、全世帯の41.9％(2012万5千世帯)を65歳以上の者のいる世帯が占めてい

る。65歳以上の者のいる世帯のなかでも高齢者卖独世帯や高齢者夫婦のみの世帯数の割合が

年々上昇し、三世代世帯の割合は減尐の傾向にある(図1-1)。すなわち、結婚した子供と同居

する高齢者が減尐する半面、高齢者夫婦のみの世帯や独居の高齢者が増加している。また、

2008年現在の平均寿命は男性が79.29年、女性が86.05年と男女差があり(内閣府, 2010)、女性

のほうが長命であることも影響して、高齢者の卖独世帯の割合は女性のほうが高い。 

 

 

 1.1.2. ICT の発展とデジタル・デバイド 

 

近年、情報通信技術(ICT: Information and Communication Technology)の発展と普及によって、

人々のコミュニケーションの形態は大きく変化してきた。例えば、携帯電話やインターネッ

トなどの新しい情報通信技術を利用したICT機器が広く利用されるようになったことで、ユ

 

 

図 1-1 世帯構造別にみた 65 歳以上の者のいる世帯数の構成割合の年次推移 
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ビキタス情報社会といわれるように人々はいつでもどこでも連絡を取り合うことが可能に

なった。 

ICTの一般への普及は、APPLE II (1977)やPC-8001 (1979)などのマイクロコンピュータが販

売されるようになった1970年代後半、アスキーネット(1985)やPC-VAN (1986)、NiftyServe 

(1987)などのパソコン通信が開始された1980年代半ば、さらにNetscape Navigator (1994)や

Internet Explorer (1995)の登場によってインターネットの利用が活性化するようになった

1990年代半ばという3段階のステップを経てきたと言えるだろう。つまり、IT(Information 

Technology)は1970年代後半に立ち上がったが、そこからICTへの進化はようやく最近15年か

ら25年ほどで活性化する素地ができてきたといえる。さらに、2002年ごろから普及し始めた

第3世代携帯電話を中心とした高機能な携帯電話の端末の普及によって、高速なインターネ

ット接続による情報の取得も可能となり、「ケータイ文化」という言葉に象徴されるように、

携帯電話というICT機器が国民のライフスタイルや社会システムにおいて大きな影響力を

持つものに進化している(総務省情報通信政策局・ICT国際競争力懇談会, 2007)。 

ICT機器の普及とそのインフラ整備にかかわる情報化に関する政策の歴史を見てみると、

1990年代には、自ら情報化を進める取り組みを行う地域の地方自治体に対して、国がその経

費の一部を補助していく事業が開始された。2000年に入ると、国レベルでさまざまな政策が

急速に展開され、進められてきた。2000年7月に行われた沖縄サミットでは、情報格差、い

わゆるデジタル・デバイド(digital divide)の解消が課題であると強調され、同年11月には、す

べての国民がITの恩恵が受けられることを目的とした「高度情報通信ネットワーク社会形成

基本法(IT基本法)」が制定された(竹井, 2010)。この情報アクセスにおける格差を意味するデ

ジタル・デバイドという概念は、貧富の差や情報技術の利用機会の差が激しいアメリカにお

いて特に問題化し、その後、収入や利用機会の差の他に居住地域の地理的要因や教育・経験

の要因など、多様な要因によって情報に関する格差が生じていることを意味するようになっ

た言葉である。この2000年には電子政府への取り組みも開始され、2001年1月にIT基本法に

基づいて「高度情報通信ネットワーク社会推進本部(IT戦略本部)」が内閣に設置されるとと

もに、世界最先端のIT国家となることを目標とした「e-Japan戦略」が打ち出された。この戦

略では、ブロードバンドなどのIT基盤の整備拡充を政策の柱としていたが、計画時期よりも

早い2003年の時点で目標を上回ったことから、ITの利活用に重点を置く「e-Japan戦略-Ⅱ」

が2003年7月に新たに策定された(本間, 2008)。 

これらの取り組みの結果、日本におけるインターネット利用者数は順調に増加し、2003

年末には人口普及率が6割を超えた。その後も普及は進み、特にブロードバンドのインフラ

環境においては世界最先端のレベルに達したため、2004年に総務省が「u-Japan」の理念を

打ち出した(竹井, 2010)。u-Japanは「いつでも、どこでも、何でも、だれでも」利用できる

ユビキタス社会の実現を目指すもので、これにより、2000年後半からは社会の様々な課題を

ICTによって解決しようとする動きが本格的に推進されてきた。しかしながら、図1-2、図1-3

に示したように、高齢者世代においてはこれらの新しいICT機器の保有率、およびそれらを
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用いたインターネットの利用率が、若い世代と比較すると低水準である(総務省, 2010)。こ

れらのICT機器の利用率は、特に高齢者世代を中心に年々増加している傾向にあるものの、

依然として世代間格差が存在している現状にある。このようにICT機器の利用率が世代間で

異なる結果として、コミュニケーションをとる方法が世代間で異なり、世代間の円滑なコミ

ュニケーションを阻んでいる可能性があり、それにより、高齢者の社会的孤立が生じる危険

が存在している。また、前述のような情報環境の整備と情報化の推進戦略によって行政の情

報化が進む今日においては、ICTをうまく活用できない場合には取得できる情報が限定され、

ICT機器の活用能力によって情報格差をもたらされるという問題をはらんでいる。 

このような背景から、ICT機器とインターネットの普及を推し進めてきたIT戦略本部の打

図 1-2 ICT 機器を用いたインターネットの利用率 

(総務省情報通信政策局「平成 21 年通信利用動向調査報告書」, 2010) 

 

 

 

図 1-3 携帯電話とパソコンの世代別保有率 

(総務省情報通信政策局「平成 21 年通信利用動向調査報告書」, 2010) 
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ち出す理念や戦略には、常にデジタル・デバイドの是正が課題とされてきた。e-Japan戦略

の取り組みによって、パソコンの普及率とパソコンでのインターネット利用率は増加したが、

今なお地域間格差の問題は指摘されており、格差が生じやすい地域として離島などが挙げら

れている(宿单, 2006; 全国均衡のあるブロードバンド基盤の整備に関する研究会, 2005)。そ

の一方で、日本では携帯電話の利活用が先進的で、日本におけるデジタル・デバイドは携帯

電話の普及によって緩和されてきた(若林, 2003)という意見もある。これは、携帯電話の利

用について地域間格差が問題となることがパソコンによるインターネットの利用と比べて

尐ないためであるが、実際には携帯電話の保有についても地域間での差は存在している(表

1-1)。表1-1は、総務省(2000; 2010)による全国消費実態調査の結果から、1999年と2009年の

携帯電話およびパソコンの機器普及率を都道府県別に順位付けし、上位10位と下位5位をま

とめたものである。この全国消費実態調査は18歳以上の世帯員を対象としたものであるため、

先の通信利用動向調査(総務省, 2010)の結果とは若干異なるが、全国消費実態調査(総務省, 

2010)によれば、保有している耐久消費財として挙げられたものは、若年者世代においては

男女ともに携帯電話（PHSを含む）が最も多く、その普及率は全国を平均すると94.3%、パ

ソコンは67.4%である。一方、65歳以上の高齢者世代においては、若年者世代と比較して携

帯電話やパソコンなどのICT機器の所有数量は尐なく、携帯電話の普及率は52.7%、パソコ

ンは20.3％である。この調査における携帯電話とパソコンの保有の全国平均は、1999年と

2009年の10年間で携帯電話に関しては20ポイント以上、パソコンに関してはおよそ2倍以上

の普及率の増加がみられる。しかしながら、表1-1で水色に塗った首都圏(1都3県)は比較的

ICT機器の普及率が高く、本土から地理的に離れている沖縄県(表1-1でピンク色)は普及率が

特に低いことがうかがえる。沖縄県では、携帯電話の普及に関しても最も低い現状である。

表 1-1 都道府県別 ICT 機器の普及率(上位 10 位と下位 5 位) 

 
（総務省統計局「平成 11 年全国消費実態調査」, 2000；  

総務省統計局「平成 21 年全国消費実態調査」, 2010 より作成） 
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このことは、離島においては携帯電話の利用に関しても地理的側面からの格差があることが

考えられる。前述の通信利用動向調査 (総務省, 2010)の結果、高齢者世代においてICT機器

の保有率が低かったことを考慮すると、ICT機器の保有率の低い地域においては、特に高齢

者世代での普及が進んでいない可能性が高いことが考えられる。このような地理的な制約や

年齢、身体的な条件等に起因するICT機器の利用機会や活用能力の格差の是正を積極的に図

る必要性がある。また、社会構造が変化した今日においては、独居の高齢者も多く存在して

おり、高齢者のコミュニケーション環境および情報環境を充実させるために、ICT機器を高

齢者世代においてもICT機器を普及させるとともに、必要に応じて利活用できるようにする

ことが強く求められている。 

 

 

 1.1.3. 地域コミュニティと大都市での高齢化 

 

1.1.1.で述べてきたような社会構造の変化と同時に、特に若年者における大都市への人口

流動が起こっている。大都市の中でも首都圏への転入超過数は1996年から増加し、現在も依

然継続的に増加している(国立社会保障・人口問題研究所, 2008)。首都圏へ人口が集中する

一方で、地方都市においては自治体としての機能維持が将来的に困難になる事態が懸念され

ている(岩月, 2009)。この自治体機能の低下の危機は、とりわけ人口5万人程度以下である地

方中小都市において深刻であるとされている。このような首都圏への集中的な人口流動によ

って、それぞれの地域コミュニティ(local community: 地域根ざした共同体)の構成とその役

割にも変化が生じてきている。 

ここで、コミュニティ(community)という用語の誕生した背景をみてみると、もともとは

西欧社会の日常生活用語で、中世ヨーロッパにおいて城壁の内側の空間や内側の社会のこと

を意味していた(浅井, 2010)。この日常生活用語であったコミュニティという用語を、社会

学者が社会学の専門用語として用いるようになったが、初期の段階では多義的に用いられて

いた。Hillery (1955)は、コミュニティという用語の定義が1950年代なかばにして既に94通り

もあったことを指摘し、それらを整理して次の3つの共通項をあげた。地理的・空間的な範

囲を指す「地域性」、構成者間での社会的相互作用とそれから生じる相互依存性を指す「共

同性」、共通の絆や心理的なつながりを指す「共属感情」の3つである。広井(2010)はそれ

をまとめ、コミュニティとは「人間が、それに対して何らかの帰属意識をもち、かつその構

成メンバーの間に一定の連帯ないし相互扶助(支え合い)の意識が働いているような集団」と

定義した。広井はこの定義に基づき、(1) 生産のコミュニティ vs 生活のコミュニティ、(2) 

空間コミュニティ vs 時間コミュニティ、(3) 農村型コミュニティ vs 都市型コミュニティ

という3つの視点を導入し、経済システムの進化とコミュニティの関係について「地域から

の離陸と着陸」という比喩を用いている。これは、子供と高齢者は地域への土着性が強く、

現役世代は概して職域への帰属意識が強くなること、しかしながら高齢者になると職域から
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退去する結果、地域への土着性が再度高まる結果になる、ということを意味している。すな

わち、子供は学校という地域コミュニティに帰属し、就業や就職のためにいったん地域から

離れることもありうるが、退職後に高齢者はまた地域に戻らざるを得ないということである。 

都市型コミュニティについてみてみると、特に近年、大都市に大量の人口集中と生活空間

の拡大が進行したことによって、地域社会での人と人とのつながりの希薄化が問題視されて

いる。大都市における地域コミュニティの希薄化の問題を意味的に含む概念としてコミュニ

ティという用語が意図的に用いられることも多い(浅井, 2010)。しかしながら、首都圏にお

いては若年者による転入が多い一方で、高度経済成長期に現在を上回る転入が起こっており、

その時代の首都圏移住者が高齢化してきたことによって、全国と比較しても急速に高齢化が

進んでいる。そのペースは、全国平均に比べて5年ほど遅いペースではあるが、特に首都圏

20～50kmの範囲では急激に上昇すると予想されている(国立社会保障・人口問題研究所, 

2008)。首都圏に居住する高齢者への調査として、浅沼ら(2007)の生活行動範囲や人的交流に

ついて調べたものがある。この研究では、生活行動範囲は年齢が高くなるにつれて狭くなり、

次第に自宅と徒歩圏内での生活が中心になることが示されている。この在宅行動の増加と外

出先も徒歩圏内が中心となることは、地域社会の中での生活ウエイトが高くなることを意味

し、地域コミュニティへの関与の高まりが期待できそうであるが、人的交流の機会の低下も

同時に起こっている(丸茂ら, 2007)という。 

この加齢にともなう地区外・地域外の人的交流やサービスを利用する機会の減尐は、農村

型コミュニティにおいても起こりうるものである。叶堂(2004)は、離島や山村などの居住条

件が不利な地域においては、大都市地域と相違してそもそも地域の社会関係資本(social 

capital)が限定されており、居住している地区や地域のコミュニティの存在および役割がとり

わけ大きくなっていく傾向にあると指摘している。この社会関係資本は、人々の協調行動が

活発化することにより社会の効率性を高めることができるという考えに基づき、社会の信頼

関係や規範、ネットワークなどの社会組織の重要性を説く概念(宮田, 2005)であるが、辻堂

の指摘は離島居住者の社会関係の広さは限定的ではあるが濃密で、地域コミュニティとの関

わりがその生活者にとって重要となることを意味している。一方、小川ら(2010)は、離島に

居住する高齢者について、その地域コミュニティを形成する隣人との人的交流の減尐のほか

に、生活物資を購入するためのアクセス面での問題を指摘している。この点について、石阪

(2002)は、過疎地域において高齢者のみの世帯で生活している場合、近隣都市などに他出し

ている非同居家族の定期的な支援がその生活維持に欠かせないと述べている。これについて

畑本(2010)は、公共交通機関の発達していない過疎地域においては、現状としては高齢者の

みの世帯であっても自家用車が運転できるメンバーが存在していることが多いが、いっそう

高齢化が進んだ場合に非同居家族による定期的な支援が高齢者の生活の質を維持するのに

必要となると述べている。 

農村型コミュニティと都市型コミュニティのいずれにおいても、高齢になるにつれて外出

の頻度が尐なくなることから、人的交流が減尐し、高齢者が社会的孤立状態に陥りやすい現
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状にあるといえる。その意味で、高齢者が携帯電話などのICT機器やシステムを効果的に利

活用することで、コミュニケーションの充実と生活支援につながることが期待できる。  
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1.2. 高齢期に起こる変化とコミュニケーション 

 

高齢者におけるコミュニケーションのあり方やICT機器の利用実態を考える際に、高齢期

特有の身体的・心理的・社会的な傾向を把握しておく必要がある。本節では、そうした傾向

について、加齢に伴う変化や高齢者の社会関係についての先行研究を傍観した後に、高齢者

におけるコミュニケーションの重要性について述べていく。 

 

 

 1.2.1. 加齢に伴うさまざまな変化 

 

いわゆる｢老化｣という現象によって、人間の身体機能や感覚機能、運動機能などにさまざ

まな変化が起こる。例えば、視覚への影響としては、老眼の進行や老人性白内障などが起こ

る。老眼は、眼球の焦点調整力や視力、コントラスト感度、光量調整などのさまざまな視覚

機能が低下していく現象である。眼球の焦点調整や視力の低下に関しては、大きな活字で印

刷・表示されたモノ、拡大鏡や老眼鏡などの補助具を利用することである程度までは矯正で

きるが、光量の調節機能に関しては調整が難しい(古屋, 1998)。そのため、コントラストの

高い表示でないと識別しにくく、明暗の変化の激しい映像などが苦手で、閃光にさらされて

からの回復にも時間を要するようになる。これは、適合する機器の液晶表示やボタン表示な

どの大きさに関連してくる。 

聴覚も20代をピークに聴力が低下し、年齢が高くなるにつれて高い音や小さな音の聞き取

りが困難になる。一方で、音の大きさへの感覚が増加し、音の変化を強く感じて驚いてしま

う場合がある(倉片ら, 2002)。雑音がうるさい場所や声が反響し聞こえにくいなどの悪条件

下においては、人の声の区別が困難となるほか、信号処理速度の低下によって会話音声の処

理や理解に時間がかかり、早口の会話の理解が困難となる。この聴力の損失や難聴への対応

のために補聴器が開発されているが、症状に適合した補聴器を選ぶのは極めて困難なことと

いわれている。また、日常的に用いる家電製品にも操作音や警告音など多様な音が用いられ

ているが、なかには高齢者にとって聞き取りにくい音が使われていたり、音の意味を理解し

にくいなどの指摘もあり(難波, 1995)、高齢者に適合したさらなる改善が求められている。 

そのほか、嗅覚や味覚、皮膚感覚なども加齢に伴ってその能力が衰えていく。嗅覚は65

歳以降に急激な低下が起こり、65～80歳の半数以上に嗅覚障害、25％近くが無嗅覚症の症状

が現れるようになる。しかしながら、これらの症状を本人が自覚していない場合も多く、高

齢者が食事に味がないと苦情を言ったり、ガス漏れ事故を起こしたりすることがあり、周囲

が注意しておく必要もある。また、加齢に伴って記憶力の低下が起こりやすくなるが、これ

は特に記銘力の低下によるものである。高齢になると記銘力が低下、すなわち一度に新しく
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覚えられる量が低下するが、長期記憶、特に意味記憶(知識)の想起能力については、高齢者

も若年者と同じレベルを保っている(Petersenら, 1992)。エピソード記憶(体験の記憶)も加齢

に伴い低下し、比較的最近自分に起こった特定のできごとの想起が難しくなる。その原因と

して、記憶低下よりもプレッシャーなどの心理的な影響が挙げられている(Hamilton, 1994)。 

このような高齢者の各機能の老化現象の出現時期は、年齢と深い関係があるものの、明確

な基準はない。その多くは遺伝的な体質や生活歴に依存しており、各機能の老化プロセスや

進行度合いについても、個人差が大きい。しかしながら、老化に伴うさまざまな身体機能の

低下によって、身の回りの危険回避が困難になったり、コミュニケーションに支障をきたし

てしまったりする可能性があるため、それらに配慮した環境整備や支援の提供が必要である。 

これらの老化現象の出現に加えて、高齢期には定年退職などによる社会的地位の変化や生

活環境の変化も発生する。それにより、精神・心理的側面にもさまざまな変化が起こりうる。

また、高齢になるにつれて配偶者や近親者、友人などの死別に直面する機会が増え、死への

不安と葛藤を感じやすくなる。親しい人との死別は、ストレスの元凶として強く作用し、怒

りや抑うつなどの感情を生じやすくさせるが、親しい人との死別のほかに、自身や家族の病

気、人間関係でのトラブルなどのネガティブなライフイベントを連続して体験した場合には、

精神的健康が著しく悪化するとされている(野口, 1993)。さらに、定年による退職や子ども

の成長などにより、生きがいや生きる目標を一次的に失ってしまう高齢者は多い。 

高齢期には、このようなストレスに繋がるような大きな生活環境の変化が起こりやすく、

抑うつ感情が強まり高齢期うつ病が発生しやすい。また、健康や社会的役割、経済的基盤な

どの喪失感から、自己の無力感を感じてしまうケースも多く、社会や人とのつながりに対す

る不安感を生み出す(國吉, 2009)。これによって自尊感情やアイデンティティにも変化が生

じ、これらの変化は高齢者の社会関係やコミュニケーションにも影響を及ぼす(図1-4)。 

 

図 1-4 加齢に伴うさまざまな変化 
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 1.2.2. 高齢者の社会関係 

 

社会老年学(socio-gerontology)では、高齢者がどのような人々と付き合い、それがどのよう

な意味を持つのか、といった具体的な対人関係を「社会関係」と総称している(浅川, 2003)。

この社会関係の下位概念には諸説あるが、多くの研究者が認めているのは、ソーシャルネッ

トワーク(social network)とソーシャルサポート(social support)の区別である。それらに加えて、

野口(1993)は「ソーシャル・サポート・ネットワーク」を、古谷野(1991)は「サポート・シ

ステム」を、社会関係の下位概念としてそれぞれあげている。彼らの提案しているソーシャ

ル・サポート・ネットワークやサポート・システムのことを、社会福祉分野では「ネットワ

ーク」という場合もある(小松, 1988)。 

社会関係の下位概念であるソーシャルネットワークとソーシャルサポートの意味、および

測定項目について表1-2にまとめた。ソーシャルネットワークは構造的なものであり、ソー

シャルサポートは機能的なものである(平上, 1999)。すなわち、ソーシャルネットワークは

個人が他者との間にどのような関係を結んでいるかという全体を、ソーシャルサポートは個

人が他者との間に交わす支援や援助を表す。ソーシャルネットワークは人間関係の規模や密

度、ソーシャルサポートはサポートの種類や性質について測定され、健康指標や幸福感など

への影響(サポートの効果)がその調査の対象となる。ソーシャルネットワークは、家族や親

戚・友人・近所の人などの人間関係についてその数や総数、交流・接触の頻度、電話の回数、

親密性、時間的・空間的な広がり、関係の継続期間などを基に測定される。また、ソーシャ

ルサポートは、サポートを提供する他者、サポートの受領か提供か、サポートの種類(情緒

的か手段的かなど)、サポートの性質(肯定的／否定的)などから測定される。 

 

 

 1.2.3. 高齢者におけるコミュニケーションの重要性 

 

1.2.1.で述べたように、高齢者の精神状態には、身体的要因や心理的要因、社会的要因な

ど、複数の要因が密接に関連している。加齢に伴うさまざまな変化によって、高齢者が強い

表 1-2 社会関係の下位概念の意味と測定項目 
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ストレス環境にさらされていることは、全自殺者数の4割以上が高齢者である(厚生労働省, 

2010b)という自殺者数の多さからもうかがえる。高齢者の自殺の原因として、精神的負担と

身体的負担を抱えていることが挙げられている(内閣府, 2007)。たとえば、配偶者や兄弟な

ど近親者の病気や死による喪失感から閉じこもりがちとなり、孤独・孤立状態からうつに至

ったり、自身の心身両面の衰えの自覚から、同居する家族に看護や介護の負担をかけること

への遠慮が生じたりといった精神的負担があり、さらに、疾病や身体的な不調などによる身

体的負担を抱えているのである。実際に、高齢者の自殺者の多くは家族と同居しており、高

齢者の自殺者のうち卖身生活者は5%以下であることからも、家庭内でコミュニケーション

不足や孤立状態に陥っていることが強く影響している可能性が高い。実際に、配偶者等の死

別を経験した高齢者が必ずしも不適応状態に陥るわけではなく、家族や友人とのかかわりに

よって心理的回復がみられるケースもある(河合ら, 2004)。 

また、近年、誰にも看取られることなく息を引き取り、その後、長期間放置されるような

高齢者の孤独死の事例が頻繁に報道されている。独居高齢者の餓死や孤独死が急増している

背景として、高齢化率の上昇と核家族化による独居高齢者の増加による高齢者の社会的孤立

の問題が取り上げられることが多い。しかしながら、確かに人口や世帯の動向は孤立問題に

一定の要因となっているものの、問題の発生要因の核心とはいいがたい。河合(2009)は、様々

な議論が展開されている高齢者の孤立問題の発生要因の中でも特に有力な議論は、家族や親

族、地域のネットワークの脆弱化を原因とするものであると指摘している。 

この社会的ネットワークの脆弱化やそれによるコミュニケーションの不足は、高齢者の自

殺の増加や孤独死を引き起こすだけでなく、万引きなどの犯罪の増加にも影響している。法

務省(2008)によれば、高齢犯罪者は高齢者人口の増加率よりもはるかに高い比率で増加して

おり、過去に前科や受刑歴などがある場合が多く、さらに身内との関わりが閉ざされ、周囲

から隔絶された状態にいる場合が多い。また、犯罪性の進んだ高齢犯罪者には卖身者が多く、

親族や親族以外との接触がない孤独な生活状況におかれている。このように、高齢者の犯罪

の主な原因は、社会的孤立や経済的不安にある。さらに、認知症の一種のピック病によって

前頭葉機能の障害を受けると、反社会的な行動を起こすことがある。この認知症と高齢期の

うつ病には類似点が多く、特に認知症の初期症状とうつ病は見分けがつきにくいとされるが

(成富, 2008)、コミュニケーションの充実によってこれらの疾病の予防に繋がるケースが報

告されている(Fratiglinioniら, 2000)。 

図1-5に高齢者と関連する社会的課題についてまとめた。前述のような高齢者にまつわる

さまざまな社会問題の発生の要因の一部は、加齢に伴う様々な変化や経済的問題から引き起

こされる精神的ストレスの増加であるが、この精神的ストレスはコミュニケーションの不足

によっても増加する可能性が高いであろう。また、コミュニケーションや情報の不足によっ

て社会的孤立状態に陥ると、社会的活動が減尐し、さらなる社会的孤立状態を生み、孤独感

を増加させることになってしまう。これらのことから、高齢者においてコミュニケーション

環境を充実させる必要性が高いことが考えられる。 
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しかしながら、総務省が行った｢高齢者の生活と意識｣に関する調査結果によれば(2005)、

高齢者にとって心の支えとなる相手は、主に配偶者と子ども(複数回答可で、配偶者64.0%、

子ども53.2%、孫18.4%、親しい友人13.1%、子どもの配偶者11.5%、兄弟姉妹11.4%)である。

その一方で、子どもと常に一緒に生活することを望む人(34.8%)よりも、ときどき会って食

事をするのがよいとする人(42.9%)の方が多く、たまに会話をする程度でよいとする人

(14.7%)も存在している。このことから、高齢者においては、充実したコミュニケーション

に対する潜在的なニーズが高い一方で、心の支えになるような相手に対しても、常に濃密な

関係性を望んでいるわけではなく、必要に応じてかかわり合える相手の存在が重要だといえ

る。これらのことから、特に子どもと離れてくらす高齢者にとっては、ICT機器、とりわけ

コミュニケーション機器の適切な発達とその利活用が安定した生活を支えるために必要な

ことと考えられる。 

 

図 1-5 社会の変化がもたらす高齢者にかかわる課題 
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1.3. 高齢者における ICT の利用と機器のユーザビリティ 

 

高齢者のICT利用に関する先行研究は、大別してその利用実態に関する調査と機器のユー

ザビリティに関する研究、利用における認知心理学的要因の分析に分けられる。また、それ

らの研究を応用して、ICT機器やサービスが高齢者向けにデザインされている。以下、それ

ぞれの研究の概要を述べる。 

 

 

 1.3.1. 高齢者における ICT の利用に関する調査 

 

小川(2001)は、高齢者のIT学習について、パソコン講習会参加者481名を対象としてIT利

用経験や利用意欲について調査し、IT講習についての効果を分析した。その結果、IT講習に

よって高齢者のネットワーク形成への意欲が高くなることが明らかとなった。その後、小川

(2005)は、岩手県内のシニアネット9団体に属する50才以上の会員856名を対象とし、情報活

用実践力について、高比良ら(2001)が作成した「情報活用の実践力尺度」を用いた調査を実

施した。高齢者にも若年者と同様に情報活用の実践力とインターネットの使用量の正の相関

が確認できたが、その因子構造は若年者とは異なり高齢者の場合には「ICTに対して苦手意

識がないこと」が情報活用の実践力を判別する大きな要因となるとした。 

インターネットの利用に関しては、Loges & Joo-Young (2001)が、収入や学歴、性別など

の要因をコントロールした場合、米国におけるインターネットアクセスと年齢との間には負

の相関があるとし、宮田(2005)も日本におけるインターネットの利用における格差に最も大

きな影響を及ぼしている要因も年代であると質問紙調査によって明らかにした。宮田(2005)

は、高齢者407名を対象として、ICTの利用頻度や機器の保有状況、機器利用スキルを調べ、

ICTの利用を促進する要因を分析した。その結果、高齢者のインターネットの利用には次の

3段階があるとした。第1段階はインターネットへの関心、第2段階は私的なインターネット

の利用、第3段階は社会参加の手段としてのインターネットを利用である。さらに、それぞ

れ段階の有無に加えて、各段階において何らかの形でのサポートが存在しているか否かがイ

ンターネットの利用とその継続に影響する要因であると結論付けている。 

これらのICTの利用実態についての調査は、調査票を用いた定量的アプローチにもとづく

もので、講習会参加者およびインターネットの活用のための団体に所属している高齢者を対

象としたものであるという共通した問題がある。さらに、これらの調査は現在よりも高齢者

のICT機器の利用者が尐なかった2005年以前のものであることから、もともとICT機器の活

用意欲が高い人たちを対象にしているというサンプリングの偏りの可能性が考えられ、一般

の高齢者がどのような実態にあるかについては十分に把握しきれていない現状である。 
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 1.3.2. 機器のユーザビリティとウェブアクセス 

 

ICTの発達や普及の経緯については1.1.3.で述べたが、その中で、高齢者をユーザとしてと

らえる見方がでてきたのは比較的最近のことである。ICTに関する社会学や心理学などの研

究も、当初はそれを積極的に利用していた若年ユーザを対象にしたものが多い。高齢者を対

象とした研究が行われるようになったのはこの10年ほどのことで、その背景には、前述のよ

うにユニバーサルデザインの考え方が普及したことや国の政策などがある。そのため、高齢

者のICTの利用に関するユーザビリティ研究の範囲は、主にユーザビリティやアクセシビリ

ティ、ユニバーサルデザイン、バリアフリーといった分野に関係している。その内容は主に、

ICT機器やICTを利用した機器に関するものと、ウェブアクセスに関するものに大別される。

これらの研究では高齢者と障害者を共通に論じているものも多いが、これは加齢にともなう

身体機能の低下が一部の障害と類似するという考えによるものである。 

2000年代に入ってからの動向のうち、まずICT機器やICTを利用した機器に関しては、ま

ず岡本(2003)が、WHOの国際生活機能分類(2001)をベースに情報機器のバリアフリーインタ

フェースのあり方や評価方法、人間中心設計のさらなる推進の必要性を論じている。ユーザ

ビリティ研究は家電メーカーが製品開発を目的として従事しているケースが多く、例えば、

菊池ら(2003)は、ユニバーサルデザインの立場から家電製品における取り組みについて、製

品開発過程でのユーザビリティ評価実験を紹介し、新しいシニア像の発掘を目的とした50

代への調査結果として、ICT利用に関して高齢者と高年齢者が大きく異なる点を指摘してい

る。また、赤津ら(2004)は、機器の高齢者対応は加齢に伴う身体機能の低下を考慮して使え

るようにすることにとどまらず、さらに使いやすくすべきとし、ユーザビリティ評価実験を

紹介している。実験から、高齢者がうまく機器を使えない要因は、認知的機能の低下や知識・

メンタルモデルの不足、文化社会的価値観にあると考察している。澤田(2006)は、情報端末・

家電におけるユニバーサルデザインについて開発プロセスの観点から論じ、今後の対応とし

て個々のユーザに適合させるためにカスタマイズという解決策を検討する必要性を述べて

いる。これらの研究は、基本的には1900年代に開発されたアプローチをベースに、具体的な

製品開発にそれらを適用しようとしたもので、1999年に制定されたISO13407:1999(改訂され

番号が変わり、ISO9241-210:2010)の考え方の影響を強く受けている。このような製品開発

を目的としたユーザビリティ評価実験のほかに、近年のユーザビリティ研究においてユーザ

エクスペリエンス(UX: User Experience)(Roto et al. 2011)や長期的ユーザビリティ(安藤ら, 

2005)の概念が重要視されてきている動きに同期して、今井ら(2009)は日記法による長期的な

モニタリングという手法を用いた製品やサービスの新たな評価手法を提案している。これに

より、高齢ユーザのライフスタイルに加え、製品の利用パターンや利用においてユーザが感

じることを細かく把握することが可能となる。また、従来の実験的なユーザビリティ評価で

は、多くの場合が初見の機器やソフトウェアを短時間使用して評価するが、この手法では長
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期的な調査が可能となる。 

ウェブについては、2004年にJIS X8341「高齢者・障害者等配慮設計指針」の第3部として

JIS X 8341-3:2004「ウェブコンテンツ」が制定されたことが大きい。この規格はユーザビリ

ティではなくアクセシビリティを扱ったものではあるが、「画像などの背景色と前景色には

十分なコントラストを取り、識別しやすい配色にすることが望ましい」のように、使いやす

さに関連性の高い内容を扱っている。なお、このJISX8341-3は2010年に改訂されている。ウ

ェブアクセスについては、サイトを自動探索してJIS X8341-3に対応したアクセシビリティ

の問題点をチェックするツール(富士通, 2002)なども開発されている。また、ウェブのユー

ザビリティについて実験的なアプローチをとった研究として、鈴木ら(2009)やHara & 

Kashimura (2010)がある。鈴木ら(2009)は、高齢者159名に対し認知機能とウェブ操作の関連

性に関する実験を行い、テキストリンクによる探索や照合、および操作の組み立てが高齢者

にとって困難であること、ドロップダウンリストの探索は容易であることなどを見いだして

いる。また、Hara & Kashimura (2010)は、高齢者10名に対する実験により、インターネット

利用における高齢者に特徴的な問題は、表示に気が付かないことや近年Microsoft Office2007

や2010などで一般化してきたタブインタフェースを使って選択操作をすることができない、

現在選択されているパラメータを理解できていないといった点にあることを明らかにし、選

択的注意やエピソード記憶などの能力の低下が関連していることを示唆した。 

このように、高齢者のICT利用に関するユーザビリティ研究は、機器やウェブなど多方面

に関して行われており、特に2000年代に製品開発を目的とした実践的研究が増え、同時に認

知心理学的な背景を探る研究もでてきている。 

 

 

 1.3.3. 高齢者の認知機能の低下と ICT の利用 

 

前述のユーザビリティに関する研究からは、高齢者の認知機能の低下がICTの利用におい

ての困難さを引き起こしている可能性が示唆されている。この点について、実験心理学的な

手法を適用した研究をいくつか紹介する。原ら(2005)は、デジタルハイビジョンテレビの番

組表のリモコン操作について、高齢者15名と若年者15名を対象とした認知的ユーザビリティ

テストによる探索的実験研究を行った。その結果、高齢者はスクロールおよび決定の操作で、

機能説明に気づかなかったり、操作する必要がないボタンを押してしまったりし、階層構造

メニューを選択する操作が困難であるとの課題を見いだした。Haradaら(2010)は、高齢者の

IT機器の学習の困難さがエピソード記憶などの認知機能の低下によるという仮説をもって、

高齢者と若年者にダイエット支援システムを用いた仮説検証的実験研究を行った。そして、

決定場面を減らした方が学習は促進され、印刷媒体の方がコンピュータを利用した場合より

も学習が促進されるという結果を得ている。後者の結果については、印刷媒体の方がタスク

構造を一覧できて把握しやすいからであろうと論じている。また、Mori & Harada (2010)は、
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高齢者による携帯電話の利用とその家族構成という社会的要因との関連性に関して11名の

実験参加者による3週間の長期的実験を行い、特に若い世代と同居する家庭に暮らす高齢者

の方が、高齢者家庭に暮らす場合よりも、多種多様な機能を利用するというような形でその

学習が促進されるという結果を得ている。 

 

 

 1.3.4. 高齢者向けにデザインされた ICT 機器やサービス 

 

 1.1.2. で述べたようなICTの発展と普及に伴う携帯電話やインターネットの利用率の伸び、

およびその背景にある特に若年者と高齢者における利活用の格差を背景にして、ユニバーサ

ルデザインの考え方を適用して高齢者向けに設計されたICT機器やサービスが登場するよ

うになった。総務省でも、通信・放送に関する高齢者・障害者向けのシステムや機器、サー

ビス等の開発の促進のために、助成金による高齢者・障害者向けの通信・放送技術の研究開

発への支援、およびICT機器の利活用を通じた高齢者や障害者の社会参加を促進する取り組

みを行っている。ここでは、前述の研究に基づいて高齢者向けにデザインされたICT機器や

その利用の支援サービス、およびICT機器を活用したサービスの例を紹介する。 

まず、高齢者向けに設計された携帯電話とパソコンであるが、高齢者携帯向け携帯電話の

代表例は、富士通が開発している「らくらくホン」である(入江ら, 2005)。この製品シリー

ズの初代製品は松下通信工業（現パナソニックモバイルコミュニケーションズ）が1999年に

開発を手がけ、その後富士通によっておよそ1-2年ごとにモデルチェンジが行われ、これま

でに17台の機種が開発されてきた(2010年9現在)。機種によって機能や特徴が異なるが、共

通コンセプトは、不慣れなユーザにも使いやすい簡卖で親切なインタフェース(専用インタ

フェースやガイダンス表示など)と、視聴覚機能の衰えをサポートする技術の搭載(表示の読

みやすさ、音声読み上げ・呼出など)である。ハードウェア的にもボタンの大きさや突起を

十分なものとし、開始終了ボタンの形状を他のボタンと触角的に判別できるようにしてある。

また、操作の簡便性のために3つのワンタッチダイヤルボタンを用意し、ディスプレイも大

きな液晶に大きな文字を表示させ、背景とのコントラストを高めに調整してある。 

この電話の開発経験を生かし、2008年より富士通は高齢者向けのパソコン｢FMVらくらく

パソコン」を発売し、機器に加えてそのサポートサービスも展開している。最新スペックを

搭載したノートパソコンに、複雑な操作が不要な検索機能とメニュー、および使いやすいキ

ーボードを搭載した点に特徴がある。たとえば、電源を入れると高齢者がよく使うと想定さ

れた機能一覧が表示され、パソコンでやりたいこと(調査に基づき、高齢者がパソコンでや

りたいことの上位5項目を表示) がすぐに始められるメニューや、文字入力が苦手なユーザ

をサポートする検索機能を搭載している。また、よく使う文字キーや母音キーを色分けし位

置を探しやすく、アルファベットの文字を大きくして見やすくするなどの工夫がされたキー

ボードを採用している。加えて、無料で利用可能な専用の電話相談窓口やパソコンの基本操
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作や活用方法などを動画説明する専用サイトを設置するなどのサービスも展開している。 

ICT機器を活用するために最小限必要なリテラシーを身につけさせるためのサービスは、

現在ではさまざまな機関がそれを実施している。パソコンの教育に関しては、主に営利企業、

大学、地方自治体などが実施しており、ボランティア組織やシルバー人材センターなどでも

パソコンやインターネットの教室が各地で盛んに開設されている。また、携帯電話について

の講習会はあまり大規模には開催されていないが、各地方自治体や団体が携帯電話キャリア

会社の協力のもと、高齢者向けの携帯電話教室や講習会を開催した事例がある。その内容は、

通話やメール、カメラの操作方法を教えるものである。このほかに各地のドコモショップに

おいても携帯電話教室が開催されており、らくらくホンの利用の仕方を無料で教えている。 

これらのICT利用のためのサービスのほかに、ICT機器と連携した高齢者向け生活支援サ

ービスも展開されている。高齢者は突然の体調不良に襲われることが他の年齢層に比較して

高く、迅速なサービスは不可欠である。特に、独居の高齢者においては、症状が発生しても、

それを自分で連絡できない場合には、そのまま孤独死に至ってしまう場合もありうる。遠隔

地に居住する高齢者の状態を契約者がモニターしたり、安否確認のための伝言を預かったり

する安心や安全を確保するためのサービスが色々と考案され、営利企業によって提供されて

いる。これらのサービスのシステムに特徴的なことは、ICT機器へのリテラシーが低いレベ

ルでも(場合によっては無くても)利用可能なことである。このような生活支援サービスは、

小川(2006)によるエクソシステムやメゾシステムにあたる(図1-6)。小川は、Bronfenbrenner 

(1981)の発達に関する生態学的考え方を拡張して高齢者に対するICT支援のあり方を検討し、

マクロシステム(介護保険制度によるケアマネジメントの情報化)、エクソシステム(家族介護

者の電子コミュニティや福祉、保険、医療の情報連携)、メゾシステム(高齢者の安否発信と

地域社会の見守り)、それとマイクロシステム(一般的生活支援)という4階層を区別している。

図1-6のマイクロシステムのレベルには、一般高齢者によるICT機器の利用が位置づけられ、

その支援として、先の各種のパソコン教室や講座、携帯電話講習会が実施されている。   

 

図 1-6 高齢者への ICT 支援学の枠組み 

(小川 「高齢者への ICT 支援学-その心理と環境調整-」, 2006) 
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1.4. 研究課題と目的 

 

 1.4.1. 問題意識 

 

高齢期には、加齢に伴って身体的、社会的、精神的なあらゆる側面でさまざまな変化が起

こりうるが、Havighurst (1972)は高齢期における発達課題として、それらの変化に適応し、

自分と同年輩の高齢者と明るい社会関係を構築させることなどを挙げ、この発達課題の達成

こそが幸せな人生を導くと述べている。今日の高齢者においては、ICTの普及に伴う情報環

境およびコミュニケーション環境の変化に適応することも、この発達課題の一つであるとい

えると思われる。これまでICTを利用してこなかった高齢者においても、自身の必要に応じ

てICT機器をうまく利活用できるようになること、それにより周囲とのコミュニケーション

環境および自身の精神的健康を維持することが求められているのではないかと考えられる。

また、10年先や20年先の将来、今ICTを活用している30代40代の人々が高齢になった時には、

ICTの利活用にまつわる世代間格差はなくなっているだろう、という意見もあるが、実際に

はICTはさらに進化してICT環境が現在とは大きく変わっている可能性がある。その場合に

は、高齢者の変化への適応能力によっては、現在とは別の問題ではあるが、新たな世代間格

差が生じることが考えられ、高齢者には常にICT環境の変化への適応が求められることにな

るかもしれない。したがって、高齢者におけるICTの利活用の現状を把握したうえで、それ

らを利活用する意欲やモチベーションに関与する要因を分析し、どのような要因からICT機

器の利活用に関する格差が生じているのかを把握する必要がある。 

先ほど見てきた先行研究では、実験的アプローチを用いて高齢者特有の傾向に関する心理

学的な理解が進みつつあるが、その実態を実利用環境において確認する必要があるだろう。

実験的アプローチにおいて仮説として検証対象にされている事柄以外にも、高齢者が直面し

ている課題が他にあるか、それがどのようなものなのかについて、実利用環境から実態を把

握するアプローチによって、探索し検討する必要があるからである。しかるに従来の調査研

究は、ICTの利活用に積極的な高齢者を対象にしたものが多く、高齢者の多様性を考えると、

まだ十分なエビデンスが提示されたとはいえない。この点については、一般の高齢者に対し

てエスノグラフィックなフィールドワークの手法を併用したアプローチが必要と考えられ

る。 

宮田(2005)は、高齢者におけるICTの利用率を増やすためには、ICT機器のユニバーサルデ

ザインへの対応が欠かせないとしている。確かに、高齢者世代において携帯電話やパソコン

などの比較的新しいICT機器の利用率およびその活用の度合いが低い要因の１つに、ICT機

器の操作の複雑さや困難さ、あるいはそのようなイメージの定着があると考えられる。また、

高齢者向けのICT機器やサービスの開発にユニバーサルデザインのアプローチは必要であ
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ると考えられており、1.3.で紹介したようにその取り組みは様々な形で実施されている。し

かしながら、高齢者向けのICT機器の開発にあたり、老化現象の進行が人によって大きく異

なっていたり、その個人差が大きかったりするという高齢者の多様性の実態について、十分

に検討されてはいないように思われるケースが散見される。高齢者の特性を画一的に捉え安

易に機能を省いた機器を提供するだけでは、利用開始から間もない一部の高齢者ユーザにし

か受け入れられない可能性がある。また、パソコン教室や携帯電話の講習会などのICTの利

活用のためのサポートサービスについても、そのアフターケアが不十分で、教室に通ったと

きには分かったつもりになっても、自宅に戻るとわからなくなってしまうケースも多いよう

である。個人のレベルに合わせた質の高い教育とアフターケアが求められているといえる。 

一方で、高齢者世代において携帯電話やパソコンなどの比較的新しいICT機器の利用率や

その活用の度合いが低いもうひとつの要因として、それらのICT機器が高齢者の特性や生活

環境に適合しておらず、他のコミュニケーション手段で代用される場合が多い点も考えられ

る。高齢者が新しいICT機器の利便性を理解できず、それらが登場する以前と同じコミュニ

ケーション手段を利用し続けている場合も多いことが予想される。また、1.1.2.で述べてき

たように、ICTの利用には世代間および地域間において差がある。それらの格差は、国を中

心とした情報化戦略の取り組みによって緩和の方向に向かっているが、今なおインフラ整備

の課題を抱えた地域として、本土から距離のある離島などが挙げられている。携帯電話の利

用に関して地域間格差が問題とされることはあまりないが、離島である沖縄県においてはそ

の普及率が全国で最も低い。この背景として、高齢者の携帯電話の利用率の低さも関与して

いる可能性が考えられるが、1.1.3.で述べたように、居住する地域における地域コミュニテ

ィの特性がさらに関与している可能性もある。地方都市に在住する高齢者の生活において、

身近な人々との相互作用が大きな役割を果たしている(中篠, 2003)ことを考慮すると、高齢

者のコミュニケーション行動は居住地域や生活環境により大きく異なっていることが予想

される。 

このような問題意識に基づき、本研究の課題とその対象について、次のように定義する。 

 

 

 1.4.2. 研究課題 

 

ICTの発展と普及によって電子通信機器を介したコミュニケーション場面が増え、さらに

1.3.で紹介したような高齢者も簡卖に安心して使えるように設計された携帯電話やパソコン

などの機器やサービスが展開されているにもかかわらず、高齢者の場合には、パソコンや携

帯電話のメールなどの比較的新しいICT機器やシステムを利用していない、あるいはあまり

頻繁に使用していない人が多い。すなわち、世代間でコミュニケーションの手段に差がある

現状にある。このことは、ICTの非利用あるいは消極的利用によって高齢者のコミュニケー

ションの範囲が限定されてしまっている可能性があり、またそれに伴う高齢者のコミュニケ



21 

 

ーションの不足によって1.2.3.であげたような社会的問題が引き起こされる可能性も考えら

れる。本研究では、このような携帯電話をはじめとするICT機器やシステムの利活用の格差

の緩和をめざし、その利活用やリテラシーに影響する要因の解明を研究課題とする。 

 

 

 1.4.3. 対象領域 

 

本研究の調査は、コミュニケーションに着目したものであるため、コミュニケーションを

目的として用いられる携帯電話やパソコンなどのICT機器やシステムを中心として扱って

いる。本論は、その中でも特に普及率の高さから中核的な存在である携帯電話に焦点をあて

て分析を行う。しかしながら、携帯電話の機能の多機能化を考慮して、特に3章でのインタ

ビュー調査の分析では、携帯電話の機能と利用目的が類似する携帯電話以外のICT機器や関

連メディアの利用についても言及する部分がある。ここで、本論で扱う調査において対象と

する「ICT」および「ICT機器」について説明しておく。このICTという用語の意味はその明

確な定義は困難であり、一般に、広義の意味で使われる場合と狭義の意味で使われる場合が

ある。すなわち、ラジオやテレビ、電話といった従来のICT、およびデジタルカメラやプロ

ジェクタ、プリンタ、ICレコーダなどのパソコン周辺機器も含める広義の意味を持つ場合も

あるが、特にパソコンや携帯電話でのインターネットを用いたネットワーク通信のことを指

して限定的に使用される場合もある。本論および本論での調査においては基本的には広義の

意味を採用するが、コミュニケーションに言及する際にはコミュニケーションに用いるICT

のみを指すこととする。コミュニケーションの主な目的は情報取得と情報伝達にあり、その

 

図 1-7 本研究で対象とする ICT 機器とその関連メディア 
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目的によって図1-7に示すように分類できる。また、それらと利用目的が同じ機器や関連メ

ディアの利用についても調査の対象とした。さらに、デジタルカメラやビデオカメラ、プロ

ジェクタ、プリンタ、ICレコーダなどのAV機器ならびにパソコン周辺機器については「そ

の他のICT機器」として扱った。 

また、本研究で行う調査および分析の対象者は主に高齢者としたが、対照群として若年者

も対象者に含めることとした。ただし、1.3.4.で紹介した介護や福祉に関するマクロシステ

ムとエクソシステムを必要としない日常生活に支障のない者を対象とした。各調査とその対

象者の構成を図1-8に示す。まず、自由記述形式を主とした質問紙調査を実施し(2章：図1-8

の調査①)、携帯電話の利用実態の把握を行った。調査結果から、携帯電話リテラシーの格

差について、世代間および高齢者における地域間での違いを分析した。続く3章で行ったイ

ンタビュー調査(図1-8の調査②)では、ICT機器の利活用に影響する要因について、携帯電話

の利用を中心に分析し検討した。両調査とも20代の若年者(20～29歳)および60代と70代の高

齢者(60～79歳)を対象とした。 

対象地域としては、理想的には全国を対象としたかったが、時間や予算の制約から都市部

と地方部を対比的に選定することとした。1.1.2.で示したとおり、表1-1にあるように都道府

県別の携帯電話やパソコンなどのICT機器の普及率は、首都圏は比較的高い水準にあるが、

離島である沖縄県は最も低い水準である。このことから、都市部として首都圏30km圏内在

住者、地方部として沖縄県の離島であるI市在住者に調査を依頼し、居住地域による携帯電

話の利活用やその活用能力の違いについて検討することとした。 首都圏30km圏内と対象離

島としたI市、全国平均の年齢階級別の人口をまとめたものを表1-3に示す。 

まず、首都圏30km圏内に選定した理由は、1.1.3.で述べたように、首都圏20～50km圏内に

おける高齢化が著しいこと、および日本の中枢機能を持つ都市周辺であるためである。また、

地方部として沖縄県の離島であるI市を選定した大きな理由は、インフォーマントを募集す

るためのシルバー人材センターが存在していることにある。I市は人口45,183人の島で、日

本国内の離島の中では6番目に人口が多い。島内には市制都市が存在し、地域の中心地とし

 

※ 本論文での該当章 

図 1-8 各調査とその対象者 
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ての機能を有している地方中小都市である(宮内, 2001)。しかしながら、高等教育機関が島

内に存在しないため、若年者世代の多くが進学や就職のために一時的に島を離れることがあ

る。さらに、離島であるために交通機関の形態が首都圏とは生活環境が大きく異なるという

理由による。対象とした離島であるI市には電車や地下鉄がなく、高齢者も日常的に車や船

を利用する点が首都圏をはじめとした大都市の生活とは異なっている。また、文化継承を主

目的とした地域コミュニティによる活動が盛んであり、地域コミュニティに関しても1.1.3.

で述べたような農村型コミュニティである点も首都圏の都市型コミュニティとは性質が異

なる。 

このように、生活環境や交通機関の整備、地域コミュニティの形態が大きく異なる両地域

においては、ICT機器の利活用の仕方にどのような特徴があり、そこにどのような要因が関

係しているのかを本論で扱う。なお、調査対象地域について以降の分析において言及する際

には、「首都圏」と「地方中小都市」という呼称を用いることとする。 

ただし、コミュニケーションへの意欲が既に著しく低い状態にある人に関しては、調査の

形式上データを集めることが難しいため、本研究で扱うデータは、その点に関しては限定的

な一面があるといえる。 

 

 

 1.4.4. 研究の目的と意義 

 

本研究の目的は、居住地域や世代によるICT機器の利用格差の問題が生じる要因を明らに

することである。さまざまなICT機器の中でも特に携帯電話に着目し、定性的なアプローチ

と定量的なアプローチを組み合わせた実証的研究によって、ユーザの生活場面(実利用環境)

における携帯電話の利活用やそのリテラシーの実態を把握する。それによって、高齢者の携

帯電話の利活用の促進やリテラシーの向上につながる要因、およびその阻害要因を明らかに

する。 

本研究の成果として、携帯電話の利活用やそのリテラシーに影響を与える諸要因を明らか

表 1-3 年齢階級別の人口(2007 年：調査対象地域・全国) 

卖位：人、％ 

 
（沖縄県「離島関係資料（平成 22 年１月）」, 2010；  

総務省統計局「日本の統計 2010」, 2010 より作成) 
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にし、どのような要因から携帯電話の利活用に世代間および地域間の格差が生じているのか

を解明することができれば、現在の携帯電話をはじめとするICTの利活用の格差の緩和だけ

でなく、今後起こりうる格差の予防につながるであろう。 

また、高齢者の孤独死や自殺、軽犯罪などが社会問題となっているが、これらは50-60歳

代に最も多く(元木, 2008)、今後も増え続ける可能性が高い。そのため、急速な対応が求め

られている。本研究の成果によって高齢者におけるコミュニケーション環境の維持と精神的

健康の向上がもたらされることで、高齢者にまつわる社会問題の緩和にもつながることも考

えられる。特に世界一の超高齢化社会である日本において、これらの高齢者を取り巻くコミ

ュニケーションおよび情報環境の問題を扱う意義は大きいといえる。 

 

 

 1.4.5. 研究のアプローチ 

 

本研究では、上述の目的を達成するために、Creswell (2003)によるMixed Methods Research 

(混合研究法=ミックス法)を適用し、定量的なアプローチと定性的な(質的な)アプローチを組

み合わせた研究アプローチをとる。多数の事例について特定の側面に焦点を当てながら普遍

的な性質や傾向の解明を目指す定量的研究アプローチと、尐数の事例について多面的側面か

ら個別事例の包括的な理解を目指す定性的研究アプローチは異なる性質を持っており、それ

ぞれに表1-4に示したような利点と欠点がある。定量的アプローチと定性的アプローチの関

係は、それを詳細に論じようとすれば、それだけで一つの論文となるほど奥が深い問題であ

る。 

たとえば、定性的アプローチとしてのエスノメソドロジー的なフィールドワーク研究につ

いて発達心理学会で起きた一連の議論(刑部, 1998; 須田ら, 2000; 刑部, 2001)は、一般化をめ

ざさない方向での事例研究というアプローチを発達心理学という学問領域でどのように受

容すべきかというできごとであったと位置づけられる。刑部(1998)は、保育実践の現場で、

保育の場になじまないKという「ちょっと気になる子ども」が、保育の場という共同体全体

の変容を経ることによって、最終的にLave & Wenger (1991, 1993)の正統的周辺参加(LPP: 

表 1-4 定量的・定性的研究アプローチの利点と欠点 
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Legitimate Peripheral Participation)の形でそこに取り込まれ「気にならなくなって」いくプロ

セスを記述した。これに対し、須田(2000)は、さまざまなデータ要素のなかから「典型性」

を抽出する際には恣意的なデータ抽出が行われてしまうのではないか、という定性的アプロ

ーチに対する根源的ともいえる問いを発し、倉持(2000)は、多数の標本を用いた定量的分析

による因果関係の解明ではすくい取ることのできない心理学的リアリティを明らかにする

ことが事例研究では重要であるという立場から、Kに対するリアリティがどれほど読者と共

有されているのかという問いを、また麻生(2000)は、定性的アプローチにおける言及の不足

が紙数制限に関係している、との指摘をしている。これに対し、刑部(2001)は、恣意的なデ

ータ抽出にもとづいた典型例による一般化を目指したものではなく、また特定の個人のここ

ろを出来る限り問題にしないLPPの立場からの研究としての記述であったこと、そして紙数

に収めることが問題ではなく問題を明確化する過程で余分なデータが切り捨てられただけ

であることを述べてこれらの意見論文に反論している。 

刑部のスタンスはLPPであり、一般化を目指すものではないという立場を堅持しているも

ので、これをもって定量的アプローチに対する定性的アプローチの挑戦と一般化してしまう

のは適切ではないだろうが、定量的アプローチが習慣化した場において定性的アプローチを

受容させることの困難さを物語る事例と見ることはできるだろう。 

2004年に、対象領域ではなく方法論を機軸にした質的心理学会という学会ができたことは、

そうした状況におかれていた定性的アプローチや、その立場を取る心理学や社会学、医療看

護系の分野の研究者にとっての立脚の場が必要とされていたことを背景としている。学会の

Webサイト (2010年現在)に書かれているように「妥当性とは何か、信頼性とはどういうこ

とかと問いかけつつも、ある一定の妥当性と信頼性を確保するという循環的な営みを引き受

けざるを得ません」という状況が定性的アプローチの現状といえるだろう。 

本論文のスタンスは、刑部のように全面的な定性的アプローチに立ったものではなく、ま

さにCreswellが提唱しているようなMixed Methods Researchのひとつである。このアプローチ

を採用した理由は、定量的アプローチと定性的アプローチのそれぞれのメリットを活かして

総合的に問題に取り組もうとしたからである。すなわち、「ポスト実証主義的な知識の定義、

実験を基礎とした探求の戦略、予備テストと事後テストによる態度の測定」(Creswell 訳書 

p.22)といった定量的アプローチの特徴と、「構築主義的な知識の定義、エスノグラフィー、

デザイン、行動の観察」(同上)といった定性的アプローチの特徴をあわせることで「プラグ

マティックな知識の定義、量的データも質的データもともの逐次収集する」(同上)というア

プローチである。Mixed Methods Researchのアプローチを用いることで、定量的研究アプロ

ーチと定性的研究アプローチの両者の強みを計画的に組み合わせてデータを獲得すること

が可能となる。本研究では、携帯電話の利用格差の問題が生じる要因を明らかにするという

目的に合わせて、特に定性的研究アプローチに比重を置くこととする。 

本研究における実証研究の実施手順および研究アプローチを図1-9に示す。本研究で行っ

た質問紙調査とインタビュー調査の2つの調査の組み合わせは、それぞれ手法が大きく異な
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る。まず、高齢者と若年者を対象に自由記述形式を主とした質問紙調査を行い、携帯電話の

利用実態の把握をする(図1-9の調査①)。ここでは、携帯電話の各機能に対する知識やその利

用頻度、携帯電話の利用経歴や利用契機、携帯電話の利用における問題対処の行動などから、

携帯電話の活用能力について世代間および地域間の違いを分析する。その後、Contextual 

Inquiry (Beyer and Holtzblatt, 1997)を適用した半構造化面接法に基づくインタビュー調査を

行い、高齢者における携帯電話の利活用とその利活用能力に影響する要因を明らかにする

(図1-9の調査②)。これらの調査は、携帯電話以外のICT機器の利活用についても含んだ内容

であったが、本論文の分析においては、近年のICT機器の中核ともなっている携帯電話に焦

点を当て、携帯電話の利活用とその能力について論じる。 

なお、これらの調査は、筑波大学における研究倫理審査委員会で調査計画の審査を受け、

その助言に基づいて修正し、承認を受けたうえで実施した。 

 

  

 

図 1-9 本研究のアプローチ方法  
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1.5. 本論文の構成 

  

本論文は、定性的研究アプローチと定量的研究アプローチの併用によって携帯電話の利用

実態と実利用環境について把握し、その分析を行った研究をまとめたものである。その目的

は、居住地域や世代による携帯電話をはじめとする ICT の利用格差の問題が生じる要因を

解明しすることにある。以下、各章の目的および検討内容について述べる。 

第 1 章では、研究の背景として、ICT の発展にともなうコミュニケーション形態、および

社会構造の変化について述べ、ついで高齢者におけるコミュニケーションの重要性に触れた。

さらに高齢者向けにデザインされた ICT 機器や支援サービスについて紹介した後、高齢者

の ICT の利活用と関連する先行研究のレビューを行った。そのうえで、本研究の研究課題

を明示し、研究の目的とその意義を述べ、本研究のアプローチを示した。 

第 2 章では、携帯電話の利活用およびその能力に関する格差の実態について論じた。その

ために、高齢者 70 名(首都圏在住者 50 名、地方中小都市在住者 20 名で構成)と若年者 68 名

(都市部在住)に対して携帯電話の利用に関する質問紙調査を行った。調査結果を、世代およ

び居住地域によって携帯電話リテラシーがどのように異なるのか分析した。 

第 3 章では、携帯電話リテラシーに影響する要因について分析した。そのために、前章で

見いだされた世代差と地域差について深掘りするために実施したインタビュー調査の方法、

およびその結果について述べた。インタビュー調査は、首都圏と地方中小都市それぞれの高

齢者と若年者合計 36 名に対して実施し、その内容はライフヒストリー、社会関係、価値観、

ICT 機器の保有状況や利用状況、情報取得や情報伝達場面における行動と価値基準、QOL

などに関するものである。結果は、修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ (M-GTA)

によって分析を行い、抽出したカテゴリから関連図を構成し、携帯電話リテラシーに影響す

る要因について検討した。さらに、携帯電話の利用特性のパターン分類を行った。さらに、

携帯電話リテラシーとそれに影響する諸要因を測定する質問票を試作し、補足的調査を実施

し、これらの結果の妥当性が確認を行った。 

第 4 章では、総合的考察として、総合的考察として、2 章でその傾向が示唆され、3 章で

要因間の関係の詳細が実証的に明らかにされた高齢者の携帯電話の利活用とそのリテラシ

ーについて、先行研究を引用しながら考察した。その中で、携帯電話リテラシーに影響する

要因として重要であると考えられた要因のうち、実利用経験と社会的サポートの質が高齢者

にとって特に重要であることを示した。 

第 5 章では、本研究の結論として各調査で得られた成果をまとめ、携帯電話リテラシーに

影響する要因のうち、実利用経験と社会的サポートが高齢者にとって特に重要であることを

述べた。 

付録として、調査に用いた質問紙調査票やインタビューに用いた資料を添付した。  
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1.6. 用語の定義 

 

 1.6.1. 高齢者 

 

現在、高齢者の定義として標準的に用いられているのはWHO(World Health Organization, 

世界保健機関)のもので、そこでは65歳以上を高齢者、そのうち65-74歳を前期高齢者、75歳

以上を後期高齢者と呼んでいる。日本では1960年まで国勢調査などで60歳以上を老年人口と

して扱っていたが、1965年からWHOの定義に合わせて65歳以上にその年齢を引き上げた。 

また、高齢者と似た言葉として｢中高年齢者｣、｢高年齢者｣という概念もあるが、1971年5

月に制定された「中高年齢者等の雇用の促進に関する特別措置法」および1986年10月に制定

された「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」によると、45歳以上55歳未満の者を中高

年齢者、55歳以上65歳未満の者を高年齢者と呼んでいる。 

一方で、内閣府政策統括官(共生社会政策担当)の「年齢・加齢に対する考え方に関する意

識調査(2006)」の結果によると、一般のイメージでは、55歳以上を高齢者とみなす意見もあ

るが、およそ半数の人々は70歳以上を高齢者と考えている。 

これに対し、各地にあるシルバー人材センターでは多くの場合、60歳以上を会員として受

け入れている。これは定年退職の時期が60歳前後であることが関係しているが、同様の理由

で60歳以上を高齢者として扱う施設なども多い。現実には、厚生年金の受給年齢が65歳に引

き上げられたことから、2006年4月に出された「改正高年齢者雇用安定法」によって、継続

雇用制度の導入や定年を65歳まで引き上げる措置が取られているが、多くの企業では2010

年現在も60歳定年制をとりながら、希望者を継続雇用する形式をとっている。 

加齢に伴う身体機能の変化や諸症状の出現には個人差が大きく、高齢者という概念に明確

な境界を設定することは困難であるが、本論では、定年により生活環境が大きく変化する60

歳以上の人を高齢者として調査の対象としたため、便宜的に60歳以上を高齢者と呼ぶことと

する。したがって、扱うデータによっては60歳以上64歳未満のものも含まれている。 

 

 

 1.6.2. ICT (情報通信技術) 

 

 日本においては、情報通信に関する技術の総称を表す言葉として、「IT」がかつて頻繁に

使われてきたが、通信(communication)に対する意識の高まりを背景に、2006年より総務省が

ITから「ICT」に表記を変更し、最近ではICTという表記も一般に定着してきた。本論では、

特に必要がない限りはICTという表記を用いることとする。また、本論で用いるICTという

用語には、特にパソコンや携帯電話でのインターネットを用いたネットワーク通信だけの狭
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義の意味ではなく、例えばラジオやテレビ、電話といった従来のICTを含めた広義の意味を

持たせるが、調査において扱う「ICT機器」については、「1.4.2. 研究課題と対象領域」の

中で述べたとおりとする。 

 

 

 1.6.3. 携帯電話リテラシー 

 

もともとリテラシーという言葉は、読み書き能力のことを指していたが、ある分野に関す

る能力や知識、および教養の度合いを示す用語としても使われるようになった。「情報リテ

ラシー」や「コンピュータリテラシー」、「メディアリテラシー」などの用語は一般に広く

使われているが、その対象となる機器やシステムの利活用は、生活の基盤を構築するものと

されている。そのため、これらの「～リテラシー」という用語には、その利活用をする能力

がなければこれからの時代を生きていくのが困難になる、という意味合いが込められており、

日本の教育現場ではしばしばその教育を促す取り組みが行われている(藤井, 2007)。 

「携帯電話リテラシー」という考え方は、コンピュータリテラシーという概念の一部とみ

なすこともできるが、携帯電話は各種ICT機器のなかでも中核に位置する要素である。前述

のように、日本において携帯電話の普及率、および携帯電話によるインターネットの利用率

は、パーソナルコンピュータを上回っている。また、携帯電話はインターネットによる情報

取得などを行うだけでなく、カメラやミュージックプレイヤー、テレビなどの機能も備えて

いるが、メールや音声通話、映像配信などによって、あらゆるコミュニケーション行動を支

援する道具としても広く活用されているICT機器である。これらの点を考慮して、これから

の時代において携帯電話を効果的に利活用できる能力は、コミュニケーション能力や生活力

につながると考えられるため、多様なICT機器のなかから特に携帯電話に着目して、その利

活用能力のことを携帯電話リテラシーと呼ぶこととする。 

 

 

 1.6.4. コミュニティ 

 

1.1.3.で述べたように、コミュニティという言葉の定義は多様であるが、本論では広井

(2010)の「人間が、それに対して何らかの帰属意識をもち、かつその構成メンバーの間に一

定の連帯ないし相互扶助(支え合い)の意識が働いているような集団」という広義の意味を持

つ定義を採用する。狭義の意味で使用する際には、「地域コミュニティ」などのように、別

の用語を組み合わせてより限定的な形で使用する。 
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2章. 携帯電話の利活用とそのリテラシーの実態把握 

 

 

 

 

2.1. 本章の目的 

 

 2.1.1. 目的 

 

本章では、携帯電話の利活用に関する実態を把握することを目的とする。特に、携帯電話

リテラシーに着目し、高齢者が携帯電話をどのように利活用しているのかについて、若年者

との世代間、および居住している地域間によってどのように異なるのかを分析する。それに

より、高齢者における携帯電話リテラシーの現状を多面的に把握する。 

 

 

 2.1.2. 方法 

  

高齢者の携帯電話の利用実態の概略を把握するために質問票を用いた定量的調査を行っ

た。携帯電話の利活用および携帯電話リテラシーについて、若年者との世代間、および居住

している地域間でどのような違いがあるかを分析した。以下、2.2 では実施した質問紙調査

の概要を、2.3 および 2.4 では質問紙調査の結果をそれぞれ分析する。2.3 では携帯電話リテ

ラシーの世代間格差について、2.4 では携帯電話リテラシーの地域間格差について分析を行

う。 

なお、使用した質問票はコミュニケーションに関して広く把握する目的で作成されている

ため、2.3.および 2.4 では、本論で課題としている携帯電話リテラシーに関する設問の回答

のみを分析対象とする。また、2.5 にてこれらのまとめを行った。 
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2.2. 調査①：質問紙調査の実施 

 

 2.2.1. 質問紙調査の構成 

  

携帯電話の利活用の実態を把握するための質問票を作成した。質問票は、携帯電話リテ

ラシーの実態についてなるべく詳しい情報を取得するために自由記述の設問を中心に構成

した。最終的に 63 の設問を用意した。調査項目の詳細については、巻末の付録 -1 に調査

表 2-1 質問票の内容の概要 
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で用いた調査票を付したが、設問内容の概要を表 2-1 に示す。また、これらの質問項目は、

橋爪(2008)による首都圏在住の高齢者を対象とした携帯電話の利用に関するインタビュー

調査の結果を参考に作成した。質問票の質問項目作成の際のポイントについて、質問内容ご

とに以下に説明する。 

 

(a) インフォーマントについて 

プライバシー保護に関する一般的目的とシルバー人材センターの方針に合わせ、氏名や住

所などの個人情報に関わる質問は避け、シルバー人材センターの会員番号と年齢、性別、家

族構成のみを尋ねた。 

 

(b) 人間関係について 

 橋爪(2008)による調査結果では、高齢者が用いる携帯電話の機能は主に通話とメールで、

それらは相手を伴って利用するもの、すなわちコミュニケーションを目的とするものであっ

た。したがって、ここでは普段携帯電話を用いてコミュニケーションをする相手について、

家族や親戚、近所付き合い、趣味の仲間、仕事関係、その他の友人に分けて、最大 7 名(家

族や親戚のみ 15 名)まで記入できる欄を設けた。また、それぞれのイニシャル、年齢、性別、

携帯電話の有無、携帯電話による連絡頻度(発信と受信のそれぞれ)、関係、および居住地に

ついても記入欄を設けた。 

 

(c) ハイテク機器・ICT について 

 橋爪(2008)による調査結果では、高齢者が携帯電話の利用を開始する前にネガティブなイ

メージを持っているケースがあったことから、携帯電話も含めた最近の機器やICT全般につ

いてどのようなイメージを持っているかなどの設問を設けた。 

また、さまざまな機器の保有や利用頻度、操作の難易性についても尋ねる項目を入れた。 

 

(d) 携帯電話について 

携帯電話についての一般的質問として、利用履歴や利用開始の目的などを尋ねる項目を作

成した。高齢者が過去の出来事を思い出す際に、現在からさかのぼりることでその想起の手

がかりを得られ思い出しやすくなることから、現在保有している携帯電話の機種やキャリア、

その購入ルートを記入してもらい、そこからさかのぼる形でその前に使用していた機種につ

いても尋ねる形式にした。また、携帯電話を利用するようになる以前の考えやその後の変化

も把握するために、利用開始前と現在での印象の変化や携帯電話のない生活に戻るとしたら

どう思うかなども自由記述形式で尋ねた。さらに、携帯電話の利用目的が変化していること

も踏まえ、利用開始時の利用目的と現在の利用目的を分けて尋ね、さらに現在も使い続けて

いる理由や今後の利用意向についても尋ねた。 

高齢者のユーザビリティに配慮した ICT 利用環境に関する調査研究検討会(2008)や橋爪



34 

 

(2008)の調査結果から、メール利用の有無が高齢者の携帯電話の活用度合いを測る指標にな

ると考え、メール機能の利用について詳細な情報が得られるような質問項目を用意した。メ

ール機能への関心やそれに感じている利点と欠点、メール機能と通話機能の使い分け、メー

ル機能を使うようになった経緯などである。また、メール機能と通話機能に関して、それぞ

れの各種操作ができるかどうか、よく使うかどうかについても尋ね、携帯電話リテラシーに

ついて分析できるようにした。 

 

(e) 各コミュニケーション手段について 

ここでは、携帯電話と同じコミュニケーションという目的のために用いられるであろう 8

つの手段について、それぞれの利用頻度や利用状況、その手段の代用手段などについて尋ね

る項目を作成した。 

 

(f) 場面ごとに用いるコミュニケーション手段について 

「帰宅が遅くなることを家族に伝える」などの、誰かに何かを伝える場面を 11 種類設定

した。それぞれの場面において、そのようなコミュニケーション手段を用いるかを尋ねる設

問を設けた。同時にこの設問では、「なぜそれ以外の手段を利用しないのか」を記入する欄

も作成した。ここには、ある特定の目標(コミュニケーションや情報探索)を達成するために、

既存の機器やシステムという多様な手段(人工物)のなかから、どのようなものをどのような

理由によって選択しているのかを調べる人工物発達学(黒須, 2009)の視点が導入されている。 

 

 

 2.2.2. 調査方法 

 

(a) インフォーマント 

首都圏に在住の20代の男女68名と60‐70代の男女50名、および地方中小都市に在住の20

名の男女を対象として実施した(表2-2)。携帯電話とその他のICT機器の使い方に焦点をあて

たため、携帯電話の保有者を対象とした。 

表 2-2 インフォーマントの構成 
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なお、本調査の協力者は、若年者については首都圏に居住する大学生および大学院生、高

齢者については該当地域のシルバー人材センターの会員であった。また、携帯電話の使い方

に焦点をあてたため、いずれも携帯電話保有者を対象とした。したがって、携帯電話を保有

していない高齢者についての情報、たとえば彼らが携帯電話やその利用をどのように考えて

いるか、その利用に対する意欲があるのか、といった情報は得られていない。 

 

(b) 調査時期と実施方法 

調査は 2007 年秋に実施した。郵送法によって行い、配布後 3 週間後に回収した。 

 

(c) 分析対象の質問内容 

調査票は巻末の付録 -1 に付したものを用いたが、ここでは前述のとおり、携帯電話リテ

ラシーに関連する質問項目につての分析結果を報告する。携帯電話リテラシーと関連する質

問項目は、全 9 問であるが、その内容ごとに 4 つに分けたものを表 2-3 に示す。 

 

  

表 2-3 分析対象とする質問内容 
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2.3. 携帯電話のリテラシーの世代差 

 

 2.3.1. 調査結果の分析 

 

(a) 携帯電話の多機能性について 

実際に提供されている携帯電話の機能のうち、例にあげた 31 種類の機能を知っているか

どうか、および各機能の利用頻度についての回答を世代別に集計したものを図 2-1、図 2-2

にそれぞれ示す。 

 

図 2-1 携帯電話の知っている機能(世代間比較) 
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図 2-1、図 2-2 に示したとおり、世代によって知っている携帯電話の機能、およびその利

用頻度の回答に違いが見られた。この傾向を確認するために、χ2 乗検定を行った結果、若

年者世代の方が高齢者世代に比べて多くの機能を知っていることが表 2-4 のように示され

た。具体的には、、電話(通話)と万歩計の 2 つの機能を除いて、時計と写真(カメラ)の 2 つの

機能は 5%水準で、そのほかのすべて(27 つ)の機能は 5%水準で有意に高齢者世代よりも若

年者世代に知られていた。 

 

図 2-2 携帯電話の各機能の使用頻度(世代間比較) 
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また、それぞれの機能の利用頻度に関しては、テレビ電話、時計、ラジオの 3 つの機能

は 5%水準で、メール、写メール、デコレーションメール、ウェブサイトの閲覧、アプリの

ダウンロード、交通情報閲覧、目覚まし、テレビ、ゲーム、テキストメモ、電話帳、写真(カ

メラ)、動画像、カレンダー、万歩計、電卓、赤外線通信の 17 つの機能は 1%水準で有意に

若年者世代の方が高齢者世代に比べて使用頻度が高かった。これらの機能の使用頻度につい

て残差分析を行ったところ 5%水準で優位だと認められた違いは次のとおりであった。高齢

者世代は、メールや写メール、デコレーションメール、ウェブサイトの閲覧、アプリのダウ

ンロード、交通情報の閲覧、ゲーム、テキストメモ、カメラ(写真、動画像)、カレンダー、

電卓、赤外線通信などの機能を｢まったく使わない｣という回答が若年者世代と比較して多か

表 2-4 携帯電話の各機能の把握および利用頻度に関するχ2 検定の結果 1 
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った。これらの機能を、多くの若年者世代は週数回あるいは月数回は利用している。特にメ

ールとウェブサイト閲覧、時計の 3 つの機能に関しては、毎日利用している人が若年者世代

では多かった。一方で、万歩計の機能に関しては、若年者世代は全く使わないという回答が

多かったが、高齢者世代では毎日、あるいはたまに利用しているという回答が若年者世代と

比較して多かった。 

携帯電話が多機能化していることについて自由回答形式で尋ねた設問では、高齢者世代で

は 54 名、若年者世代では 68 名の有効回答が得られた。高齢者世代では、22 名が「多くの

機能は必要ない」、12 名が｢多くの機能があっても使いこなせない｣、4 名が｢複雑すぎてよく

わからない｣とおよそ 7 割が否定的な回答をした。一方で、11 名は｢良いことである｣、4 名

は｢便利である｣とおよそ 3 割が肯定的な回答をし、1 名は｢便利ではあるが操作がわからな

い｣と中立の回答をした。他方、若年者世代では否定的な回答と肯定的な回答はおよそ 5 割

ずつであった。19 名が「必要のない機能が多すぎる」、7 名が｢多くの機能があっても使いこ

なせない｣、6 名が｢機能が増えることで操作が複雑で難しい｣と否定的な回答をした。一方

で、6 名は｢良いことである｣、25 名は｢便利である｣と肯定的な回答をし、さらに 2 名は｢便

利ではあるが、紛失や盗難などが怖くなる｣と中立の回答をした。また、若年者世代の携帯

電話の多機能化への否定的な意見については「多機能性は望んでいないので、価格(製品・

基本料金)を安くしてほしい(5 名)」、「電話とメール以外使わないので不要(9 名)」、肯定的な

意見については「他の機器の機能が搭載されることで、荷物が減る(3 名)」という詳細な理

由の記述もあった。 

 

(b) メール機能と通話機能の各種操作について 

例に挙げた携帯電話のメール機能と通話機能に関係する 11 種類の操作が行えるか否かの

問いに対する回答を集計したものを図 2-3 に、各操作を普段行うか否かの問いに対する回答

を集計したものを図 2-4 にそれぞれ示す。図に示されたとおり、高齢者世代と若年者世代で

は、携帯電話の各操作ができるか、および日常的に行っているかに違いが見られた。通話に

関する機能の操作ができるかどうかについて全体を見てみると、50-80%の人ができると回

答しているが、若年者世代においてはほぼ全員ができると回答している。メール機能の操作

についても、高齢者世代では半数以下の人しかできるという回答がなかったが、若年者世代

では半数以上の人ができるという対照的な回答をしている。この傾向を確認するため、χ2

乗検定を行った(表 2-9)。携帯電話のメール機能と通話機能に関係する 11 種類の操作が行え

るか否かに関しては、全ての機能に対して高齢者と若年者の間に差があり、日常的に行うか

どうかに関しては「相手の電話の留守番電話に録音する」以外の操作は世代間での差が確認

された。残差分析の結果でも、メールおよび通話機能の 11 の操作について、高齢者と比較

して若年者は「操作ができる」という回答が多く、それらを日常的に行うかどうかに関して

も「相手の電話の留守番電話に録音する」以外の操作を若年者は高齢者よりも日常的に「操

作を行う」という回答が多かった。 
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また、携帯電話のメールおよび通話機能の各操作ができるかどうかの操作能力と実際の

利用についての同期確率を求めた(表 2-6)。その結果、高齢者世代ではおよそ 8～9 割の人が

「操作ができる」という回答と「日常的に操作を行う」という回答を、また「操作ができな

い」という回答と「日常的に操作を行わない」という回答をセットで回答していることがわ

かった。若年者世代に関しては、操作によってこの回答傾向は異なり、同期確率が高いもの

と低いものが存在していた。たとえば、「メールを他の人に転送する」や「写真をメールに

貼付して送る」、「相手の電話の留守番電話に録音する」などの操作は、操作能力があっても

日常的に行うことが尐なく、操作能力と実利用の同期率は低い。 

 

図 2-3 携帯電話の各操作が行えるか(世代間比較) 
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図 2-4 携帯電話の各操作を普段行うか(世代間比較) 

 

表 2-5 携帯電話のメール・通話機能の操作に関するχ2 検定の結果 1 
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(c) 携帯電話のユーザビリティについて 

携帯電話を自分でどの程度使いこなしていると思うかの回答を集計したものを、図 2-5 に

示した。この回答結果について χ2 検定をしたところ、世代による携帯電話の使いこなし度

合いに対する自己評価の差は有意であった(χ2=146.928, df=3, p<.01)。この結果について残差

分析を行ったところ、若年者世代は「ほどほどに使いこなしている」という回答が多く、高

齢者世代では「あまり使いこなせていない」「ほとんど使いこなせていない」という回答が

多いことが示された。 

携帯電話の操作がわからない時の対処法について自由記述で回答を求めたところ、高齢

者世代では 63 名、若年者世代では 68 名の有効回答が得られた。機器の利用時に操作に困っ

 

図 2-5 携帯電話を使いこなしているか(世代間比較) 

表 2-6 携帯電話のメール・通話機能の操作能力と実利用の同期確率 
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た場合、両世代とも取扱説明書を読むことが多かった。同様に多い解決法は、高齢者は｢子

どもに聞く｣、若年者は自分でいじって｢何とかやってみる｣であった。また、若年者におい

ては「ウェブで検索する」という回答もあった。 

 

(d) 携帯電話の利用経歴について 

携帯電話を何年間使っているかの回答を集計したものを図2-7に示した。この回答結果に

ついてχ2検定をしたところ、世代によって携帯電話の利用歴の長さに違いがみられた

(χ2=36.052, df=4, p<.01)。残差分析の結果、いずれの世代においても「5年以上10年未満の利

 

図 2-7 携帯電話の利用歴(世代間比較) 

 

図 2-6 携帯電話の操作に困った場合の対処法(世代間比較) 
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用歴」の者の割合は最も多いが、特に若年者世代は顕著にその割合が高いことが示された。

さらに高齢者世代はそれ以外にも「1年未満」や「1年以上3年未満」などの利用歴の短い者

も多く、他方で「10年以上」という携帯電話の利用歴の長い者も同時に多いことが示された。 

また、携帯電話を利用し始めたきっかけについて自由記述で回答を求めたところ、高齢者

世代で68名、若年者世代で68名の有効回答が得られた。高齢者世代では、｢仕事での必要性

から｣携帯電話を使い始めた人が24名、｢家族との連絡のため｣が16名、｢いつでも連絡が取れ

るように｣が10名、｢家族や知人からの勧め｣が10名、｢便利そう｣が5名、｢体調不良の際の連

絡用｣が3名と、携帯電話を使い始めるきっかけに多様な回答があがった。一方、若年者世代

では、｢友人が持ち始めたので欲しくなって｣携帯電話を使い始めた人が39名と半数以上を占

め、そのほかに｢親に持たされた｣が25名、｢家族が購入したついでに｣が4名という回答が、

携帯電話を使い始めるきっかけとしてあがっていた。また、友人の影響で携帯電話を使い始

めたという若年者のおよそ半数である19名は、高校や大学入学などの節目に親からのプレゼ

ントで持ち始めたと回答している。さらに、「親に持たされた」と回答した若年者のうち、

20名は「部活や塾で帰宅時間が遅くなるために、その連絡用」、2名が「ニュースなどの事件

の影響」と回答している。 

 

 

 2.3.2. 考察 

 

質問紙調査の結果、高齢者世代において携帯電話の様々な機能をほとんど使っていないこ

と、さらにそれらの機能の存在を知らないなどの携帯電話に対する知識や情報が不足してい

ることが示された。また、若年者は普段使わない機能に関する操作も「できる」という回答

が多かったが、高齢者については「日常的に使うかどうか」と「その機能の操作ができるか

どうか」の能力との関連が高いことが見いだされ、携帯電話の機能をほとんど使っていない

ことに加えて活用能力、すなわち携帯電話リテラシーが総じて低いことが予想された。さら

にその自己評価として、携帯電話を使いこなしているかどうかを尋ねた設問の回答結果を見

ると、高齢者世代は「あまり使いこなせていない」「ほとんど使いこなせていない」という

回答が多く、その能力と自己評価にはさほど大きな差はないことがうかがえる。 

なお、高齢者世代が若年者世代よりもよく利用している機能として「万歩計」がある。こ

れは 1.3.4.で紹介した高齢者向け携帯電話に搭載されている機能であり、高齢者向けの携帯

電話を利用していることの影響や健康への関心の高さが関係しているものであると考えら

れる。 

携帯電話リテラシーが世代によって差があることが示唆されたが、機器の操作に困った場

合の対処行動についてみてみると、両世代とも取扱説明書を読むことが多い。しかし、その

次に多い問題解決への対処行動は、高齢者世代は｢子どもに聞く｣、若年者世代は｢自分でい

じって何とかする｣で、高齢者世代において「自分でいじって何とかする」という回答はな
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かった。このような違いが生じた背景にどのような要因があるのか、それによって携帯電話

リテラシーとどのような関係があるのか、さらなる調査によって明らかにする必要がある。 

また、本節で分析したデータは質問票を用いた調査の結果であるが、その回答は高齢者世

代では若年者世代よりも無回答を含む無効回答率が高かった。若年者世代の回答は有効回答

率が高いことに加え、高齢者世代よりも自由記述への回答の情報量が多かった。このことか

ら、高齢者に対しては質問紙調査だけでなく、インタビューなどによって質的なデータを得

ることで情報を補う必要性があると考えられた。この高齢者世代における質問票への回答特

性のほかに、高齢者世代において携帯電話の利用経歴や利用経験が個々人ごとに大きく異な

る点からも、その実態を詳細に把握するには質問紙調査のみでは不十分であると考えられる。

例えば、図 2-7 に表される携帯電話の利用歴についてみてみると、若年者世代と比較して高

齢者世代の携帯電話の利用歴の長さの違いさまざまで、またその背景となる利用契機につい

ての自由記述の回答の結果も多様であった。この点を考慮すると、高齢者世代においては特

に携帯電話の利用経歴や利用経験が他世代よりも複雑かつ多様であることが考えられ、質問

紙調査のみではその把握が難しいといえる。このように、高齢者世代における携帯電話の利

用の多様な側面を明らかにするためには、インタビューによって質的な情報を得る必要性が

高い。 
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2.4. 高齢者における携帯電話リテラシーの地域差 

 

 2.4.1. 調査結果の分析 

 

(a) 携帯電話の多機能性について 

 際に提供されている携帯電話の機能のうち、例にあげた 31 種類の機能を知っているかど

うか、および各機能の利用頻度についての回答を居住地域ごとに集計したものを図 2-8、図

2-9 にそれぞれ示す。 

 

図 2-8 携帯電話の知っている機能(居住地域による比較) 
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図 2-8 図 2-9 に示したとおり、居住地域によって、知っている携帯電話の機能、およびそ

の利用頻度の回答に違いが見られた。この傾向を確認するために、χ2 乗検定を行った結果、

首都圏の高齢者の方が地方中小都市の高齢者に比べて多くの機能を知っていることが示さ

れた。具体的には、表 2-7 に示したとおり、テレビ電話、ウェブサイト閲覧、ナビゲーショ

ン、交通情報の機能はいずれも 1%水準で有意に、国際電話、メール、デコレーションメー

ル、ダウンロード、テレビ、ゲーム、音声メモ、テキストメモ、スケジュール管理、電卓、

電子マネーの機能は、5%水準で有意に地方中小都市よりも首都圏の高齢者に知られていた。 

また、メール機能のみが、5%水準で有意に首都圏在住の高齢者が地方中小都市の高齢者

に比べて使用頻度が高かった。このメール機能の使用頻度について残差分析を行ったところ、

 

図 2-9 携帯電話の各機能の使用頻度(居住地域による比較) 
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首都圏と比較して地方中小都市の高齢者は、1%水準で有意に｢まったく使わない｣という回

答が多かった。一方で、首都圏の高齢者は地方中小都市の高齢者と比べて、5%水準で有意

に｢毎日使用する｣という回答が多かった。 

携帯電話が多機能化していることについては、自由回答で求めたところ、首都圏では 42

名の有効回答が得られた。そのうち、18 名が「多くの機能は必要ない」、9 名が｢多くの機能

があっても使いこなせない｣、4 名が｢複雑すぎてよくわからない｣と否定的な回答をした。

一方で、11 名は｢良いことである｣と肯定的な回答をした。 

 他方、地方中小都市では 12 名の有効回答が得られ、そのうち 4 名が「多くの機能は必要

ない」、3 名が｢多くの機能があっても使いこなせない｣と否定的な回答をした。一方で、4

名は｢便利である｣と肯定的な回答をし、1 名は｢便利ではあるが操作がわからない｣と中立の

回答をした。 

 

 

表 2-7 携帯電話の各機能の把握および利用頻度に関するχ2 検定の結果 2 
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(b) メール機能と通話機能の各種操作について 

例に挙げた携帯電話のメール機能と通話機能に関係する 11 の操作が行えるか否かの問い

に対する回答を居住地域ごとに集計したものを図 2-10 に、各操作を普段行うか否かの問い

に対する回答を居住地域ごとに集計したものを図 2-11 れぞれ示す。図に示されたとおり、

首都圏と地方中小都市では、携帯電話の各操作ができるか、および日常的に行っているかに

違いが見られた。 

この傾向を確認するため、χ2 乗検定を行った(表 2-8)。その結果、メール機能の各操作の

うち、｢アドレスをアドレス帳に登録する｣、｢絵文字を使ってメールを作成する｣、｢送られ

てきたメールに返信する｣、｢アドレス帳を使ってメールを返信する｣の 4 つの操作は、1%水

準で有意に首都圏の高齢者の方が地方中小都市の高齢者に比べてできる割合が高かった。 

また、｢メールを他人に転送する｣の操作は、5%水準で有意に首都圏の高齢者の方が地方

中小都市の高齢者に比べてできる割合が高いことが示された。 

 

図 2-10 携帯電話の各操作が行えるか(居住地域による比較) 
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図 2-11 携帯電話の各操作を普段行うか(居住地域による比較) 

 

表 2-8 携帯電話のメール・通話機能の操作に関するχ2 検定の結果 2 
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同様に、通話機能の各操作のうち、｢着信や発信履歴から番号を登録する｣、｢アドレス帳

を使って電話をかける｣の 2 つの操作は、5%水準で有意に首都圏の高齢者の方が地方中小都

市の高齢者に比べてできる割合が高いことが示された。 

さらに、メール機能の各操作のうち、｢アドレス帳を使ってメールを返信する｣操作は、1%

水準で有意に首都圏の高齢者の方が地方中小都市の高齢者に比べて普段行う割合が高かっ

た。また、｢アドレスをアドレス帳に登録する｣、｢絵文字を使ってメールを作成する｣、｢送

られてきたメールに返信する｣の 3 つの操作は、5%水準で有意に首都圏の高齢者の方が地方

中小都市の高齢者に比べて普段行う割合が高いことが示された。 

同様に、通話機能の各操作のうち、｢着信や発信履歴から番号を登録する｣操作は、5%水

準で有意に首都圏の高齢者の方が地方中小都市の高齢者に比べて普段行う割合が高いこと

が示された。 

 

(c) 携帯電話のユーザビリティについて 

携帯電話を自分でどの程度使いこなしていると思うかの回答を集計したものを、図 2-12

に示した。図を見ると、首都圏と地方中小都市の回答には差がありそうだったが、χ2 検定

をしたところ、統計的には有意な差は見られなかった(χ2=3.219, df=3, n.s.)。 

また、携帯電話の操作がわからない時の対処法について自由記述で回答を求めたところ、

首都圏では 44 名、地方中小都市では 20 名の有効回答が得られた。その回答のその回答をま

とめたものを状態遷移図に示した(図 2-13)。行動それぞれに両市間で大きな違いはなかった

が、首都圏では｢説明書を読む｣の回答が 12 名と最も多く、地方中小都市では｢家族・知人に

聞く｣の回答が 9 名と最も多かった。しかし、地方中小都市でも｢説明書を読む｣の回答は 5

名と多い。 

 

 

図 2-12 携帯電話を使いこなしているか(居住地域による比較) 
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違いが見られるのは、｢家族に聞いてわからなかったら説明書を読む｣、｢説明書を読んでわ

からなかったら家族に聞く｣、｢説明書を読んでわからなかったらお店に聞きに行く｣などの

複数対処を試みる回答が首都圏では多かった。 

 

(d) 携帯電話の利用経歴について 

携帯電話を何年間使っているかの回答を集計したものを図2-14に示した。図を見ると、首

都圏と地方中小都市の回答には差がありそうだったが、χ2検定をしたところ、統計的には有

意な差は見られなかった(χ2=2.050, df=4, n.s.)。 

 

図 2-13 携帯電話の操作に困った場合の対処方法(居住地域による比較) 

 

 

 

図 2-14 携帯電話の利用歴(居住地域による比較) 
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また、携帯電話を利用し始めたきっかけについて自由記述で回答を求めたところ、首都圏

で49名、地方中小都市で19名の有効回答が得られた。首都圏では、｢仕事での必要性から｣

携帯電話を使い始めた高齢者が14名、｢家族との連絡のため｣が10名、｢いつでも連絡が取れ

るように｣が10名、｢家族や知人からの勧め｣が7名、｢便利そう｣が5名、｢体調不良の際の連絡

用｣が3名と、携帯電話を使い始めるきっかけに多様な回答があがった。一方、地方中小都市

では、｢仕事での必要性から｣携帯電話を使い始めた高齢者が10名、｢家族との連絡のため｣

が6名、｢家族や知人からの勧め｣が3名という回答が、携帯電話を使い始めるきっかけとして

あがった。 

 

 

 2.4.2. 考察 

 

2.3.では、携帯電話リテラシーについて世代による違いを分析したが、本節では、高齢者

世代に焦点を当て、彼らの居住している地域の特性の違いによってその携帯電話リテラシー

がどのように異なるのかを分析した。 

携帯電話を使いこなしているかどうかというリテラシーの自己評価については、首都圏と

地方中小都市で差は見られなかった。しかし、自己評価ではなく実際の知識や行動に関して

は、首都圏の方が高い水準にあることが、次の3つの結果から推測できる。まず、携帯電話

の各機能を知っているかどうかという問いにおいて、知っている機能は首都圏の方が多数で

あったことである。次に、携帯電話の利用頻度の問いから、メール機能を、首都圏では｢毎

日｣利用する高齢者が多く、反対に地方中小都市では｢まったく使わない｣高齢者が多かった。

また、携帯電話のメール機能と通話機能の各操作ができるかどうかの問いでは、首都圏の高

齢者の方が地方中小都市と比較して｢できる｣という回答が多く実際に操作をしているかど

うかの問いからは、首都圏の高齢者の方が地方中小都市と比較して｢日常的に操作を行う｣

という回答が多かった。 

これらのことから、実際の知識や行動に関しては首都圏の高齢者の方が高い水準にあった

といえる。しかしながら、携帯電話を使いこなしているかについての自己評価の面で差が見

られなかったことは、両地域において使いこなしに関する目標水準に違いがあったと考えら

れる。すなわち、首都圏の高齢者は、既に高いリテラシーを持っているために、それ以上の

水準を目標としているが、その目標に対してはまだ十分な携帯電話リテラシーを持っていな

い状態であることが、両地域において自己評価に等質性が生じたのだろうと考えられる。ま

た、携帯電話の多機能化に関する問いの回答に関して、「多くの機能は必要ない」、｢多くの

機能があっても使いこなせない｣といった否定的な記述が両地域ともに多かったことは同じ

であるが、上述のような携帯電話リテラシーの違いを踏まえると、回答の実質的な内容や意

味、想定されている機能の数には両地域間に違いがあったと考えるべきだろう。 

さらに、両地域間における携帯電話リテラシーの水準の違いを示唆するもうひとつのデー
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タが、携帯電話の操作でわからないことがあった時の対処法を問う設問から得られた。図

2-13に示した遷移図にあるように、首都圏では複数の対処を行うこと(家族→説明書、説明

書→家族、説明書→店、など)が多い。また、首都圏の高齢者の回答に｢説明書を読んでもわ

からないことが多い｣ことを示唆する内容が多く含まれていた。実際に、説明書を読んで問

題解決を試みたが解決できなかった経験から、複数の対処を行うようになったことが推測で

きる。このように、複数の対処によって最終的に適切な情報を得ることで、首都圏の高齢者

は携帯電話リテラシーが高くなったと推測できる。この背景には、首都圏の首都圏では、家

族に携帯電話リテラシーが高い人が多く、また情報源となる店が豊富であることなどの地域

環境の特性が関係しているように思われる。 

利用のきっかけに関する設問では、仕事の必要性から携帯電話を利用しているという回答

が両地域ともに最多であったが、地方中小都市の方がその傾向が強かった。地方中小都市の

場合には職業が農業や漁業であることが多く、携帯電話以外の連絡手段がほとんどない環境

におかれることが多い。そのため、地方中小都市の高齢者は、卖なる連絡手段として携帯電

話を扱い、通話機能以外の機能をほとんど利用していない。これらの点には、地理的要因や

環境要因の差が関係しているように思われる。 

1.1.2.で指摘したように、一般に携帯電話の利用には地域差がないとされているが、携帯

電話リテラシーに関する地域格差が改めて確認された形となった。しかしながらその原因は、

携帯電話の利用年数に差がないことを考慮すると、卖純にインフラ整備状況の問題が影響し

ているだけではなく、携帯電話に対する必要性の違いと地域環境におけるコミュニケーショ

ン行動の形態の違い、および情報量の違いが関係しているように思われる。 

製造業においては、ユニバーサルデザインの観点から高齢者について配慮を行うことが必

要であるとの指摘が多いが、高齢者という存在を一様に扱うことは難しい。本研究では、高

齢者の携帯電話の利用に関して地域差の存在が確認された。現在、高齢者を主要市場と設定

して開発されている携帯電話はまだ尐数であるが、今後も増大していくであろう高齢者市場

を考えた場合、高齢者の中における多様性を的確に把握し、商品展開を進めていくことが必

要となるだろう。また、携帯電話の操作がわからなくなった場合に、多くの高齢者が｢取扱

説明書で調べる｣という行動により、問題解決を試みるものの、解決に至らない経験を持っ

ている。取扱説明書のこうした問題は、機能が複雑化した各種情報機器において存在してお

り、高齢者の66％は取扱説明書がわかりにくいと指摘する(坂本, 2002)、という報告もある。

複数の機能を持つ携帯電話においては、機器そのものの使いやすさやわかりやすさやの向上

に併せて、その取扱説明書のわかりやすさについても検討が必要だと考える。 

これらの違いが生じた背景として、携帯電話の操作に困った場合に、首都圏の高齢者が複

数の対処を試みて試行錯誤をした結果、実際の活用につながっているのか、あるいはそもそ

も彼らが地方中小都市の高齢者よりも携帯電話の活用への意欲が高かったため、利用時に問

題が生じた場合に試行錯誤することが多いのか、どのようなことが影響しているのかについ

ては疑問が残された。この点については、Contextual Inquiryを適用した半構造化面接法に基
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づくインタビュー調査によって、実利用環境を観察しながらその詳細を明らかにしていく必

要があると考えられた。 
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2.5. 2 章のまとめ 

 

本章では、ICT機器を代表する携帯電話について、その利活用における違いから携帯電話

リテラシーの分析を行った。携帯電話の利用に関する質問紙調査(調査①)の回答結果をもと

に、高齢者と若年者の世代間ではどのような違いがあるのか、また高齢者の中でも居住地域

によってどのような違いがあるのかについてそれぞれ分析し、高齢者における携帯電話の利

用実態の把握を試みた。それによって、次のことが明らかとなった。 

(1) 若年者世代と比較して、高齢者世代は携帯電話の機能をほとんど使っておらず、その

活用能力、すなわち携帯電話リテラシーが総じて低い。若年者世代は日常的に使わな

い機能でもその操作ができるが、高齢者世代は日常的に利用しているか否かがその操

作の能力と関係している。 

(2) 携帯電話の操作に困った場合の対処行動として、両世代において「取扱説明書を読む」

という共通性も見られたが、同時に高齢者には子どもに教えてもらう、若年者には自

力で何とかしようとする傾向が特徴的である。 

(3) 高齢者世代は若年者世代と比較して、携帯電話の利用経歴や利用契機が多様であるこ

とから、利用経験が個々に大きく異なり、携帯電話リテラシーのレベルにばらつきが

ある可能性が高い。 

(4) 高齢者世代では、地方中小都市在住者よりも首都圏在住者の方がメールの利用者が多

く、さらにその利用頻度が高いことから、携帯電話リテラシーが高いと考えられる。 

(5) 高齢者世代において携帯電話の利用経歴および活用に対する自己評価には居住地域に

よる差がないが、実際の利用の仕方や活用度合いが異なり、携帯電話の利活用への目

標水準が違うことが考えられる。 

(6) 携帯電話の操作に困った場合に、首都圏に在住している高齢者は地方中小都市の高齢

者と比較して、例えば｢説明書を読んでわからなかったら家族に聞く｣など、問題に対

して複数対処を試みる傾向があり、それが携帯電話リテラシーを高めている可能性が

ある。 

これらの結果から、高齢者が携帯電話などの新しいICT機器やシステムを保有および利用

していても、それを実際に利活用できるかどうかには差があり、地方中小都市においては利

用をしていても活用までには至っていないことが分かった。しかしながら、高齢者世代にお

ける携帯電話の利用経歴が多様であることに加えて、高齢者世代の質問票に対する有効回答

率の低さや自由記述情報の尐なさから、どのような要因から携帯電話利用における格差が生

じているのかを質問紙調査によって把握することは難しかった。そのため、後続する3章で

は、Contextual Inquiryを適用した半構造化面接法に基づくインタビュー調査を行い、高齢者

における携帯電話の利活用に影響する要因について検討する。  
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3章. 携帯電話リテラシーに違いを与える要因の分析 

 

 

 

 

3.1. 本章の目的  

 

 3.1.1. 目的 

 

本章では、携帯電話リテラシーに違いを与える要因を分析することで、高齢者の生活に適

合した携帯電話をはじめとしたICT機器の利活用に関する格差の問題の解決策を検討する

ことを目的とする。そのために、首都圏と地方中小都市に在住の高齢者および若年者を対象

として、携帯電話やパソコンなどのICT機器の利活用の実態のみならず、価値観やQOL 

(Quality of Life)、生活環境、生活状況などの特性を定性的研究アプローチによって把握する。

得られたデータに基づき、携帯電話の利活用の実態とそれらの特性の関連を分析し、携帯電

話の利活用における格差を生んでいる要因について検討する。 

 

 

 3.1.2. 方法 

 

2章において明らかとなった携帯電話の利活用とそのリテラシーに関する地域間および世

代間の格差が、どのような要因から生じているのかを把握するために、インタビュー調査を

行った。調査は、首都圏と地方中小都市に在住の高齢者および若年者を対象とし、Contextual 

Inquiry (Beyer & Holtzblatt, 1997)を適用した半構造化面接法に基づき実施した。その結果は、

木下(2003)による修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ(M-GTA: modified grounded 

theory approach)によって分析し、携帯電話リテラシーや携帯電話をはじめとするICTの利活

用への意欲に関わる要因、およびそれを阻害している要因を抽出した。なお、調査手法およ

び分析手法の詳細については各項で述べる。 
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3.2. 調査②：携帯電話等 ICT の利用に関するインタビュー調査 

 

 3.2.1. 調査の目的 

 

本調査では、ICTの利活用における格差の要因を把握することを目的とする。そのために、

首都圏と地方中小都市に在住している高齢者および若年者を対象として、携帯電話などの

ICT機器の利用実態に加えて、価値観やQOL、生活実態などの特性についても把握する。さ

らに、それらの特性とICTの利活用の実態との関連について携帯電話リテラシーに焦点をあ

てて分析し、携帯電話をはじめとするICTの利活用に影響する要因を把握する。 

 

 

 3.2.2. リサーチクエスションの設定 

  

図3-1は、本章で調査・分析の対象とする内容とそのアプローチの方法についてまとめた

ものである。2章では、高齢者の携帯電話の実利用とそのリテラシーについて調査分析し、

 

図 3-1 インタビューによって調査する内容 
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特に高齢者世代での実利用状況とそのリテラシーの関連、および利用経歴の長さや利用契機

の多様性を確認した。高齢者においては利用経歴の長さなどには居住地域による差がなかっ

たが、携帯電話に対する知識やメールの利用の頻度などに差があることが明らかとなったこ

とから、世代や居住地域などの違いが卖純にこれらの利活用の違いに影響しているわけでは

ないと思われた。これらの要因について、たとえば、居住している地域によって日常生活に

おけるコミュニケーションに携帯電話を利用する必要性が異なっていたり、地域コミュニテ

ィの形態の違いから、携帯電話を用いてコミュニケーションを行う相手との関係性、すなわ

ち社会関係の広さと深さが異なっていたりすることなどが考えられる。また、それぞれの世

代によって指向性や価値観が違う可能性や、それによって携帯電話やそのほかのICT機器に

対するイメージや受容が異なり、それらが携帯電話やICTの利活用、およびコミュニケーシ

ョン行動に影響していることなども考えられる。さらに、携帯電話を実際に利用することで

利便性やQOLの向上などが得られ、それらの実利用経験がさらなる活用に影響している可

能性も考えられる。そのため、携帯電話の利活用とそのリテラシーに違いを与える要因につ

いて考える際に、携帯電話とそのほかのICT機器の利用実態の把握に加えて、価値観や生活

環境・状況などのユーザ特性とそのQOLなどについても広く把握しておく必要がある。ま

た、携帯電話の非ユーザについても同様の内容を把握したうえで、携帯電話を利用しない理

由について調査する必要性がある。 

このことから、本章での調査では図3-1に示したように、価値観については酒井ら(1998)

の「価値指向性尺度」を用いて、QOLについては田崎ら(1997)の「WHO QOL-26(短縮版)」

と古谷野(1983)の「生活満足度K」、およびLawton(1975)の「Philadelphia Geriatric Center Morale 

Scale」を前田ら(1979)が日本語訳した「改訂版PGCモラール・スケール」を組み合わせたも

のを用いて測定した。生活環境・状況に関しては、居住地域や年齢以外にも、これまでの生

育環境や教育歴などのライフヒストリーも加えて把握したが、その手法として、Contextual 

Inquiryを適用した半構造化面接を用いた。また、コミュニケーション場面において、どのよ

うに携帯電話やそのほかのICT機器を利活用しているのか、あるいはしていないのかについ

ても同様の手法で把握した。 

なお、調査において価値観やQOLに関する心理尺度を用いたが、本章ではそれぞれの質

問内容についての定量的な分析は行わず、それぞれの質問において生じた発話やそこから派

生した携帯電話をはじめとするICT機器の利用に関するさまざまな発話を分析の対象とし

た。 

 

 

 

 

 

 



60 

 

 3.2.3. 調査方法 

 

(a) インフォーマント 

インフォーマントは、首都圏在住と地方中小都市在住の20代および60-70代の男女36名で、

その構成は表3-1のとおりである。なお、表3-1中、*印のついている4名は携帯電話の非保有

者(したがって非利用者)であったが、そのほかの32名は携帯電話を所有し利用していた。 

 

(b) 調査時期 

調査を行った時期は、インフォーマントの居住地域および世代によって異なり(表3-1)、次

のとおりであった。首都圏に在住の20代男女8名には2009年の9月に(調査②-1)、首都圏に在

住の60代・70代男女12名(携帯電話保有者8名と非保有者4名)には2009年7月および8月に(調査

②-2)調査を実施した。また、2009 年9月に地方中小都市に在住の20代男女8名には2009年の

3月に(調査②-3)、地方中小都市に在住の60代・70代男女8名には2008年11月に(調査②-4)、そ

れぞれ調査を行った。 

 

(c) 調査の実施場所と所要時間 

日常生活に近い環境を見せていただく必要性や、インフォーマントの緊張感や疲労を軽減

するために、基本的には訪問調査の形式をとった。なお、同居家族がいる場合には、同居家

族の了承が得られていることを調査に参加協力していただく条件とした。なお、インタビュ

ーに費やした時間は、20代の若年者は2時間(表3-1の調査②-1と調査②-3)、60代・70代の高

年齢者は4時間(表3-1の調査②-2と調査②-4)であった。いずれも、インフォーマントの疲労

軽減のために、適宜休憩を挟みながら行った。また、1回の最大時間は2時間とした。したが

表 3-1 インフォーマントの構成 

 

＜調査②-1＞  ＜調査②-2＞  ＜調査②-3＞  ＜調査②-4＞ 
 

※*印のカッコ内の数字は携帯電話非保有者 
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って、60代・70代の高齢者の場合には、2回に分けて(別の日に)調査を行った。 

 

(d) 設問内容と手順 

インタビュー調査の内容について記す。質問の大まかな順序は質問番号のとおりであるが、

半構造化面接の手法を用いたため、会話の流れに沿って質問の順番と内容を適宜変更しなが

ら行った。インタビューに用いた資料を付録-2に添付した。また、インフォーマントの緊張・

不安の軽減やラポール形成のために、最初にこれまでのご自身の人生や生活などについてお

話を伺った(質問0とする)。 

インタビュー調査の内容は、20代の若年者と60代・70代の高齢者とは基本的にすべて同じ

であったが、心理尺度を用いた項目(後述の質問1、質問5にあたる)の回答方法は世代によっ

て変更した。心理尺度を用いた項目は、若年者には事前にWeb入力か質問紙への記入をお願

いしておき、インタビュー当日の質問0の後に回答漏れがないかなどを確認し、感想を伺っ

た。高齢者に対しては、当日のインタビューの中で、口頭で回答していただいた。この際、

インフォーマントにかかる負担を軽減することと、各項目の解釈と回答を確実なものとする

ために、全項目をこちらが読み上げ、インフォーマントには口頭で回答を述べていただき、

インタビュアーが確認しながら質問紙に記入した。 

 

【質問0】： ご本人について。主な内容は、ライヒヒストリー、社会関係(家族構成、親戚・

交友関係など)、趣味、教育や仕事の経歴、携帯電話やそのほかのICT機器の

利用経歴の概要、普段の日や休日の過ごし方、など。 

【質問1】： 価値観について。Spranger の考え方を参考にした価値指向性尺度(酒井ら, 

1998)を使用した。この心理尺度は全72 項目で構成されており、理論、経済、

美、宗教、社会、権力の6つの普遍的価値観の指向性を測るものである。表3-2

および表3-3に下位尺度および逆転項目を記す。各項目に対して、自身の考え

にどの程度当てはまるかを等間隔の5 段階(よくあてはまる、ややあてはまる、

どちらでもない、あまりあてはまらない、まったくあてはまらない)で評価し

てもらった。また、72項目の評価終了後に(若年者はWebで入力か質問紙に記

入していただいたものを確認した後に)、6つの指向性について説明し、(1) 自

身に最もあてはまるのはどれか、(2) 6つそれぞれを独立のものとして100点満

点で評価すると現時点ではそれぞれ何点になるか、(3) 過去を振り返って変化

があったと感じる指向性はあるか、(4) 変化があったものはどんな時にどう変

わったのか、などを追加して尋ねた。 

【質問2】： 表3-4にリストアップした27 項目について、それぞれのICT機器や関連メディ

アの保有の有無、および利用の頻度を尋ねた。リストアップしたICT機器や関

連メディアはパソコンや携帯電話などのICT機器を中心として、情報を取得・

伝達する際に利用するだろうと考えられる他の機器や関連メディアも含めた。 
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表 3-2 価値志向性尺度の下位尺度 (1～36 項目／全 72 項目) 
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表 3-3 価値志向性尺度の下位尺度 (37～72 項目／全 72 項目) 
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【質問3】： あらかじめ想定したAとBの各場面において用いる手段について尋ねた。表3-5

に示したとおり、場面Aは何かを調べる・知るなど、情報を取得する場面、場

面Bは誰かに何かを伝えるなど、人に情報を伝達する場面で、それぞれ6場面

ずつ想定した。また、想定した各場面が日常的にどの程度の頻度あるかにつ

いても併せて尋ねた。 

【質問4】： 情報の探索および伝達場面における価値基準について尋ねた。上記の場面Aお

よび場面B の12場面において、用いる手段や行動の理由、および重視するこ

とについて尋ねた。基本的には自身の言葉での回答を求めたが、情報の探索

および伝達場面において重視することのリストを用意しておいた(表3-6)。 

【質問5】： 生活の質に対する満足感について尋ねた。QOLに関わるWHOQOL-26(短縮

版)(田崎ら, 1997)と生活満足度尺度K(古谷野, 1983)、改訂PGCモラール・スケ

ール(Lawton, 1975；前田・浅野・谷口, 1979)の尺度を組み合わせ、全38項目に

した。表3-7に使用した38項目の出典尺度名と下位尺度、および逆転項目を示

す。WHOQOL-26は世界保健機関(WHO)から生活の質の国際的、定量的比較が

表 3-4 ICT 機器および関連メディア 
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可能なツールとして公開されたものの日本語訳で、26項目から構成される。

下位尺度は、身体的領域と心理的領域、社会的関係、環境の4つの満足感につ

いて、および人生についての全体的評価からなる。生活満足度K は、楽天的・

肯定的な気分、人生全体についての満足度、老いについての評価の3つの因子

からなり、全9項目で構成される。また、改訂PGCモラール・スケールは全17

項目で構成されるが、そのうちの下位項目「老いの受容」の5項目のみを加え

た(うち2つは生活満足度尺度Kの下位項目｢老いについての評価｣と同じ)。これ

らの項目に対して、自身の考えや思いにどの程度あてはまるかを5 段階(よく

あてはまる、ややあてはまる、わからない、あまりあてはまらない、まった

くあてはまらない)で評価していただいた。 

表 3-6 情報の探索および伝達をする各場面 

 

表 3-5 情報の探索および伝達場面において重視すること 
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表 3-7 QOL 尺度の下位尺度 
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【質問6】： 調査協力者がよく使っている製品2点(携帯電話やパソコン、家電製品など)を

あげていただき、その購入時期、利用頻度、購入時に製品情報を入手した手

段、購入に至るまでの経緯、購入時に重視したことなどを尋ねた。購入時に

重視したことについては、基本的には自身の言葉での回答を求めたが、製品

購入時に重視することとして考えられることをリストにして用意しておいた

(表3-8)。 

 

 

 3.2.4. 調査結果 

 

 今回の調査に協力してくださったインフォーマントの方々のプロフィルを、調査ごと(居

住地・世代別)に要約したものを、付録-3 に載せた。項目は、年齢、性別、職業、趣味、同

居家族、社会関係、携帯電話利用、パソコン利用、質問紙調査の結果、および特記事項であ

る。なお、付録-3 での記述内容は、インタビュー調査を録音した音声データを書き起こし

た逐語データに基づくものだが、後述の修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチの手

順を踏んだものではない。 

 また、インフォーマントの属性と職業・趣味についてまとめたものを表 3-9 に、家族構成

と日常的に交流のある社会関係をまとめたものを表 3-10 に、携帯電話やパソコン、固定電

話の保有の有無と利用頻度をまとめたものを表 3-11 にそれぞれ示す。 

なお、インフォーマントの番号(No.)を「YC1」「SC1」「YR1」「SR1」のように区別したが、

アルファベットの Y は若年者、S は高齢者、C は首都圏在住者、R は地方中小都市在住者を

意味する。 

 

 

 

表 3-8 製品購入時に重視すること 
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表 3-9 インフォーマントの属性と職業・趣味 

 

前職欄の○の中の数字は辞めてからの年数。 
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表 3-10 インフォーマントの家族構成と社会関係 

 

 家族について：○の中の数字はその人数を表し、特に記載がない個所は「1 人」の意。 
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表 3-11 携帯電話等コミュニケーション機器の保有と利用頻度 

 
◎毎日、○週数回、△月数回、□年数回、×利用していない、－ 保有していない  

（○）は仕事での利用のみ。 
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3.3. 分析方法 

 

前節「3.2. 調査②：携帯電話等 ICT 機器の利用に関するインタビュー調査」で得られた

データを用いて、続く 3.4.および 3.5.では、携帯電話リテラシーと携帯電話の利活用への意

欲が実際の携帯電話の利活用にどのように影響しているのかを分析した。本節では、その分

析方法とその手続きについて述べる。 

 

 

 3.3.1. 修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチによる分析 

 

データは、木下(1999, 2003)による修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ(Modified 

Grounded Theory Approach：以下、M-GTA と略す)に基づき分析した。オリジナルのグラウ

ンデッド・セオリー・アプローチ(Grounded Theory Approach：以下 GTA と略す)は、1967 年

にGlaser と Straussによって考案された継続的比較分析法による定性的データ解析法の一つ

である。GTA は、データに根ざした(grounded)分析によって独自の説明概念を作り、それら

を統合的に構成し、説明力に優れた理論(仮説といったほうが適切ではある)の生成を目指す

技法で、ある限定された領域内で起こる現象のプロセスをとらえるのに適している(木下, 

2003)。そのため、現場のデータから文脈に密着した分析と理論化が求められる医療や看護、

福祉、教育などの領域で用いられることが多い。この GTA には、複数の異なる手法が産み

出されているが、M-GTA は GTA の基本特性を継承しつつ、コーディング方法や研究者のス

タンス等をより明確化し分析手順を分かりやすくすることを目的として開発された手法で

ある。 

オリジナルの GTA がフィールドワーク型調査を前提に考案されているのに対し、M-GTA 

は面接(インタビュー)型調査を前提に考案されている点で大きく異なる。具体的には、オリ

ジナルの GTA では、データの切片化を行い、それぞれにコードをつけカテゴリ化を試みる

が、このデータの切片化が研究対象の理解を限界づけてしまう(Conrad, 1990)という批判か

ら、M-GTA では、データの切片化は行わない。代わりに、概念やカテゴリを生成するまで

の分析プロセスで、分析ワークシートを作成する点が M-GTA の特徴である (木下, 2003; 西

條, 2007)。また、オリジナルの GTA が定性的データを使いながらも定量的な方法で分析す

るのに対し、M-GTA はデータを文脈のなかで検討するため、そこに反映されている人間の

認識や行為、およびそれに関わる要因や条件などを検討していくのに適した研究手法である

(木下, 2007)。 

これらのことから、インタビュー調査のデータから携帯電話の利活用とそのリテラシーに

影響する要因について検討するにあたり、M-GTA による分析を行うことが適していると判
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断した。 

 

 

 3.3.2. 分析手続き 

 

木下(1999, 2003)による M-GTA による分析のおおまかな手順は、次のとおりである。 

1：まず、発話のプロトコルデータから対象となる発話の意味を解釈し、いくつかの概念を

生成する。 

2：次に、生成した概念および概念の定義ごとに分析ワークシートを作成し、概念を説明す

る具体例を分析ワークシートに記入していく。データ分析を進める途中においても、さ

らに新たな概念を生成するとともに分析ワークシートを作成していき、具体例の記入作

業を繰り返す。分析を進めた結果として、具体例が豊富にでてこなかった概念について

は、有効でないと判断する。また、各概念は、類似例の確認に加えて対極例についても

データを比較し、解釈が偏ってしまう危険を防ぐ。 

3：さらに、複数の概念間の関係を解釈的にまとめてカテゴリ化を行う。カテゴリ相互の関

係とその概要を簡潔に文章化し、最終的にはカテゴリ関連図を提示する。 

 

M-GTA および GTA では、複数の概念を束ねた上位概念をカテゴリといい、カテゴリ関

連図の提示を行うが、このカテゴリ関連図が M-GTA および GTA におけるいちおうの終着

点といえる。この最後のカテゴリ関連図について、戈木(2008)は次のように述べている。 

 

いったんカテゴリを把握したら、カテゴリ同士の関係を検討するなかで、現象が

このデータとは異なるプロセスをたどる場合には何が生じるのかまでを推測して、今

後のデータ収集につなげようとします。 

それが正しいかどうかは今後収集データによって確認するわけですが、カテゴリ

関連図を元にした推測をおこなうことで今後のデータ収集の方向を定め、効率よくプ

ロセスの多様性を把握することができます。 

[戈木, 2008, P.98] 

 

次に、これらの M-GTA による分析手順に沿って、実際に本研究で行った分析の手順を説

明していく。この分析には、定性データ分析補助ソフト MAXQDA10 (VERBI Gmbh 2010)を

用いた。定性データ分析用のソフトウェアは、従来は紙のノートやのカードで行ってきた作

業をコンピュータに移し替えたもので、その代表的なものがMAXQDAである(佐藤, 2006)。

MAXQDA には主に次の 4 つの機能があり、それに対応する画面構成をもっている(図 3-2)。

4 つの機能とは、複数のテキストデータの管理、テキストデータに対する編集およびコーデ

ィング、概念同士の関係に対応した分析モデルの構築、特定のコードに対応する具体例の検
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索および抽出である。テキストデータを複数のグループに分けて管理し、その管理されたテ

キストを選別およびコード化する作業を行っていくが、このコード化の作業が M-GTA の分

析ワークシートの具体例の収集作業にあたり、この作業効率が MAXQDA を用いることで向

上する(佐藤, 2008)。また、MAXQDA を用いると、コード間の関係を階層構造として把握し、

類似したものをグルーピングすることが容易となり、M-GTA における概念の関係の整理お

よびカテゴリ化が行いやすくなる。 

なお、MAXQDA における「コード」が M-GTA の「概念」に対応し、「コーディング」が

概念と具体例の対応付け、すなわち「分析ワークシートの作成」にあたる作業となる。 

 

  

 

図 3-2 MAQDA 画面と作業 
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3.4. 分析結果：高齢者の携帯電話リテラシーに影響する要因 

 

 

 3.4.1. 分析対象データ 

 

インタビュー調査で得られた発話の音声データをそのまま書き起こして逐語データを作

成し、そのテキストデータを分析に用いた。高齢者のテキストデータの量は、文字数(スペ

ース含めず)で 1 人につき 38822 文字～71054 文字、平均 59850 文字で、A4 紙で 1 人平均 72

ページとなった。 

 

 3.4.2. 分析手順 

 

3.3.2.および 3.3.3.の分析手続に沿って、以下の手順 1～5 で概念の生成と抽出、カテゴリ

の生成を行った。なお、概念および最終概念、カテゴリにつけられているアルファベットは、

M-GTA の分析過程でつけたものではなく、本稿の執筆時に便宜的につけたものである。 

手順 1：高齢者のインタビュー調査(表 3-1 における②-2 の 12 名と、②-4 の 8 名)から 1 名ず

つインフォーマントを抽出し、首都圏在住者と地方中小都市在住者各 1 名の計 2

名のインフォーマントの逐語データをもとに、インフォーマントの特性を携帯電

話の利用に関する発言に着目して、概念(コード)の生成を行った。 

手順 2 : 先ほどの 2 名の逐語データから、概念の具体例を探し出し収集(コーディング)した。

2 人の中で類似した具体例があまり見いだされない場合は、その概念は有効ではな

いと判断し、概念の修正・統合を加えた。 

手順 3：手順 1 で利用したインフォーマント以外のデータ(②-2 の残り 11 名と、②-4 の残り

7 名)についても、同様の手順で概念を生成するとともに、具体例を収集し、概念

名と定義の見直しを行った。 

手順 4：ここまでに生成した概念について、類似性や対極性を考慮し、解釈が恣意的に偏る

ことを防止しながら精緻化を行った。手順 3 までで生成した概念は 49 個だが、そ

こから最終的には 21 個の概念を抽出した(表 3-12)。これらの最終概念の定義とそ

の具体例(発話)の一例を、表 3-13、表 3-14 および表 3-15 に示す。なお、表 3-13～

3-15 の 3 つの表の具体例(発話)内のかっこ( )は、筆者が加えた文脈からの意味的

な補足である。また、具体例の発話者となるインフォーマントの番号は、3.2.4.の

調査結果で用いたものと同じものを採用する。 

手順 5：手順 4 で抽出した最終概念の関係性を検討しながら、複数の概念の類似関係からな

るカテゴリを抽出・生成し、カテゴリ相互の関連性から分析結果をまとめ、最終
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的な概念関連図を作成した。この詳細は、それぞれ 3.4.3.および 3.4.4.にて述べる。 

表 3-12 生成概念と最終抽出概念(高齢者) 
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表 3-13 最終抽出概念の定義と具体例の一例(高齢者：1/3) 
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表 3-14 最終抽出概念の具体例の一例(高齢者：2/3) 
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 3.4.3. カテゴリの抽出と生成 

 

ここでは、3.4.1.でのM-GTAの分析手順5にあたるカテゴリの抽出・生成について述べる。

概念の関係性を検討する際に、現象の構造とプロセスを把握するための枠組みとして、戈木

(2006)の「状況」「行為／相互行為／相互作用」「帰結」という 3 つのパラダイムを参考にし

て、それぞれに当てはまる概念を分類し、カテゴリを生成した。分類したものを表 3-16 に

示した。 

分類手順 5 における作業手順は次のとおりである。まず最終抽出概念から「状況」に該当

するものを選定し、それぞれの「行為／相互行為／相互作用」と「帰結」に該当する概念を

選定し、次に＜1＞ 「状況」→＜2＞「 行為／相互行為／相互作用」→＜3＞「 帰結」とい

う流れを確認しながら、最終抽出概念の各概念の関係を分類した。その分類をもとに最終抽

出概念から A～H の 8 個のカテゴリを抽出・生成した(表 3-17)が、その際には概念の背景の

類似性や、概念間の関連性の対極性・共通性などを考慮し、カテゴリを生成した。表 3-18

はそカテゴリ生成過程の状態である。それについて、以下に記す。 

表 3-15 最終抽出概念の定義と具体例の一例(高齢者：3/3) 
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表 3-16 最終抽出概念の 3 パラダイムへの分類(高齢者) 
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たとえば、「1. コミュニケーションへの積極性」は、「2. 社会関係の広さ」や「3. 社会関

係の深さ」、「携帯電話の積極的な利活用」に影響を及ぼし、「2. 社会関係の広さ」は「8. 携

帯電話の利用に関する社会的サポートが得られる機会」に、「3. 社会関係の深さ」は「9. 携

帯電話の利用に関する社会的サポートの積極的利用」にそれぞれ影響を及ぼす。この「8. 携

帯電話の利用に関する社会的サポートが得られる機会」と「9. 携帯電話の利用に関する社

会的サポートの積極的利用」はそれぞれ、「10. 携帯電話に関連する情報収集能力」、「11. 携

帯電話に関する知識」、「12. 携帯電話の利用における問題解決能力」に結びつく。 

1.1.2.において論じたように、社会関係の広さや深さは社会関係のソーシャルネットワー

ク、すなわち個人が他者との間にどのような関係を結んでいるかという全体を測る尺度であ

る。社会関係が広いこと、あるいは深いことは社会関係が充実していることを意味し、社会

関係が限定的で狭いことや浅いことはその逆である。そこで、これらをまとめて「B. 社会

関係の充実」というカテゴリを生成した。 

また、社会関係が充実していることは、ソーシャルサポートを受ける機会やその受容につ

ながるが、携帯電話の利用に関して言及した場合には、携帯電話の利用において必要となる

情報や知識、問題解決のための能力が社会的なサポートを介して得られる機会が有るかどう

か、あるいはそのサポートの利用を受け入れるか否か、を意味している。 

これらのことから、最終概念 8.および 9.をまとめて「D. 携帯電話の利用における社会的

サポート」というカテゴリを生成した。この携帯電話利用における社会的サポートの機会や

その積極的利用によって得られるものは、最終概念 10.、11.および 12.、すなわち携帯電話 

表 3-17 最終抽出概念からまとめたカテゴリ(高齢者) 
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表 3-18 最終抽出概念の分類からカテゴリの抽出・生成(高齢者) 
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リテラシーということになる。 

これらの最終概念をまとめ、「E. 携帯電話リテラシー」というカテゴリとした。この携帯

電話リテラシーは、それを構成する最終概念の間で、携帯電話に関連する情報収集能力の高

低によって携帯電電話に関する知識の有無に影響し、さらにそれが利用時の問題への対処能

力の高低につながるという相互関係も存在している。 

また、「4. 経済的問題」と「5. 携帯電話の必要性」、「6. 老いへの意識」、「7. 仕事のリタ

イア」の 4 つの最終概念は、仕事からのリタイアによって経済的問題が生じ、仕事からのリ

タイアにともなって社会関係が縮小し、それによって携帯電話の必要性が低下する、といっ

たこととの間に相互関連がある。 

さらに、老いへの意識は、仕事からのリタイアや事業の縮小などに発展することもあり、

これら 4 つの概念は相互に関連している。これらの概念は、ライフイベントや加齢にともな

う生活の変化や意識の変化という点で共通している。そのため、これらの 4 つをまとめて「C: 

生活状況・意識の変化」というカテゴリを生成した。 

この生活状況や意識の変化は、コミュニケーションへの積極性や社会関係の広さ、「14. 携

帯電話の利活用に対するあきらめ感」に影響している。この携帯電話の利活用に対するあき

らめ感と対極的なのが「13. 携帯電話の積極的な利活用」で、その有無は「19. 携帯電話の

利用による利便性の実感」、「20. 携帯電話の利用による楽しさ・安心感の実感」、「21. 携帯

電話の利用によるわずらわしさ」から生じた結果である。この 13.と 14.をまとめて「F: 携

帯電話の利活用への意欲」というカテゴリとし、それを生じさせる 19. と 20.、 21.の 3 つ

をまとめて「H: 携帯電話の利用にともなう感性的経験」というカテゴリとした。この感性

的という表現は、ポジティブまたはネガティブな感情をともなうという意味で、H は携帯電

話の実利用経験によって生じるものである。 

また、携帯電話の実利用経験に含まれる利用頻度や利用経歴、すなわち「16.携帯電話の

利用頻度の高さ」や「17. 携帯電話の利用歴の長さ」、「18. 携帯電話の利用の継続」の 3 つ

をまとめたものを「G: 携帯電話の利用経験」というカテゴリとした。 

このカテゴリ G を受けての H、すなわち携帯電話の利用経験による感性的経験によって、

「15. 携帯電話への興味・関心」が高まったり低くなったりする。それがさらに、カテゴリ

H の携帯電話の利用の継続や利用頻度の高さに影響を与える。 

その結果として、カテゴリ E の携帯電話リテラシーに影響が及ぶ。この最終概念 15.の携

帯電話への興味・関心は携帯電話の利活用への意欲と密接につながるものであるため、カテ

ゴリ F に入れた。 

これらのカテゴリを抽出・生成する際に作成したカテゴリ関連図とその説明を、具体例(発

話)を用いながら次の 3.4.4.にて述べる。 
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 3.4.4. カテゴリ関連図 

 

前項のように最終概念からカテゴリを抽出・生成する段階で、カテゴリを相互に関連づけ、

カテゴリ関連図を構成した(図 3-3)。図示したように、抽出・生成された各カテゴリは相互

に複雑な関係にあり、１つのカテゴリが複数のカテゴリと影響し合っている。カテゴリは、

「携帯電話リテラシーに対して社会的環境要因となるもの」、「心理的な影響力を与えるも

の」、また「携帯電話の利活用によってもたらされるもの」に分類して、その配置を構成し

た。また、カテゴリ間を結ぶ矢印は、その方向によって影響を与える側と影響を受ける側と

いう影響関係を意味している。それぞれの矢印には、①～⑭の番号を振った。カテゴリ間の

矢印の影響関係について、その具体例(発話)を表 3-19 と表 3-20 にまとめた。 

これらのうち、「A: コミュニケーションへの積極性」および「F: 携帯電話活用への意欲」

の 2 つは、携帯電話リテラシーを向上させるうえで間接的あるいは直接的な影響力を与えて

いるが、その理由について以下に説明する。 

まず、コミュニケーションへの積極性であるが、今回の調査で主対象とした携帯電話の中

心的な利用目的はコミュニケーションである。このコミュニケーションという行動に対して 

 

図 3-3 カテゴリ関連図 1：高齢者の携帯電話リテラシーに影響する諸要因 
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表 3-19 カテゴリ間の影響関係の具体例(高齢者：1/2) 
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積極的な姿勢をもっているかどうかは、携帯電話を保有するかどうか、そしてそれを利活用

するかどうか、すなわち携帯電話の利活用への意欲ということに大きく影響し、実際の携帯

電話の利活用に直接関わってくる。また、コミュニケーションに対して積極的である場合に、

広くあるいは深い社会関係を構築できている可能性が高く、それが携帯電話の利用において

社会的なサポートを受ける機会があるかどうかという点や、そうした社会的サポートを受け

入れて積極的に利用するかどうかという姿勢にも影響する。それがさらに、携帯電話リテラ

シーの向上につながっていると考えられる。 

また、携帯電話の活用への意欲は携帯電話リテラシーの向上に直接的な影響を与えるだけ

だけでなく、携帯電話の利用の継続や利用頻度の高さにも影響し、それにともなう携帯電話

表 3-20 カテゴリ間の影響関係の具体例(高齢者：2/2) 
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の利用経験、および利用経験の中で慣れや学習によって携帯電話リテラシーを補強する、と

いう間接的な影響も与えている。 

さらに、携帯電話リテラシーに直接的な影響を与えるわけではないが、A と F の重要な

カテゴリ、すなわち「コミュニケーションへの積極性」と「携帯電話活用への意欲」とに影

響を与えているものが、利用経験によって得られた感情をともなう経験、つまりカテゴリ H

の「携帯電話の利用にともなう感性的経験」である。その他のカテゴリは、実際の利活用に

よってもたらされるもの、あるいは社会的要因や環境要因によるもの、として位置づけられ

る。 

このように、これらのカテゴリの間には複雑な相互関係あるが、これらについてまとめる

と、次のことがいえる。 

1. 携帯電話リテラシーを向上させるためには、その利活用への意欲が高いことや実際に

利用経験を積むことが必要である。 

2. また、社会的なサポートによって携帯電話の利用に際して問題対処がうまくなされる

と、携帯電話リテラシーの向上につながる。 

3. 携帯電話の利活用への意欲を高める要素として、コミュニケーション自体に積極的な姿

勢や、携帯電話の実利用によるポジティブな感性的経験をもっていることなどがある。 

4. 逆に、携帯電話の利活用への意欲を低下させる要素として、退職にともなう生活状況

の変化と携帯電話の必要性の低下、老いに対する自覚や意識の変化によるコミュニケ

ーションへの積極性の低下、携帯電話の実利用によって時間的自由を奪われると感じ

るなどのネガティブな感性的経験がある。 

5. ただし、退職にともなう生活状況の変化は携帯電話の必要性の低下を招くだけでなく、

それを肯定的に社会的な解放からみなすことができれば、自らコミュニケーションを

行っていく意識を持つようになり、そのコミュニケーションに携帯電話を積極的に利

活用するようになったり、自由に使える時間が増えることから携帯電話への興味が増

したりという形で、携帯電話の利活用への意欲が高まることもある。 

6. さらに、生活状況や意識の変化とコミュニケーションへの積極性は社会関係の充実の程

度に影響し、この社会関係の充実の程度が社会的なサポートの機会の有無やそれを受

け入れるかどうかにかかわる。 
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3.5. 分析結果：若年者の携帯電話リテラシーに影響する要因 

 

 

 3.5.1. 分析対象データ 

 

3.4.と同様に、インタビュー調査の逐語データを分析に用いた。若年者のテキストデータ

の量は、文字数(スペース含めず)で 1 人につき 21175 文字～37829 文字、平均 28832 文字で、

A4 紙で 1 人平均 40 ページとなった。3.2.3.の(c)で言及したように、高齢者と若年者では調

査の所要時間が異なるため、データ量も異なる。 

 

 

 3.5.2. 分析手順 

 

3.4.と同様に、次の手順(手順 1～手順 5)で概念の生成と抽出、カテゴリの生成を行った。 

手順 1：若年者のインタビュー調査(表 3-1 における②-1 の 8 名と、②-3 の 8 名)から 1 名ず

つインフォーマントを抽出し、首都圏在住者と地方中小都市在住者各 1 名の計 2

名のインフォーマントの逐語データから概念(コード)の生成を行った。 

手順 2：先の 2 名の逐語データから、概念の具体例を収集し、概念の修正・統合を行った。 

手順 3：手順 1 で利用したインフォーマント以外(②-1 の残り 7 名と、②-3 の残り 7 名)のデ

ータも同様に、概念の生成と具体例の収集を行いながら、概念名や定義を見直し

た。 

手順 4：概念の精緻化を行った。手順 3 までに生成した概念は 33 個だったが、そこから最

終的には 17 個の概念を抽出した(表 3-21)。これらの最終概念の定義とその具体例

(発話)の一例を、表 3-22 および表 3-23 に示す。 

手順 5：手順 4 で抽出した最終概念の関係性を検討しながら、カテゴリを抽出・生成し、カ

テゴリ相互の関係から分析結果をまとめ、概念関連図を作成した。カテゴリの抽

出方法とカテゴリ関連図については、それぞれ 3.5.3.および 3.5.5.にて述べる。 
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表 3-21 生成概念と最終抽出概念(若年者) 
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表 3-22 最終抽出概念の定義と具体例の一例(若年者：1/2) 
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 3.5.3. カテゴリの抽出と生成 

 

ここでは、M-GTA の分析手順 5 にあたるカテゴリの抽出・生成について述べる。3.4.3.

と同様に、戈木(2006)の「状況」「相互行為(作用)」「帰結」という 3 つのパラダイムを参考

に、概念の関係性を検討しながら概念を分類し(表 3-24)、7 個のカテゴリを抽出・生成した(表

3-25)。3.4.3.での表 3-17 および表 3-18 に示した高齢者のものも参考にして、カテゴリ 

表 3-23 最終抽出概念の具体例の一例(若年者：2/2) 
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表 3-24 最終抽出概念の 3 パラダイムへの分類(若年者) 
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を生成した。カテゴリのアルファベットは、3.4.3.の表 3-17 に示した高齢者のものと共通す

るものは同一のアルファベットを用いた。また、表 3-26 はそカテゴリ生成過程の状態であ

る。 

表 3-17 の「D:携帯電話の利用における社会的サポート」というカテゴリは、高齢者のみ

に該当し、その構成概念である「携帯電話の利用に関する社会的サポートが得られる機会」

と「携帯電話の利用に関する社会的サポートの積極的利用」についても若年者には存在して

いない。同様に、高齢者の「C：生活状況・意識の変化」のカテゴリを構成している 4 つの

概念のうち「老いへの意識」と「仕事のリタイア」も高齢者のみに該当し、若年者では高齢

者と共通する「経済的問題」と「携帯電話の必要性」のほかに「時間の有効利用への意識」

が存在している。これは若年者のみに該当する概念である。また、高齢者の「F：携帯電話

の利活用への意欲」のカテゴリを構成している 3 つの概念のうち「携帯電話の積極的な利活

用」と「携帯電話への興味・関心」は若年者にも共通に該当し、「携帯電話の利活用に対す

るあきらめ感」は高齢者のみに該当する概念である。 

これらのカテゴリを抽出・生成する際に作成したカテゴリ関連図とその説明を、具体例(発

話)を用いながら次の 3.4.3.にて述べる。 

表 3-25 最終抽出概念からまとめたカテゴリ(高齢者) 
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表 3-26 最終抽出概念の分類からカテゴリの抽出・生成(若年者) 
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 3.5.4. カテゴリ関連図 

 

3.4.3.および 3.4.4.のように、最終概念からカテゴリを抽出・生成しながら、カテゴリ関連

図を構成した(図 3-4)。3.4.4.に示した図 3-3 と同様に、各カテゴリは、「社会的側面」、「心理

的側面」、「携帯電話の利活用」に関するものに分類し、その配置を構成した。また、カテゴ

リ間の矢印は、その方向によって影響を与える側と影響を受ける側という影響関係を意味し

ている。カテゴリ間の矢印には①～⑫の番号を振り、その影響関係について、具体例(発話)

を表 3-27 にまとめた。 

これらのうち、「F: 携帯電話活用への意欲」と「G：携帯電話の利用経験」の 2 つは、若

年者の携帯電話リテラシーに直接影響し、特に携帯電話活用への意欲は重要である。この点

は高齢者の場合でも同様であった。高齢者と若年者の違いについては 3.6.で述べるが、若年

者の場合には社会関係から派生する社会的サポートが携帯電話リテラシーに影響すること

はなく、社会関係の中で得た情報が自身の携帯電話への興味や関心にマッチした場合に利用

が促されたり、携帯電話に関する知識となる傾向がある。これらのカテゴリの間には複雑な

相互関係あるが、これらについてまとめると、次のことがいえる。 

1. 若年者の携帯電話リテラシーを向上させるためには、その利活用への意欲が高くなる

ことや実際に利用経験を積むことが必要である。 

2. 携帯電話の利活用への意欲に影響する要素として、コミュニケーション自体に積極的な

姿勢や、携帯電話の実利用によるポジティブな感性的経験をもっていること、時間の

有効活用への意識などの生活状況や社会関係の充実などがある。 

 

図 3-4 カテゴリ関連図 2：若年者の携帯電話リテラシーに影響する諸要因 
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表 3-27 カテゴリ間の影響関係の具体例(若年者) 
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3.6. 9 考察：携帯電話リテラシーと利用特性パターン 

 

本節では、携帯電話リテラシーと利用特性パターンについて言及する。まず、3.6.1 では、

高齢者と若年者それぞれのインタビュー調査の分析結果を比較しながら、携帯電話利用にお

ける世代間の差異について検討する。続く 3.6.2 では、インタビュー調査の結果にもとづき、

携帯電話の利用特性について考察し、類似した携帯電話の利用特性をもつ人に共通する特徴

をまとめる。さらに 3.6.3 では、高齢者の携帯電話リテラシーに影響する諸要因を構成する

カテゴリを測定する質問項目を作成し、M-GTA を用いた分析結果の妥当性を検証する。 

 

 

 3.6.1. 携帯電話リテラシーの世代間比較 

 

ここでは、3.4.の図 3-3 に集約されている高齢者に関するインタビュー調査の分析結果と

3.5.の図 3-4 に集約されている若年者に関するインタビュー調査の分析結果とを比較検討し、

携帯電話利用における世代間の差異について比較検討する。 

 

(a) 携帯電話リテラシーに関するカテゴリの構成 

 3.4.4.および3.5.4.で示した図3-3と図3-4は、それぞれ高齢者と若年者の携帯電話リテラシ

ーに影響する諸要因のカテゴリ関連図であるが、それらを図3-5にをまとめた。図3-3と3-4

と同様に、社会的側面、心理的側面、携帯電話の利活用という側面に関してカテゴリを配置

しているが、カテゴリの多くは高齢者と若年者で共通している。共通するカテゴリおよび概

念は黒線で、高齢者のみに該当するものは赤線で、若年者のみに該当するものは青線でそれ

ぞれ図示した。 

ここでは、カテゴリごとに共通点や相違点に注目して、若年者と高齢者の関連性を見てい

くことにする。なお、両者の間に相違点のあるカテゴリは、「C： 生活状況・意識の変化」

と「D： 携帯電話の利用における社会的サポート」、「F： 携帯電話の利活用への意欲」の3

つである。 

A. コミュニケーションへの積極性： 

コミュニケーションへの積極性の程度については、世代による著しい差はないが、イ

ンタビューの内容からその性質が尐し異なっていることが示唆された。高齢者の場合に

は、もともとのコミュニケーションへの積極性に加えて、老いへの意識からこれが低下

したり、それに伴う危機意識から反対に向上したりする場合があり、「C：生活状況・意

識の変化」の影響を受けているケースが見受けられた。 

また、このカテゴリは、コミュニケーションに積極的であれば結果的に社会関係が広
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がったり深まったりするという形で「B: 社会関係の充実」にも影響を及ぼしている。

さらに、「F：携帯電話の利活用への意欲」に影響を及ぼすものであるため、これが欠け

ている場合にはコミュニケーション目的での携帯電話の利用がないか、あるいは尐ない。

この傾向は若年者よりも高齢者に多く見られたが、若年者は携帯電話をコミュニケーシ

ョン以外の目的でも利用していることが多いためだと考えられる。 

B. 社会関係の充実： 

社会関係のあり方は、高齢者も若年者も「A：コミュニケーションへの積極性」と「C：

生活状況・意識の変化」の影響を受けている。Aが高い水準の場合には、広く社会関係

を構築する傾向があり、低い水準の場合には特に近しい人々との関係を重視する傾向が

見られる。若年者は帰属する学校や仕事の関係などから、高齢者よりも幅広く社会関係

を構築している傾向がある。他方、高齢者は自身の築いてきた家族や長い付き合いの友

人などとの間に深い関係性を持っており、さらに趣味の仲間などによる関係性の広さを

持っているケースが見受けられた。 

高齢者はその社会関係の中に、「D： 携帯電話の利用における社会的サポート」を得

る機会があり、その積極的利用が携帯電話リテラシーに影響している。 

 

図 3-5 携帯電話リテラシーに影響する諸要因 
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C. 生活状況・意識の変化 

まず当然ではあるが、加齢に伴う「老いへの意識」や「仕事からのリタイア」は若年

者からは得られなかった。これは高齢者だけの特徴といえる。他方、経済的問題は若年

者にとっても高齢者にとっても切実な問題であり、携帯電話の購入と利用にかかる料金

を確保することがその購入や積極的利活用の重要なファクターとなっているといえる。

また「携帯電話の必要性」については、世の中そのものがICT化されてきているため、

そのなかでのコミュニケーション手段である携帯電話の必要性は高いものになってい

る。さらに、若年者では、そこに「時間の有効利用への意識」が加わっている。インタ

ビュー結果から、若年者は学校や会社などの社会生活での活動のために時間を費やし、

時間の不足を感じているケースが多くみられ、時間の有効利用は彼らにとって重要な問

題であることが分かっている。すなわち、コミュニケーションや情報取得において、時

間を有効に利用するために携帯電話を利活用している傾向が高いことが、「時間の有効

利用への意識」として表れているものと考えられる。 

D. 携帯電話の利用における社会的サポート 

高齢者においては、「社会的サポートの機会」が提供されることや、「社会的サポート

の積極的利用」が、携帯電話を活用する基盤となっており、そうした社会関係が重視さ

れる結果となっていた。一方でこのカテゴリは若年者には見いだされなかった。若者は

多くの問題を自分で解決することができるため、基本的に携帯電話利用に関して社会的

サポートを受ける必要がないことを反映しているのではないかと考えられる。 

E. 携帯電話リテラシー 

このカテゴリに属する「関連する情報収集能力」「携帯電話に関する知識」「利用にお

ける問題解決能力」は、いずれも若年者の方が高い水準にある。しかし、高齢者におい

ても、このカテゴリは、携帯電話を利活用するための基礎となるものであり、その重要

性は若年者においてと同様である。 

F. 携帯電話の利活用への意欲 

これは「A：コミュニケーションへの積極性」や「C：生活状況・意識の変化」、「H：

携帯電話の利用にともなう感性的経験」にもとづいて構築されるものであり、「E：携帯

電話リテラシー」につながるものである。このカテゴリに含まれる「積極的な利活用」

と「携帯電話への興味・関心」は、高齢者、若年者に共通して見いだされた。これらの

携帯電話の積極的利活用や興味関心がなければ、そもそもリテラシーの向上はのぞめな

い。高齢者においては、「携帯電話の利活用に対するあきらめ感」も見いだされたが、

これは携帯電話の利活用への意欲の低下につながり、Eに対してはマイナスの形で影響

する要因である。この携帯電話の利活用に対するあきらめ感は、Cにおける「老いへの

意識」やHにおける「携帯電話の利用によるわずらわしさ」からきている。若年者にお

いては、若年者よりもこの携帯電話の利活用への意欲が高く、それがEの「携帯電話に

関する知識」の豊富さや「関連する情報収集能力」の高さにつながっていると考えられ
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る。 

G. 携帯電話の利用経験 

このカテゴリに含まれる「利用頻度の高さ」「利用歴の長さ」「利用の継続」は、高齢

者、若年者を問わずに見いだされた。3.2.4.の表3-11に示したとおり携帯電話の利用歴の

長さは、携帯電話を保有している高齢者が平均10.3年(標準偏差5.95)、若年者が9.3年(標

準偏差1.93)と高齢者の方が若干長いが、高齢者の方がばらつきも大きい。また、若年者

の方が「利用頻度の高さ」は高い水準にあり、このことから、若年者が高齢者よりも、

「F：携帯電話の利活用への意欲」における「携帯電話への関心・興味」や「携帯電話

の積極的な利活用」が高いことがうかがえる。 

H. 携帯電話の利用にともなう感性経験 

このカテゴリに属する「利用における利便性の実感」「利用における楽しさ・安心感

の実感」「利用によるわずらわしさ」は、高齢者においても若年者においても共通に見

いだされた。いいかえれば、これは携帯電話というコミュニケーションメディアがも

つ基本的な特徴といえるものであり、「A：コミュニケーションへの積極性」や「F： 携

帯電話の利活用への意欲」というカテゴリに影響を及ぼしている。しかしながら、若

年者が感じる携帯電話の利用によるわずらわしさは、利用に際して自分の時間を阻害

されているような拘束感からくるわずらわしさだけであったが、高齢者の場合にはこ

れに加えて操作の煩雑さからくるわずらわしさも含まれていた。 

 

(b) 携帯電話リテラシーに関するカテゴリ間の関係についての比較 

 すでに、3.6.1 の(a)で一部のカテゴリ間の関係については言及したので、ここでは、高齢

者と若年者の間に差異が見いだされた点について述べる。 

「A.コミュニケーションへの積極性」と「C.生活状況・意識の変化」： 

高齢者においては、「C：生活状況・意識の変化」のカテゴリの中に「仕事からのリ

タイア」や「老いへの意識」が含まれており、それが「A：コミュニケーションへの積

極性」に影響を与えていた。すなわち C は、ネガティブな要因として A に作用してい

た。しかし若年者においては、C と A の間には相互関係はなく、これは高齢者特有の

ものと考えられる。 

「B.社会関係の充実」と「E. 携帯電話リテラシー」： 

 高齢者においては、「B：社会関係の充実」と「E：携帯電話リテラシー」というカテ

ゴリの間に「D：携帯電話の利用における社会的サポート」というカテゴリが存在して

いた。しかし、若年者の場合には D のカテゴリが存在しなかった。これは、若者が携

帯電話の利用において社会的サポートの必要性を感じていないということを反映した

ものと考えられる。さらに、「B：社会関係の充実」は「E：携帯電話リテラシー」では

なく「F：携帯電話の利活用への意欲」に影響を与え、間接的に「E：携帯電話リテラ

シー」に結びついている。このことから、高齢者における携帯電話リテラシーを向上さ
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せるための方略を計画する際にこの違いを十分意識する必要があることが明らかにな

ったと考えられる。 

 

(c) 携帯電話リテラシーに関する世代間の差異 

3.6.1の(a)と(b)で比較してきた高齢者と若年者の携帯電話リテラシーに関するカテゴリの

内容とカテゴリ間の関係には、共通する部分が多かったが、一部に差異が見いだされた。両

者の関係を卖純化して総括すると、若年者は時間的にも金銭的にも限られた生活の中で、自

身の持つ社会関係を維持・充実させたり役立つ情報を取得したりするために、携帯電話を有

効に利活用したいという意欲をもっており、それが高いリテラシーにつながっている。また、

利活用への意欲が高いために、積極的な携帯電話の利用によって利用頻度が高くなるという

結果となり、これもリテラシーが高まることにつながっている。 

 他方、高齢者においては、生活状況や意識の変化が携帯電話の利活用への意欲を低下させ

たり、コミュニケーションへの積極性を低下させたりする形でネガティブな影響を与える場

合があり、携帯電話の積極的利用を押しとどめ、さらにそれが知識や経験の不足につながっ

ている。また、コミュニケーションへの積極性の低下は携帯電話の利用を阻害するだけでな

く、社会的サポートを受けられる機会の頻度の低下やその拒絶などによって携帯電話の利用

のための適切な社会的サポートが得られないことにもつながり、知識や経験の不足を克服し

にくいという悪循環に陥る結果となっている。 

 これらのことから、高齢者の携帯電話リテラシーには、「A：コミュニケーションへの積

極性」と「F：携帯電話の利活用への意欲」の2つのカテゴリが強く影響しており、これら

を高めることによって、高齢者の携帯電話リテラシーの向上を阻害する悪循環を断ち切るこ

とができるものと考えられる。さらに、「D：携帯電話の利用における社会的サポート」は

携帯電話リテラシーを向上させる効果はあるものの、その自立継続的な基盤となるであろう

「F：携帯電話の利活用への意欲」を高める効果には繋がらないことから、いわば対処療法

的な効果として期待されるのみであることを注意しておく必要があろう。 

次節では、携帯電話リテラシーの向上において重要と考えられる「携帯電話の活用への意

欲」と「コミュニケーションへの積極性」の2つのカテゴリと、「携帯電話リテラシー」の3

つを組合せてインフォーマントの分類を行い、高齢者の携帯電話の利用特性について検討す

る。 

 

 

 3.6.2. 高齢者における携帯電話の利用特性パターン 

 

本項では、インタビュー調査の結果にもとづき、携帯電話の利用特性について考察する。

まず、前項の考察の中で、携帯電話リテラシーの向上において重要と考えられた「携帯電話

の活用への意欲」と「コミュニケーションへの積極性」の2つのカテゴリと、「携帯電話リテ
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ラシー」の3つを組合せて分類を行い、それぞれの携帯電話の利用特性について検討する。

また、その結果をもとに、類似した携帯電話の利用特性をもつ人に共通する特徴をまとめる。 

 

(a) 携帯電話の利用特性パターンへの分類 

ここでは、携帯電話リテラシーに2水準を、携帯電話の活用への意欲に2水準を、コミュニ

ケーションへの積極性に3水準を設定し、その組合せによって構成されるグループ(表3-28)

にインフォーマントを分類し、各グループにおける携帯電話の利用特性について分析する。

コミュニケーションへの積極性を3水準としたのは、本研究において調査協力いただいたイ

ンフォーマントは、彼らの中でコミュニケーションへの積極性の程度に高低があったものの、

それが低い人であっても、調査に協力いただけるという形である程度の積極性が認められた

ことを考慮したためである。インフォーマントの中でコミュニケーションへの積極性の程度

が低い人を「中程度(M)」、さらに積極性が低い人たちを「低い(L)」とし、「H：高い」「M：

中程度」「L：低い」の3水準を設けることとした。 

以下、図3-6に示したように、アルファベット3文字の表記法を用いる。携帯電話の活用へ

の意欲の高低を一文字目(H／L)、リテラシーの高低を二文字目(H／L)、コミュニケーション

への積極性の程度を三文字目(H／M／L)として、HHLのように組み合わせた表記法を用いる。 

表 3-28 携帯電話の利用特性パターン別分類の表記 

 

 

図 3-6 携帯電話の利用特性パターン別分類の表記方法 
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発話逐語データにもとづき、インフォーマント36名を8つの携帯電話の利用特性パターン

に分類した。分類方法は、前節で抽出したカテゴリのうち、「携帯電話の活用への意欲」、「携

帯電話リテラシー」、および「コミュニケーションへの積極性」の3つのカテゴリを構成し 

ている概念の具体例のリストから、具体例の内容によって各インフォーマントがどのパター

ンにあてはまるかを判断した。 

この分類の判断材料となる具体例は、インフォーマントごとに複数存在しているが、その

具体例となる発話は、会話の流れや文脈との関連によって発生している一面があるため、そ

の具体例の数が多いというだけでは、インフォーマント(発話者)の携帯電話の活用に対する

意欲やコミュニケーションへの積極性の高低を判断するうえでの絶対的な指標となるわけ

ではない。そのため、インフォーマントの発話全体の傾向として、携帯電話の活用に意欲的

な姿勢を持っているか、消極的であるか、あるいは拒否している状態であるかを判断し、携

帯電話の活用への意欲の高低を分類した。各インフォーマントの発話の例とともに携帯電話

活用への意欲の高低ごとに表にまとめた(高い：表 3-29、低い：表 3-30)。同様に、インフォ

ーマントの発話全体的傾向として、コミュニケーションに対して積極的な姿勢を持っている

か、消極的あるいは限定的な面があるかを判断し、コミュニケーションへの積極性の程度に

よってインフォーマントの分類を行い、表にまとめた(高い：表 3-31、中程度：表 3-32)。ま

た、携帯電話リテラシーの高低に関しては、携帯電話のメールを利用できるかどうかによっ

てその高低を判断した。2 章での調査でも高齢者のユーザビリティに配慮した ICT 利用環境

に関する調査研究検討会(2008)や橋爪(2008)の調査結果と同様、メール利用の有無が高齢者

の携帯電話の活用度合いを測る指標になることが考えられたが、メールの操作ができるかど

うかということとメールを日常的に利用しているかどうかとの関連性が、首都圏においては

地方中小都市よりも低い傾向も見られたため、メールを日常的に利用するかどうかではなく、

受信したものを見ること、および自分でメールを作って送ることの両方の操作ができるか否

かを判断基準とした。 
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表 3-29 携帯電話の活用への意欲が高いインフォーマント 
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表 3-30 携帯電話の活用への意欲が低いインフォーマント 

 



105 

 

 

表 3-31 コミュニケーションへの積極性が高いインフォーマント 
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表 3-32 コミュニケーションへの積極性が中程度のインフォーマント 
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先述の判断に基づき分類した 8 つの利用特性パターンへの分類の分布を図 3-7 に示す。図

中のインフォーマント番号に下線が引いてある 4 名は携帯電話の非保有者である。インフォ

ーマントごとの携帯電話の利用特性パターンによる分類の居住地や性別、年齢などのその他

の情報も含めた一覧表を表 3-33 に示す。 

携帯電話リテラシーが低い人(*L*)は若年者にはいないが、高齢者は 20 名中 7 名が該当し

ていた。携帯電話リテラシーが低いがその活用への意欲が高い人(LH*)は今回のインフォー

マントにはおらず、彼らは全員が携帯電話の活用への意欲が低かった(LL*)。その 7 名のう

ち、2 名は首都圏の携帯電話を非保有者であったが、携帯電話保有者では首都圏在住者が 1

名と地方中小都市在住者が 4 名であった。また、7 名中 4 名がコミュニケーションに積極的

な LLH 型、3 名がコミュニケーションへの消極的な LLM 型に該当していた。 

一方、携帯電話のリテラシーの高い人(*H*)は、若年者は 16 名全員、高齢者は 20 名中 13

名で、うち若年者 13 名と高齢者 8 名が活用への意欲が高かった(HH*)。反対に携帯電話の

活用への意欲が低い人(LH*)は、若年者 3 名と高齢者 5 名だった。この携帯電話リテラシー

が高いが活用への意欲が低い高齢者 5 名は、全員首都圏在住の高齢者であった。 

これらの分類についてまとめると、コミュニケーションへの積極性にはあまり世代や地域

による差がないようにみえる。しかし詳細にみると、携帯電話リテラシーが低い人は高齢者

のみで、携帯電話の保有している高齢者に限定して比較した場合には、リテラシーが低い 

 

図 3-7 携帯電話の利用特性パターンへの分類分布 
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人は地方中小都市に多い。地方都市在住の高齢者は、携帯電話リテラシーとその活用への意

欲が両方とも高い、あるいは両方とも低い人しか今回のインフォーマントには含まれていな

かった。首都圏在住の高齢者でもこれと同じ傾向が確認できたが、首都圏在住の高齢者には、

携帯電話リテラシーが高いがその活用への意欲が低い人も存在していた。 

この携帯電話リテラシーが高いがその活用への意欲が低い人たち(LH*)について、以下に

表 3-33 携帯電話の利用特性パターン一覧表 
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加筆する。若年者でも首都圏在住者 2 名と地方中小都市 1 名の 3 名がこの LH*に該当して

いたが、彼らは自身の妊娠や仕事の多忙化、金銭的問題などの社会的要因や身体的要因から

くる心理要因のために以前よりも活用への意欲が低下した状態にあり、その背景にある状況

の変化にともなって活用への意欲の度合いが変化した可能性がある。 

一方で、携帯電話リテラシーが高いがその活用への意欲が低い高齢者(全員首都圏在住)の

うち、2 名が携帯電話非保有者であったが、彼らは仕事をリタイアする前に仕事で携帯電話

を利用する経験を持っていた。しかし、会社で契約した携帯電話を”持たされていた”という

意識や、多忙な仕事で常に使っていた”仕事の道具”であるという意識であったため、仕事の

リタイアと同時に利用も辞めてしまった、という経緯があった。その背景には、携帯電話の

利便性を理解しながらも、それと同時に感じていた束縛感や自由の制限などのわずらわしさ

があるようであった。また、仕事のリタイアによって仕事を遂行するのための社会関係を離

れ、社会関係の範囲が狭まったことや、生活行動範囲も縮小されたことによる携帯電話の必

要性の低下があった。 

また、携帯電話の操作への自信のなさや不安感についての発話を表 3-34 にまとめたが、

携帯電話リテラシーの高い人たち(*H*)でも機器の操作への不安感を示す発話をしている点

は興味深い。インタビューの発話によれば、新しい機能の利用や普段は行わない操作につい

て、携帯電話リテラシーの低い人たち(*L*)は、「自分ではできない」「操作が難しい」「苦手」

というような機器の操作に対して強めの不安を示す発言が多い。それに対し、携帯電話リテ

ラシーの高い人たち(*H*)は「自分にできるかどうかわからない」「自分で勝手にやって壊れ

てしまったら嫌だから、わかる人に聞いた方が安心」という発言で、リテラシーの低い人た

ちと比べると弱めではあるものの、機器の操作に対して自分で操作ができるかどうか確かで

はないという不安感を抱いていることがわかる。 

このように、高齢者の多くが携帯電話の利用前および利用初期段階において操作に対する

不安感を抱いており、それが機器を購入する時の機器の選択に影響する。しかしながら、こ

の携帯電話の操作に対する不安感は、携帯電話リテラシーが高くなるにつれ薄れては行くも

のの、シテラシーが高い人の中でもいまだに不安感を持っていることがあり、若年者と比較

して、高齢者は総じて携帯電話の操作に自信が低い傾向にある。また、携帯電話を保有して

いない場合でも、過去に仕事で利活用していた経験を持つ人もおり、必ずしも携帯電話リテ

ラシーが低いわけではないことが確認できた。 

携帯電話を保有している高齢者で、そのリテラシーが高いがその活用への意欲が低い人た

ち 3 名は、”もうこの歳だから使えなくてもいい”、”年寄りには理解できない”、”もともと

便利な時代に生きていないから便利でなくていい”というような発言があり、自身が高齢者

の中でリテラシーが高い方であるという自覚がなく、若年者と比較して自身の年齢を意識し

ている傾向にあった。また、配偶者の介護をしているために時間的にも精神的にも余裕がな

く、携帯電話の利用に限らず、さまざまな活動に対しての意欲が低下しているケースもあっ

た。 
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表 3-34 携帯電話の操作への不安感の発話 
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(b) 携帯電話の利用特性パターン別の特徴 

3.7.1.で分類した携帯電話の利用特性パターンごとに、今回のインフォーマントから確認

できた 6 つの携帯電話の利用特性パターンの高齢者の特徴について以下に記述していく。コ

ミュニケーションに消極的な HHL と HLL、LHL、LLL の 4 つのパターンは今回のインフォ

ーマントには含まれていなかったであろうという理由から、また携帯電話の活用への意欲が

高いがリテラシーが低い HLH と HLM の 2 つのパターンの高齢者は今回のインフォーマン

トには見受けられなかったため、その特徴は今回把握できず除外することとした。 

 

HHH 型：携帯電話の活用への意欲、リテラシー、コミュニケーションへの積極性のすべて

が高い 

・ 利用歴が比較的長いことが多い。(後述する HHM との違いを考えると、社会関係の維

持に必要だった背景が考えられる。) 

・ 同世代だけでなく、若い世代も含む多様な社会関係を持ち、趣味の活動や社会活動な

ども活発で、生活行動範囲が広い。 

・ 社会関係の構築・維持に積極的な姿勢がみられ、その維持のために日常的に携帯電話

を利用したコミュニケーションを自発的かつ活発に行っている。また、相手に合わせ

て連絡手段の使い分けができる。 

・ 自身の目的に応じた有効な機能を自ら、あるいは社会関係の中で発見し、それを生活

に取り入れることができる。その結果、あらゆる場面で携帯電話を活用している。 

・ 他者とのコミュニケーションに加えて、個人的に興味を持っている情報を得ることや、

利便性を感じている機能の利用にも携帯電話を活用したいと考えている。 

・ 利用に際して問題が起きた場合でも、ほとんどのことは自分で対処ができ、あまりサ

ポートの必要性がない。サポートの必要が生じたときにも、極力自力で何とかしよう

とし、必要に応じて適切なサポートを自ら求められる。また、サポートをする側にな

ることもある。 

HHM 型：携帯電話の活用への意欲とリテラシーがともに高く、コミュニケーションへの積

極性が中程度 

・ ごく親しい一部の社会関係との関わりだけで満足し、新たな社会関係を構築すること

を望まない。 

・ 自身の目的に応じた有効な機能を自ら発見したり、子どもに教えられたりして、それ

を生活に取り入れることができる。また、その意欲がある。 

・ 携帯電話を用いたコミュニケーションの内容は、家族以外の社会関係間の事務的な連

絡か家族間の生活に関する連絡が多い。 

・ 主に子どもの影響で、彼らの都合や連絡手段に合わせる形で携帯電話を活用したコミ

ュニケーションを行う。 

・ 個人的に興味を持っている情報を得ることや、利便性を感じている機能の利用に携帯
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電話を活用したいと考えている。 

・ ほとんどのことは自分で対処ができ、あまりサポートの必要性がない。サポートの必

要が生じたときにも、最初は極力自力で何とかしようとし、必要に応じて適切なサポ

ートを自ら求められる。また、求められればサポートをする側になることもある。 

LHH 型：携帯電話の活用への意欲が低いが、リテラシーおよびコミュニケーションへの積

極性ともに高い 

・ 携帯電話の保有の有無に関係なく、社会関係の構築・維持に積極的な姿勢がみられ、

その必要があるときには自分や相手の都合によって携帯電話の通話やメールを含め

た様々なコミュニケーション手段をうまく使い分けることができる。 

・ 社会関係において、携帯電話をはじめとするバーチャルなコミュニケーションよりも、

特定あるいはさまざまな人と共に何かをする形でのコミュニケーションを望む傾向

が高い。 

・ 携帯電話リテラシーが高いため、その利用に際して、サポートが必要となる場面はあ

まりない。求められればサポートをする側になることもある。 

・ 携帯電話の利用においてあまりサポートの必要性がない背景には、そもそも携帯電話

への活用の意欲が低いことも関係しており、自分の使える範囲で使えればいいという

考えから、利用時に問題が起きた場合にもそれを解決しようという意欲が低いことが

ある。 

・ 携帯電話を保有していなくてもこれに該当する場合がある。その場合、過去に積極的、

あるいは頻繁に携帯電話を利活用していた経験があり、利用の継続を辞めた要因とし

て必要性の低下や実利用経験におけるネガティブな感情などが関係している。 

LHM 型：携帯電話の活用への意欲が低いが、リテラシーが高く、コミュニケーションへの

積極性が中程度 

・ ごく親しい一部の社会関係との対面でのコミュニケーションを好む傾向があり、新た

な社会関係を構築することに消極的である。そのことも影響して携帯電話の活用には

消極的だが、必要があれば自分や相手の都合によって携帯電話の通話やメールといっ

た連絡手段をうまく使い分けることができる。 

・ もともとコミュニケーションに対して消極的な場合もあるが、何らかの問題により時

間的にも精神的にも余裕がないことや老いへの意識などによって、コミュニケーショ

ンへの意欲が低下している場合もある。さらにそれにともなって、携帯電話の活用へ

の意欲も低下している。 

・ 携帯電話リテラシーが高いため、その利用に際して、サポートが必要となる場面はあ

まりない。求められればサポートをする側になることもある。 

・ 携帯電話の利用においてあまりサポートの必要性がない背景には、そもそも携帯電話

への活用の意欲が低いことも関係しており、自分の使える範囲で使えればいいという

考えから、利用時に問題が起きた場合にもそれを解決しようという意欲が低いことが
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ある。 

・ 携帯電話を保有していなくてもこれに該当する場合がある。その場合、過去に積極的、

あるいは頻繁に携帯電話を利活用していた経験があり、利用の継続を辞めた要因とし

て必要性の低下や実利用経験におけるネガティブな感情などが関係している。 

LLH 型：携帯電話の活用への意欲とリテラシーともに低く、コミュニケーションへの積極

性が高い 

・ 携帯電話の利用歴が長くてもこれに該当する場合がある。 

・ 社会関係の構築・維持に積極的な姿勢がみられ、対面などの従来のコミュニケーショ

ン手段をとる傾向がある。 

・ 社会関係において、携帯電話をはじめとするバーチャルなコミュニケーションよりも、

特定あるいはさまざまな人と共に何かをする形でのコミュニケーションを望む傾向

が高い。 

・ 携帯電話の機能・サービスを活用する意欲があまりなく、それらの情報に疎く、知っ

ていても生活に取り入れようとしない。その背景として、携帯電話についての知識の

尐なさや間違った知識、ネガティブなイメージを持っていることなどがある。また、

携帯電話の利用経験が浅いか全くない場合には現状の生活に満足し、携帯電話の必要

性を感じていないことなども関係している。 

・ 問題解決を家族や携帯電話に詳しい他者に頼る傾向がある。その際、次回には自力で

できるように学ぼうという意欲が低く、問題解決を他人にゆだねる傾向がある。実際

に、機器の構造や問題の把握ができていないため、問題の解決に必要な情報の選択が

できず、自力での解決が難しく、解決に時間がかかるか、解決に至らないことも多い。 

LLM 型：携帯電話の活用への意欲とリテラシーともに低く、コミュニケーションへの積極

性が中程度 

・ 携帯電話の利用歴が長くてもこれに該当する場合がある。 

・ ごく親しい一部の社会関係との対面でのコミュニケーションを好む傾向があり、新た

な社会関係を構築することや携帯電話の活用に消極的である。 

・ 携帯電話の利用経験が浅いか全くなく、機器自体をあまりよく知らない。 

・ 携帯電話の機能・サービスを活用する意欲があまりなく、それらの情報に疎く、知っ

ていても生活に取り入れようとしない。その背景として、携帯電話についての知識の

尐なさや間違った知識、ネガティブなイメージを持っていることなどがある。 

・ また、携帯電話だけでなく、人に対してもネガティブな感情を持っていてそれがコミ

ュニケーションへの積極性の低さに影響していることがある。 

・ 問題解決を家族に頼るかあきらめる傾向がある。その際、次回には自力でできるよう

に学ぼうという意欲が低く、問題解決を他人にゆだねる傾向がある。実際に、機器の

構造や問題の把握ができていないため、問題の解決に必要な情報の選択ができず、自

力での解決が難しく、解決に時間がかかるか、解決に至らないことも多い。  
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3.7. 補遺: 高齢者の携帯電話リテラシーとその要因の把握のため

の質問票の試行 

 

3 章では、携帯電話の利活用に関するインタビュー調査の結果を、M-GTA による分析を

行い、高齢者の携帯電話の利活用能力に影響する諸要因について、若年者世代比較しながら

言及してきた。ここでは、3 章での分析結果の妥当性を確認する目的で、特に高齢者に焦点

をあて、3.4 の図 3-3 でまとめた高齢者の携帯電話リテラシーに影響する諸要因を構成する

カテゴリを測定する質問項目を作成し、補足的な調査を行った。 

この質問票による調査で、特にカテゴリ間の関係が M-GTA で行ったとおりの形になるか

どうかをパス解析の結果と照合することで、M-GTA によって得た結果の確認を行うことが

できると考える。ただし、そのためには質問項目数以上のサンプル数が必要になることもあ

って、本論文の範囲では定量的分析(パス解析)およびそれとの比較は行わない。また、定性

的分析と定量的分析にはそれぞれの長所短所があるため、もし両者の間に齟齬が発生した場

合にも一概に M-GTA の分析が不適切であったということにはならないと考える。そうした

場合、たとえば、設問の内容がカテゴリの内容を適切に表現していなかったという可能性な

どが考えられるからである。 

 

 3.7.1. 高齢者の携帯電話リテラシーを把握する質問票の作成 

 

高齢者の携帯電話リテラシーに影響する諸要因について、M-GTA による分析をした結果

を、3.4 の図 3-3 でまとめたが、その際に抽出・作成した 8 つのカテゴリおよび 21 個の最終

抽出概念に基づき、高齢者の携帯電話リテラシーの程度とその要因を把握するための質問項

目を以下の手順(1～4)で作成した。 

 

手順 1 :代表的インフォーマントの選出  

3.6.2 で分類した、携帯電話の利用特性パターンのうち、異なる 6 つの分類からそれぞれ

発話量の多かった 6 名を選んだ(表 3-35)。 

表 3-35 選出した 6 名のインフォーマント 
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手順 2：基本項目の作成 

3.4.において、M-GTA を用いた分析で抽出された 8 つのカテゴリを構成している 21 個の

最終抽出概念ごとに質問項目を検討した。それぞれの最終抽出概念に、肯定的な内容と否

定的な内容の 2 つを作成し、42 個の項目案を作成した(表 3-36)。 

手順 3：関係項目の作成 

次に、3.4.4.の図 3-3 のカテゴリ間の影響関係を示す 14 本の矢印に該当するインフォーマ

表 3-36 最終抽出概念から生成した質問項目  

 

※カテゴリ名は、A=コミュニケーションへの積極性、B=社会関係の充実、C=生活状況・意識の変化、 

D=携帯電話の利用における社会的サポート、E=携帯電話リテラシー、F=携帯電話の利活用への意欲、 

G=携帯電話の利用経験、H=携帯電話の利用にともなう感性的経験 
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ントの発話をもとに、32 つの項目案を作成した(表 3-37、3-38)。項目案の作成にあたっては、

分析ワークシートの具体例として取り上げられた発話から、選出した 6 名のインフォーマン

トの発話内容を参照した。矢印は 14 本であるが、影響関係にはポジティブな作用をするも

のとネガティブな作用をするものがあるため、彼らの発話内容に応じて質問項目にも肯定的

あるいは否定的意味を持たせた項目案を生成した。 

表 3-37 カテゴリ間から生成した質問項目 (1/2) 

 

※カテゴリ名は、A=コミュニケーションへの積極性、B=社会関係の充実、C=生活状況・意識の変化、 

D=携帯電話の利用における社会的サポート、E=携帯電話リテラシー、F=携帯電話の利活用への意欲、 

G=携帯電話の利用経験、H=携帯電話の利用にともなう感性的経験 
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表 3-38 カテゴリ間から生成した質問項目 (2/2) 

 

※カテゴリ名は、A=コミュニケーションへの積極性、B=社会関係の充実、C=生活状況・意識の変化、 

D=携帯電話の利用における社会的サポート、E=携帯電話リテラシー、F=携帯電話の利活用への意欲、 

G=携帯電話の利用経験、H=携帯電話の利用にともなう感性的経験 
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手順 4：項目の統合と整理 

ここまでに生成した合計 74 の質問項目を、修正・統合しながら、最終的に 58 項目を抽出

した(表 3-39、3-40)。その際、一般的な表現になるよう配慮しながら修正し、意味の同じも

のは統合した。退職や引っ越し、介護などの特定の生活の変化によるものに関しては、「こ

こ最近(3 年以内)」の生活の変化として扱った。また、回答方法を等間隔の 5 段階(あてはま

らない、あまりあてはまらない、どちらでもない・わからない、ややあてはまる、よくあて

はまる)での評価とするため、対極関係にある項目も統合した。統合の作業を加えた結果、

関連しているカテゴリが複数の質問項目もある。なお、カテゴリに対してネガティブな影響

を与える、あるいは否定的内容のものは逆転項目とした。 

表 3-39 携帯電話の利活用に関する質問項目 (1～35 項目／全 58 項目) 
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 3.7.2. 調査方法 

 

(a) インフォーマント 

作成した調査項目に回答してくれることとなったインフォーマントは、首都圏在住の20

代3名(平均年齢26.7歳)および60-70代4名(平均年齢69.8歳)で、その構成は表4-7のとおりであ

る。7名全員が携帯電話を所有し利用していた。なお、今回の調査は、項目の適切さを確認

する目的で実施するため、尐数のインフォーマントで実施した。 

表 3-40 携帯電話の利活用に関する質問項目 (36～58 項目／全 58 項目) 

 

表 3-41 インフォーマントの構成 
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(b) 調査時期と実施方法 

調査は 2011 年 4 月に実施した。基本的には訪問調査の形式をとり、資料(付録-4)を用いた

構造化面接の手法を用いた。インフォーマントにかかる負担を軽減することと、各項目の解

釈と回答を確実なものとするために、全項目をこちらが読み上げ、インフォーマントには口

頭で回答を述べていただき、インタビュアーが確認しながら PC に記録した。 

なお、同居家族がいる場合には、同居家族の了承が得られていることを調査に参加協力し

ていただく条件とした。インタビューに費やした時間は、両世代とも 30-50 分程度であった。

いずれも、インフォーマントの疲労軽減のために、適宜休憩を挟みながら行った。 

 

(c) 設問内容 

調査の内容について記す。質問の順序は質問番号のとおりであった。インフォーマントに

は、「日常生活と携帯電話に関する調査」であると説明をし、調査の内容は、20代の若年者

と60代・70代の高齢者とはすべて同じであった。 

なお、各調査項目の詳細については、巻末の付録-4に付した調査で用いた調査票(資料)を

参照のこと。 

【質問A】： 携帯電話リテラシーについて。4.1.1.で作成した全58の質問項目から成り、携

帯電話リテラシーの程度およびそれに影響している諸要因として、3.4の分析

で抽出した次の8つのカテゴリを測定する。下位尺度となる各カテゴリ名は、

「A:コミュニケーションへの積極性」、「B:社会関係の充実」、「C:生活状況・意

識の変化」、「D:携帯電話の利用における社会的サポート」、「E:携帯電話リテラ

シー」、「F:携帯電話の利活用への意欲」、「G:携帯電話の利用経験」、「H:携帯電

話の利用にともなう感性的経験」である。表4-4および表4-5に各質問項目に該

当するカテゴリと逆転項目を記す。各項目に対して、自身の行動や生活、考

えにどの程度当てはまるかを等間隔の5 段階(あてはまらない、あまりあては

まらない、どちらでもない・わからない、ややあてはまる、よくあてはまる)

で評価してもらった。 

【質問B】： 日常の携帯電話の利用の仕方について。主な内容は、携帯電話の利用経歴、

利用している機能、携帯電話に関する相談をする相手、一日の情報行動時間、

など。 

【質問C】： ご本人について。主な内容は、性別、年齢、職業、家族構成、最近起きた生

活の変化、コミュニケーション手段と用いる社会関係、など。  
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 3.7.3. 質問票の回答結果 

 

作成した質問票の回答から得られたインフォーマントの基本情報を表3-42にまとめた。ま

表 3-42 作成した質問票の回答 1：インフォーマントの基本情報 

 



122 

 

た、表3-43に各インフォーマントのカテゴリ得点を示した。各カテゴリ得点は、今回の目的

が質問項目の適切さを評価する予備的なものであったため、特に尺度化の処理は行っていな

い。この点については、因子分析を行う場合には調査対象者数を質問項目数以上集める必要

があるため、今回は行っていないが、今後、60名から100名程度のデータを収集し、今回作

成したこれらの質問項目のさらなる精緻化をする必要があるだろう。 

質問項目を評価してもらった5段階のうち、真ん中の「どちらでもない・わからない」を0

点とし、「ややあてはまる」の回答には1点、「よくあてはまる」の回答には2点を質問項目に

関連する全カテゴリにそれぞれ加点し、算出した。また、「あまりあてはまらない」の回答

には1点、「あてはまらない」の回答には2点を質問項目に関連する全カテゴリにそれぞれ減

点した。逆転項目と各質問項目に関連するカテゴリは表3-39と3-40に記載してある。 

ただし逆転項目の場合には、質問項目に関連する全カテゴリに対して「ややあてはまる」

の回答には1点、「よくあてはまる」の回答には2点それぞれ減点し、「あまりあてはまらない」

の回答には1点、「あてはまらない」の回答には2点をそれぞれ加点し、各カテゴリ得点を算

出した。 

各カテゴリ得点を見てみると、若年者は全員「A: コミュニケーションへの積極性」のカ

テゴリ得点と「B: 社会関係の充実」のカテゴリ得点が同じで、「C: 生活状況」のカテゴリ

得点に違いがあっても、それ以外のカテゴリ得点においてインフォーマントの間で大きな開

きがない。一方で高齢者は、インフォーマント間でそれぞれのカテゴリ得点のばらつきが大

きく、「E: 携帯電話リテラシー」のカテゴリ得点も若年者と比較して低い。それに加えて、

高齢者は若年者よりも「F: 携帯電話の利活用への意欲」や「G: 携帯電話の利用経験」、「H: 

携帯電話の利用に伴う感性的経験」などの3章のカテゴリ関連図の3つの分類のうちの携帯電

表 3-43 作成した質問票の回答 2：インフォーマントのカテゴリ得点 
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話の利活用に該当するカテゴリの得点が低い。高齢者の携帯電話リテラシーに関するカテゴ

リが若年者とどのように異なるのかを3.6.1.で検討した結果、両者の間に相違点のあるカテ

ゴリの1つは「F: 携帯電話の利活用への意欲」で、このカテゴリは携帯電話リテラシーに強

く影響することが示唆された。この「F: 携帯電話の利活用への意欲」と「E: 携帯電話リテ

ラシー」のカテゴリ得点は高齢者よりも若年者のほうが高く、さらに「F: 携帯電話の利活

用への意欲」のカテゴリ得点が低い高齢者(S3、S4)の「E: 携帯電話リテラシー」のカテゴ

リ得点や実際の利活用の程度が特に低いことから、携帯電話の利活用への意欲が携帯電話リ

テラシーや実利用に強く影響することが確認できた。実利用の経験の質がこれらに及ぼす影

響について、4.3.でさらに述べていきたい。 

また、高齢者と若年者の携帯電話リテラシーに関するカテゴリで相違点のあるカテゴリは

他に「C: 生活状況・意識の変化」と「D: 携帯電話の利用における社会的サポート」で、さ

らに高齢者は「C: 生活状況・意識の変化」が「A: コミュニケーションへの積極性」に影響

を与え、「B: 社会関係の充実」と「E: 携帯電話リテラシー」というカテゴリの間に「D: 携

帯電話の利用における社会的サポート」というカテゴリが存在している点が若年者と異なっ

ていた。この「D: 携帯電話の利活用における社会的サポート」のカテゴリ得点は、若年者

では全員が低いが、高齢者には得点にばらつきがある。携帯電話を利活用する際にサポート

を依頼する相手は、表3-42の携帯電話の利活用に関する相談相手の回答を見てみると、若年

者にはほとんどいないが、高齢者は子どもや孫などの若い世代の家族からサポートを受ける

ことが多い。これは、2章の質問紙調査と3章のインタビュー調査でも同様の結果であった。

「D: 携帯電話の利活用における社会的サポート」のカテゴリ得点について、若年者全員が

低いことはあまりサポートの必要性がないことが影響しているが、高齢者の場合は、サポー

トを受ける機会が尐ないことやサポートの利用に消極的であることが影響しているものと

考えられる。たとえば、「D: 携帯電話の利活用における社会的サポート」は「B: 社会関係

の充実」の影響を受けているが、このBのカテゴリ得点が高い高齢者(S3)の「D: 携帯電話の

利活用における社会的サポート」のカテゴリ得点は低く、サポートを依頼する相手が存在し

ていても、サポートを受ける機会やサポートの利用に積極性に影響され、うまくサポートに

結びつかないケースがある。これについては4.2.1.で詳しく述べる。 

さらに、若年者は「C: 生活状況・意識の変化」のカテゴリに時間の有効利用への意識が

見られ、高齢者は「C: 生活状況・意識の変化」が「A: コミュニケーションへの積極性」に

影響を与える点が若年者と異なっていた。大森(2003)は、情報通信利用による行動の変化に

ついての調査で、外出時の携帯電話の利用によって行動の時間的効率化と空間的制約に関す

る発言が多かった点が若年者において特徴的だったと言及しており、本研究の結果と一致し

ている。この大森の調査では、携帯電話の利用によって友人との連絡回数と会う頻度の増加、

およびその際の待ち合わせの場所や時間の自由度の増加から、待ち合わせ行動の簡易化や慣

れない場所での不安の軽減などの心理的ストレスの軽減を実感と、金銭消費の増加の懸念に

ついて、若年者と高齢者の両世代から発言が得られている。 
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3年以内に起きた大きな変化について表3-42に載せた回答を見ると、若年者の1名(Y1)以外

には何らかの変化が起きているが、若年者は変化の有無に関係なく全員が「C: 生活状況・

意識の変化」や「A: コミュニケーションへの積極性」のカテゴリ得点が高齢者と比較して

高い。一方で、「C: 生活状況・意識の変化」のカテゴリ得点の低い高齢者(S1、S4)は、「A: コ

ミュニケーションへの積極性」のカテゴリ得点も低く、高齢者のみが「C: 生活状況・意識

の変化」が「A: コミュニケーションへの積極性」に影響を与える点が確認できた。 
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3.8. 3 章のまとめ 

 

本章では、定性的研究アプローチによるインタビュー調査(調査②)の結果を、どのような

要因が携帯電話の利活用やそのリテラシーに影響しているのかを分析し、高齢者の携帯電話

の利用特性について考察した。さらに、分析の結果得られた高齢者の携帯電話リテラシーに

影響する諸要因を構成するカテゴリを測定する質問項目を作成し、分析結果の妥当性を検証

した。 

2章では、定量的アプローチによる質問紙調査から、携帯電話の利活用やそのリテラシー

に関して、携帯電話の実利用の頻度や携帯電話の知識、利用時の問題対処行動などの点で世

代間および地域間の格差の実態を把握したが、それらの格差が生じている要因についてはま

だ明らかになっていなかった。そのため、Contextual Inquiryを適用した半構造化面接法に基

づくインタビュー調査を行い、高齢者の携帯電話の利活用とそのリテラシーについてさらな

る把握を行った。 

その調査結果をM-GTAを適用して分析し、高齢者における携帯電話リテラシーに影響す

る要因の関連性について、以下の点を明らかにした。 

1. 「携帯電話の活用への意欲」と「コミュニケーションへの積極性」が携帯電話リテ

ラシーに強く影響する。また、実際に利用経験を積むことも必要である。 

2. 携帯電話の利用に際して、社会的なサポートによって問題対処がうまくなされると、

携帯電話リテラシーの向上につながるが、コミュニケーションへの積極性が高い場

合には、社会的サポートの機会が多く、またそれを受け入れる姿勢があるため、リ

テラシーの向上につながりやすい。 

3. 携帯電話の利活用への意欲を高める要素として、コミュニケーション自体に積極的

な姿勢や、携帯電話の実利用によるポジティブな感性的経験をもっていることなど

がある。反対に、携帯電話の利活用への意欲を低下させる要素として、退職にとも

なう生活状況の変化と携帯電話の必要性の低下、老いに対する自覚や意識の変化に

よるコミュニケーションへの積極性の低下、携帯電話の実利用によるネガティブな

感性的経験がある。 

4. 加齢にともなう意識の変化や退職などからくる生活状況や意識の変化は、コミュニ

ケーションへの積極性や社会関係の充実の程度に影響する。それによって携帯電話

の必要性の低下を招くこともあるが、その反対に、社会的な解放から自らコミュニ

ケーションへの積極性が増すことで携帯電話の利活用への意欲が高まることもある。

また、この社会関係の充実の程度が社会的なサポートの機会の有無やそれを受け入

れるかどうかにかかわる。 
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 これらの高齢者の携帯電話リテラシーに影響する諸要因の関連性についてまとめたもの

を、3.4.4.の図3-3に示し、さらに高齢者の携帯電話リテラシーに関するカテゴリが若年者と

どのように異なるのかを3.6.1.で検討した。両者の間に相違点のあるカテゴリは、「生活状

況・意識の変化」と「携帯電話の利用における社会的サポート」、「携帯電話の利活用への

意欲」の3つであったが、高齢者の携帯電話リテラシーを向上させるために重要なカテゴリ

は「携帯電話の活用への意欲」と「コミュニケーションへの積極性」の2つであると考えら

れた。そのため、3.6.2.でこの2つのカテゴリと携帯電話リテラシーの3つの組合せから、携

帯電話の利用特性パターンの特徴によるインフォーマントの分類を行い、さらなる分析をし

た。その結果、次のことが考えられた。 

コミュニケーションへの積極性にはあまり世代や地域による差がなかったが、携帯電話リ

テラシーが低い人は高齢者のみで、さらに携帯電話の保有している高齢者に限定して比較し

た場合には、リテラシーが低い人は地方中小都市に多い。このことは、2章の質問紙調査の

結果を支持している。また、高齢者の多くが携帯電話の利用前および利用初期段階において

操作に対する不安感を抱いており、それが機器を購入する時の機器の選択に影響する。この

携帯電話の操作に対する不安感は携帯電話リテラシーが高くなるにつれ薄れては行くもの

の、リテラシーが高い人の中でも不安感を持っている場合がある。この携帯電話の操作への

自信が低い傾向が、2章における携帯電話の利用の際の問題解決行動の世代による違いに出

ているものと考えられた。また、携帯電話を保有していない場合でも、過去に利活用してい

た経験を持つ人もおり、必ずしも携帯電話リテラシーが低いわけではないことも確認できた。 

さらに、M-GTAによる分析結果の妥当性の検証のために、携帯電話リテラシーとそれに

影響する諸要因を測定する質問票を試作し、実施した。その結果、若年者は「C: 生活状況」

のカテゴリ得点に違いがあっても、それ以外のカテゴリ得点においてインフォーマントの間

で大きな開きはなかったが、高齢者はインフォーマント間のカテゴリ得点のばらつきが大き

い買った。しかしながら、高齢者の回答結果は若年者と比較して、携帯電話の利活用に関わ

るカテゴリの得点が低く、携帯電話の利活用への意欲が携帯電話リテラシーや実利用に強く

影響することが確認できた。 

このように、2 章では十分に示すことが難しかった高齢者の心理的要因や社会的要因と携

帯電話の利活用、およびそのリテラシーについての総合的な関連性を、定性的研究アプロー

チを用いることによって示すことができた。3章で定性的研究アプローチを適用したことに

より、高齢者の携帯電話リテラシーを向上させるためは、まず利活用の意欲を高めておいた

うえでリテラシーを高める方策をとる必要性が示唆され、さらに、意欲を高めるためには実

利用経験の中でポジティブな感性的経験をすることが効果的であることが示された。これら

の2章および3章の分析結果を踏まえ、高齢者の携帯電話リテラシーに影響する要因として重

要であると考えられた要因のうち、携帯電話の実利用経験と社会的サポートの質の重要性に

ついて4章で論じたい。 

質問紙調査では、携帯電話の利活用やそのリテラシーに関して、大まかな傾向は把握する
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ことができるが、その結果についての要因まで把握することが難しい。特に高齢者世代にお

いては2章の調査でもそうであったように、質問紙調査の回答の有効回答率が低いことや自

由記述への回答の情報が尐ないなどの問題があり、定量的研究アプローチと定性的研究アプ

ローチを併用することは有効であった。その結果、携帯電話の利活用について全体の傾向と

その詳細を把握したうえでその利活用に影響を与える要因について検討することが可能と

なった。このことからも、Mixed Methods Researchによる研究アプローチによって問題の全

体と詳細を把握することの有効性がうかがえる。 

ただし、本調査は調査への協力の同意が得られた場合のみに実施が可能となったものであ

るため、コミュニケーションへの積極性が極めて低い層は調査対象として含めることが難し

く、知見を一般化できる範囲は限定的であることが考えられる。しかしながら、本研究によ

って示した結果は、高齢者における携帯電話の利活用に関して研究を行う際の手がかりとな

るものであり、今後の研究の発展に寄与できる成果である。 
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4章. 総合的考察 

 

 

 

 

4.1. 本章の目的 

 

 4.1.1. 本研究で得られた成果 

 

本研究では、2章において質問紙調査の結果とその考察について述べ、3章においてインタ

ビュー調査の結果とその考察について述べた。 

2章の質問紙調査の結果を分析したところ、若年者世代と比較して、高齢者世代は携帯電

話の機能をほとんど使っておらず、携帯電話リテラシーが総じて低く、高齢者世代は日常的

に利用しているか否かがその操作の能力と関係していることがわかった。また、携帯電話の

操作に困った場合の対処行動として、両世代において「取扱説明書を読む」という共通性も

見られたが、同時に、高齢者には人に教えてもらう傾向が、また若年者には自力で何とかし

ようとする傾向が特徴的であった。これらの傾向は3章におけるインタビュー調査の中でも

見られ、若年者のほうが高齢者よりも携帯電話の利活用への意欲が高く、それによって携帯

電話リテラシーが高いことが示されている。 

また、3章でに示したように(図3-5)、高齢者特有の生活状況や意識の変化が、携帯電話の

利活用への意欲の低下やコミュニケーションへの積極性の低下をもたらし、携帯電話の積極

的利用を押しとどめ、さらにそれが携帯電話の知識や利用経験の不足につながっているケー

スがある。これらのことが、携帯電話リテラシーが世代間で異なる理由であると考えられる。

さらに、携帯電話リテラシーに影響する要因のうち高齢者特有の要因の１つに、携帯電話の

利用における社会的サポートというものがあるが、これは携帯電話の操作に困った場合の対

処行動の世代による違いを反映しているものであると考えられる。 

 

 

 4.1.2. 本章の目的 

 

本章では、2章でその傾向が示唆され、3章で要因間の関係の詳細が実証的に明らかにされ

た高齢者の携帯電話の利活用とそのリテラシーについて、先行研究を引用しながら考察する。 

具体的には、携帯電話リテラシーに影響する要因として重要であると考えられた要因のう
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ち、4.2.では携帯電話の実利用経験について、4.3では社会的サポートについて論じ、本研究

のまとめとしたい。 
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4.2. 実利用経験の質と携帯電話リテラシー 

 

本節では、3章で見出された高齢者の携帯電話リテラシーに影響する諸要因のうち、「G: 携

帯電話の利用経験」とそれに影響される「H: 携帯電話の利用にともなう感性的経験」に着

目し、さらにそれが「F: 携帯電話の利活用への意欲」に及ぼす影響について考察しながら、

実利用経験の質の重要性について言及する。 

3.6.1の図3-5に見られたように、「G: 携帯電話の利用経験」は利用頻度や利用歴、利用の

継続という面で「E: 携帯電話リテラシー」に直接的な影響を及ぼしているが、他方、「H: 携

帯電話の利用にともなう感性的経験」への影響は、「F: 携帯電話の利活用への意欲」を経由

して「E: 携帯電話リテラシー」に影響を及ぼしており、実利用経験における質の内容がリ

テラシーにとって重要である。そこで、4.2.1.では利活用への意欲を向上させるポジティブ

な感性的経験について、4.2.2.では利活用への意欲の低下をもたらすネガティブな感性的経

験について、それぞれ論じる。 

 

 

 4.2.1. ポジティブな感情を伴う実利用経験 

 

2 章での質問紙調査の結果から、高齢者世代は若年者世代と比較して、携帯電話の利用経

歴や契機が個々に大きく異なることが示され、携帯電話リテラシーのレベルにばらつきがあ

ると考えられた。また、3 章のインタビュー調査においても同様の結果が得られ、高齢者の

携帯電話リテラシーには利用歴の長さや頻度を含む実利用経験が直接影響を与えることが

分かった。 

このユーザの実利用経験の重要性は、人間中心設計(HCD: human-centred design)に関する

国際規格 ISO13407:1999 が ISO9241-210:2010 に改訂された際の変更点からもうかがえる。

この改訂版では、新たにユーザの実利用経験、すなわちユーザエクスペリエンス(UX: user 

experience)を人工物、すなわち製品やシステム、サービスの使用における人の知覚と反応で

あると定義し、「良い UX を達成すること」を HCD が達成すべき目標と位置付けた。この

定義の注で、UX は人工物を使用する前、使用している最中、使用し終えた後のすべての時

点における、ユーザの知覚や感情、好みなどの身体的・心理的な反応や態度を含み、その人

工物のブランドイメージやデザイン、機能、操作性やその効率、操作の支援、ユーザの事前

の経験に基づく身体的・心理的状態や能力などに影響されるものであるとしている。 

Hassenzahl(2003)が呈示した UX のモデルでは、UX を実用的属性(pragmatic attributes)と感

性的属性(hedonic attributes)に分けているが、ISO9241-210 における UX は多様な実利用経験

の全体を指している。本研究では、人工物のひとつである携帯電話について、その実利用経
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験を Hassenzahl の考えに基づいて実用的経験と感性的経験とに分け、特に感性的経験に着

目した。3 章の分析によって、実用的経験は、携帯電話の利用期間や回数を重ねることによ

る操作の学習や慣れという形でリテラシーに影響を与えるが、感性的経験は携帯電話の利活

用への意欲に影響することが示された。また、特にポジティブな感情を伴う実利用経験が得

られた場合には、利活用への意欲の向上につながり、さらにリテラシーが高まる効果が期待

できる。 

本研究において、携帯電話の利活用への意欲を向上させると考えられた「ポジティブな感

性的経験」には、次の 2 種類の経験を考えることができる。その一つは、携帯電話利用の際

の操作に対し、自己効力感を感じることで得られるフロー体験であり、もう一つは、携帯電

話を用いてコミュニケーションを取る相手との間に生じる情緒的コミュニケーションによ

るものである。 

フロー体験とは、行動における挑戦のレベルとその能力のレベルがともに高い時に起こる 

(Csikszentmihalyi, 1990; 1997; 2000) 感性的体験であり、自己効力感に伴うポジティブな経験

である(石村, 2005)。また、石村によれば、フロー体験は日常生活の中で私たちが経験する

生きがいや充実感と密接な関係があり、坂口(2007)はさらに、新しい活動に取り組む姿勢と

の関係性についても言及している。携帯電話などの新しい技術を用いた ICT は高齢者にと

って「新しいモノ」であり、それを積極的に活用していこうとする高齢者は、フロー体験を

経験しやすいことが予想される。 

また、小寺(2010)は携帯電話の利用について、対人関係の形成や維持のうえで重要な機能

を果たすコミュニケーションを「情緒的コミュニケーション」、待ち合わせ時や事務的な連

絡での利用を「道具的コミュニケーション」と区別し、若年査のライフスタイルの変化が携

帯電話の利用に及ぼす影響について言及した。就業などに伴うライフスタイルの変化は、情

緒的コミュニケーションから道具的コミュニケーションへのシフトをひき起こすが、携帯電

話の利活用そのものが減尐したわけではなく、卖に情緒的コミュニケーションの減尐と道具

的コミュニケーションの増加が同時に起きているだけであるという分析結果が示されてい

る。この情緒的コミュニケーションの減尐はメールの利用の減尐の影響によるものと結論付

けられたが、このことは携帯電話のメールの利用がポジティブな感性的経験を生じさせる可

能性を示唆していると考えられる。小寺の研究は若年者のみを対象にしたものであるが、高

齢者においても同様に携帯電話のメールの利用によってポジティブな感性的経験を生じさ

せる可能性があり、さらに携帯電話の利活用への意欲を向上させたり利用頻度を高めたりす

る効果も期待できるかもしれない。この点については、今後検証する必要があるだろう。 

このように、フロー体験や情緒的コミュニケーションに関する先行研究から、携帯電話の

利用に伴うポジティブな感性的経験の特徴を確認することができる。 
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 4.2.2. ネガティブな感情を伴う実利用経験 

 

3 章の分析の結果、高齢者の携帯電話リテラシーを向上させるためには、携帯電話の利活

用への意欲が重要であるが、それを阻害する要因となるものに、経済的問題や携帯電話の必

要性の低下、携帯電話の利活用に対するあきらめ感があることが分かった。3.4.で述べたと

おり、経済的問題や携帯電話の必要性の低下は仕事をリタイアしたことから生じていること

が多いが、携帯電話の利活用に対するあきらめ感については、機器の操作に対する自信のな

さや実利用にもとづく操作の煩雑さ、あるいは分かりにくさからくるものが多く、携帯電話

の操作に対して不安感というネガティブな感情が強いことがうかがえる。 

このことは 1.3.1.において紹介した「ICT に対する苦手意識がないこと」が高齢者の情報

活用の実践力を判別する大きな要因であるとした小川(2005)の研究結果を一部支持してい

る。しかしながら、本研究においては、携帯電話リテラシーの程度に関わらず機器の操作へ

の不安感を示す発話が 3 章のインタビュー調査の結果から得られている。特に新しい機能の

利用や普段は行わない操作については、携帯電話リテラシーの低い人たちと比べると弱めで

はあるものの、リテラシーの高い人たちも機器の操作に対して不安感を抱いており、「自分

で操作ができるかどうか確かではない」という発言をしている。このことが影響して、2 章

の質問紙調査において、高齢者世代は携帯電話の操作に困った際に他者に頼ってその解決を

する傾向があったと考えられえる。 

携帯電話を購入する際に重視する側面について橋爪(2010) は、若年者が機器の性能や機

能、見た目のデザインを重視するのに対し、50 代以降は画面表示の見やすさや操作の分か

りやすさなどの機器のユーザビリティの面を重視すると報告している。これには老眼などの

身体的な要因の影響もあるが、それに加えて携帯電話の操作に対する不安感に由来するとも

考えられる。これらの操作への不安感を軽減させ、高齢者の携帯電話の利活用を促すための

に機器の改善が行われており、その代表的なものとして 1.3.4.のなかで紹介した顧客セグメ

ントを高齢者に限定した「らくらくホン」がある。しかし、機器をユーザ要求に合わせるに

も限度がある(齋藤, 2008)、というも指摘もある。らくらくホンのように特定のターゲット

に特化した製品の開発は、競合が尐ないために安定した事業が期待できる一方で、その社会

的責任が大きくなりすぎてしまい、さらに製品が市場に定着し認知度が高まるほどユーザの

要求は多様化して、それに対する対応が困難となる。特に、多機能化した携帯電話の機能を

絞り込んだらくらくホンのような製品においては、多様化したユーザの要求を把握できたと

しても、製品へ搭載する機能の選択が非常に難しく、すべてのユーザの要求に応じることが

できず、製品のコンセプトとのジレンマが生じている。 

これまでにユーザビリティテストによって、携帯電話の機器のボタンの押しやすさや文字

や表示の見やすさ、および表示内容の分かりやすさなどの、認知的なわかりやすさを高齢者

ほど重視していることが指摘されてきた(和気ら, 2004; 若松ら, 2006; 松尾, 2011)。これらは、

高齢者が操作に伴う階層構造の把握を苦手であることを機器のユーザビリティの問題とし
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てとらえた結果で、「らくらくホン」は機能の絞り込みのほかにこれらの結果にもとづき初

心者でも簡卖に操作ができるように誘導的な操作を取り入れてデザインされている。しかし

ながら、本研究の分析で得られた携帯電話の操作に対する不安感は、実際の機器のユーザビ

リティとは関係なく、実利用経験が浅い場合に強く抱かれている可能性が高い。もちろん、

高齢者の携帯電話の利用促進のための従来のアプローチの一つである「らくらくホン」のよ

うな機器は、その利用によって達成感を経験させ、機器の操作への不安感を軽減させる点で

は効果的だと考えられる。しかしその半面で、高齢者が機器の誘導性に依存してしまうよう

になると、ほかの機器を利用しようとする場合に適切な対応ができず、うまく操作ができる

までに時間がかかる、あるいは途中で利用をあきらめてしまうことにもなりかねないため、

注意が必要である。 

他方、携帯電話やパソコンなどの ICT の非利用者やあまり利活用をしていない人に対し

て、オーストラリア連邦通信メディア庁 (ACMA：Australian Communications and Media 

Authority)が毎年調査を行っているが、その報告によれば、彼らは社会参加するうえで ICT

の利活用の有効性に対する認識は高まっているものの、それによって受ける恩恵に対する理

解が低いことが明らかになった(ACMA, 2009)。特に、自身の古い慣習や自らのライフスタ

イル、生活環境などを変えることに難色を示し、それが ICT の利活用による利便性やリテ

ラシーの向上への関心が低いことが非利用につながっているという。さらに、こうした人々

は、ICT に関連した用語の理解が低く、ICT 機器や技術の変化に対応する自らの能力に不安

を感じているという指摘もされている。本研究で得られた分析結果も考慮すると、携帯電話

の利用機会や利用開始の契機に至る機会の不足がもたらす実利用経験の不足が、必然的に自

信の低さや不安感につながり、その影響から携帯電話の利活用による利便性やリテラシーの

向上への関心の低下が導かれ、携帯電話の利活用への意欲も低くなるという悪循環に陥って

いることが、携帯電話の非利用や低頻度の利用をもたらしている要因であると考えられる。 

また、ICT リテラシーに関する調査を毎年実施している英国情報通信庁(Ofcom: Office of 

Communications)(2009)は、近年、ユーザの間では、特にインターネット利用におけるセキュ

リティの問題についての理解が広まったが、ユーザのおよそ 25%はその知識や設定を行う

ことに対して自信がなく、技術的なサポートが必須であると言及している。同様の調査にお

いて飯田ら(2007)は、情報機器を自身でうまく操作・設定できない人は、性格的に几帳面で

あることを明らかにした。すなわち、着実に操作をしようとするために失敗を好まず、また、

失敗をしながらも正解を模索することが苦手で、試行錯誤の経験にもとづいて操作のメンタ

ルモデルを構築できない点が、高齢者におけるリテラシーの低さをもたらしている要因と考

えられる。 

岩岸ら(2008)は、携帯電話の利用時の主観的メンタルワークロードについて実験を行い、

若年者の方が高齢者よりも携帯電話の操作時にイライラしやすいこと、高齢者の方が頭を使

い一生懸命になることが多いものの操作が達成できたことに対して満足感を得やすいこと

を示した。また、携帯電話を利用してイライラを感じやすい高齢者ほど、焦りを感じたり失
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敗をしたりしやすい傾向が明らかである、とした。若年者の ICT の利活用について、Ho ら

(2009)はコミュニケーションやエンターテインメントに ICT を利用することに対してポジ

ティブで、さらに日常的にもよく利用しているが、教育での利用についてはそれほど積極的

ではないと報告している。しかし、その共同研究者であった McNaught ら(2011)は、学習に

ICT を用いることに積極的でない若年者も、実際に利用経験を重ねるにつれて次第に積極性

が増していくと述べている。 

これらの先行研究では実利用経験の質は考慮されていないが、若年者は機器の操作時にイ

ライラするなどのネガティブな感性的経験を持っても、携帯電話の利活用への意欲やリテラ

シーには影響がしにくいことが考えられる。しかし高齢者の場合には、ネガティブな感性的

経験が操作に対する不安感を増幅させ、また更なる失敗や携帯電話の利活用への意欲の低下

を引き起こしやすく、そのリテラシーの向上に結び付かないという悪循環に陥ってしまうこ

とが考えられる。このように、ネガティブな感性的経験が携帯電話の利活用への意欲に与え

る影響の程度の違いが、若年者の携帯電話の利活用への意欲の高さや 2 章で示された携帯電

話の各種機能の利活用やその頻度に影響しているものと考えられる。 
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4.3. 社会的サポートと携帯電話リテラシー 

 

宮田(2005)は、高齢者のICTの利用について、ICTの利用機会と利用のサポートの提供がそ

の利活用を促進する上で重要であると述べている。本研究の3章の分析においても、高齢者

の「E: 携帯電話リテラシー」に影響する要因の一つとして、「D: 携帯電話の利用における

社会的サポート」があげられたが、対処的で継続的基盤とはならないという問題が見いださ

れ、サポートのあり方が大きく問われていると考えられた。本節では、高齢者の携帯電話の

利活用とそのリテラシーに影響を与える社会的サポートについて、先行研究を参照しながら

見ていくこととする。 

2章及び3章でも確認できたように、高齢者は携帯電話の利活用において子どもや孫などの

若い世代の家族からサポートを受けることが特に多かった。この家族からの社会的サポート

の重要性と問題点について、4.3.1.で論じる。また、1.3.4.で紹介したような講習会や勉強会

などの複数の人が講師に学ぶ形式で受けるサポートや、友人や店員などの家族以外の人から

受けるサポートも存在する。講習会型の社会的サポートの実態と問題についてを4.3.2.で、

そのほかのサポートについてを4.3.3.でそれぞれ言及する。 

 

 

 4.3.1. 家族による社会的サポート 

 

本研究において、高齢者の場合、携帯電話の利用に関するサポートを家族から受けるケー

スが多いことが2.3.の質問紙調査の結果から明らかとなり、さらにそれが子どもを中心とし

た若い世代の家族による社会的サポートであることが3章のインタビュー調査からわかった。

これに関連して、1.3.3.で紹介したMori & Harada (2010)の実験では、若い世代と同居する家

庭に暮らす高齢者の方が、高齢者のみの家庭に暮らす場合よりも、多種多様な携帯電話の機

能を利用するというような形で学習が促進されるという結果を得ている。しかしながら、本

研究においては高齢者世代の日常生活における携帯電話の実利用の頻度や活用の程度には、

家族構成による差はほとんど見られなかった。確かに、日常生活を共にする家族によるサポ

ートは、携帯電話の操作に関する一時的な学習には役立つことは考えられるが、本研究のイ

ンタビュー調査の分析によって示されたように、リテラシーの本質的向上や積極的な利活用

にはつながらないと考えられる。本研究のインタビュー調査からは、「聞きたいときに家族

がいない」、「何度も同じことを聞いて怒られる」などの理由から、サポートを積極的に利用

することをあきらめてしまうケースも確認されている。これについては、飯田ら(2007)も情

報機器を自身でうまく操作・設定できない人は、できる人と比較して年齢に限らず既婚率が

高いと報告しており、サポートをしてくれる人の存在やそのサポートに依存しすぎてしまう
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ことが、リテラシーの向上や積極的利活用を妨げる場合があることが考えられる。非日常的

な状況下における実験手法に基づく調査では、責任感や義務感などから操作を覚えることや

利活用に意欲的である可能性があり、その影響を受けた結果であることが否定できず、この

ことから、Contextual Inquiryを利用した実利用環境における調査が重要であるといえる。 

 

 

 4.3.2. 講習会型の社会的サポート 

 

ICTの利用における高齢者支援のニーズは高いが、意識の高い都市部と財政的に難しい地

方との差が広がっている現状にある。ICTに関する講習会は、2007年までに全国550万人を

対象として実施され、高齢者においてもその利用を広めるきっかけとなったが、実施自治体

の対応に大きなばらつきがあった点を、小松(2007)は指摘している。実際に「中高年のため

の」や「シニア」、あるいは「高齢者の」という冠が名前についた高齢者向けの講座は比較

的受講応募が多いが、高齢者枠を設けて対応した自治体は都市部に片寄り、人口の尐ない市

区町村ではそのような対応はされてこなかった。しかし、複数世代の集まる講座においては、

高齢者が受講してもついていけずに講習内容を理解できないなどの問題が起こっており、対

応の差が問題となっている。こうした対応のあり方の差や、サポートの得られる機会の有無、

サポートの質の差などが、本研究で確認した高齢者世代の地域間による携帯電話リテラシー

の差につながっている可能性がある。 

また、講習の形式について、平形ら(2009)は指導モデルの比較実験を行った。実験により、

「携帯電話・インターネット利用の現状と課題」について、4つの異なる形式の指導モデル

に基づき授業内での指導を行い、各モデルにおける学習の効果を比較した。学習効果を「情

報活用への意欲の向上」と「情報モラルの理解」の程度によって測定して各指導モデルを比

較したところ、両方の効果を同時に得ることは難しく、一斉指導型や疑似体験型の指導モデ

ルでは、情報モラルの理解は高まるが、情報活用への意欲が低下しやすいという欠点がある

ことが示された。これらの指導モデルはICTの講習会や勉強会でよく用いられるもので、効

率的なリテラシーの向上を期待するならば、学習者相互の話し合いや講師の説明によって、

意欲の低下を防ぐ工夫が必要となるだろう。しかしながら、携帯電話やパソコンの講習会で

は、10人に 1 人の講師をつけることが一般的であり、事前に参加者のリテラシーを測るこ

とがほとんどない。したがって、複数人の受講者の対応のすべてを講師の資質に依存してし

まっている現状にある。一方で受講者は、学習内容をわかない場合に、声をあげて講習を中

断することに躊躇してしまい、さらにわからなくなったり興味を失ったりしてしまうことも

あり、それが「自分には使うことができない」という思い込みにつながる場合がある。 

これらのことを考慮すると、携帯電話について講習会型の社会的サポートを与える場合に

は、携帯電話の利活用の意欲の向上と維持をしながら、参加者のリテラシーに合わせたきめ

細かい対応が必要であるといえるだろう。また、そのようなきめ細かな対応が、特に地方中
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小都市などで求められていることが考えられる。 

 

 

 4.3.3. その他の社会的サポート 

 

2章の質問紙調査で、高齢者が携帯電話の利活用に際して受ける社会的サポートとして、

携帯電話ショップなどの販売店の店員などからのサポートがあげられた。店員からの社会的

サポートはサービス取引に該当するが、サービス取引場面におけるサービスの質について、

日本では、有形性に加えて信頼性や共感性が重要視され、個人的な感情や配慮を含む対人社

会関係の要因が特に大切であるとされている(近藤, 2004; 松尾ら, 2001; 上原, 2009)。これら

のサポートは、家族や講習会の講師から受けるサポートとは性質が異なり、被サポート者が

サポートをする人やそのサポートに対して信頼や共感を抱いている場合にのみ、サポートを

積極的に受けることが考えられる。 

小松(2007)は、高齢者のICTの利用の契機は身近な家族の後押しや仲間からの強い誘いが

深く関係し、利用に際して社会的サポートの機会が多くあることや、結果を急がない点が重

要であると述べている。また、機器をうまく使えるようになるには、身近に信頼ができるサ

ポート者がいることなどが要望としてあがっている。高齢者がICTを利用しない理由は、「使

えなくても困らない」、「利便性が分からない」などのほかに、「操作が難しそう」、「使うの

が怖い」といった知らないものへの不安に影響を受けている場合が多い。この場合、信頼し

ている家族や友人間での口コミ、声かけが利用への契機となりやすい。 

ICT利用に際して高齢者同士が相互にサポートし合う社会システムを構築するために、遊

間(2008)は、高齢者が60才以前の段階で地域コミュニティに積極的に関与し、ICTを活用す

ることを勧めている。実際に、各地には地域コミュニティや市民活動団体、シニアネットが

存在しており、これらのコミュニティに属し、その社会関係のなかでのサポートをうまく活

用しながら携帯電話の利活用への意欲やリテラシーを向上させることは、高齢者のICT利活

用を促進させるうえで効果的といえるだろう。しかしながら、これらのコミュニティに所属

している人たちは、もともと他人とのコミュニケーションの活性化にそれなりのモチベーシ

ョンを持ち、コミュニケーションへの積極性の程度が高い人たちであることが考えられ、コ

ミュニケーションに消極的な人たちは、家族内での社会的サポートや近隣のお店の特定の店

員などの信頼している人からのサポートが必要となる。 

これらの先行研究に見られるように、携帯電話の利用に対するショップ店員や仲間関係、

コミュニティなどにおける社会的サポートは、家族によるサポートが受けられない場合や適

当な講習会が開催されていないような場合には有効なものであるが、そのベースにはコミュ

ニケーションへの積極性が必要と考えられる。 
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4.4. 4 章のまとめ 

 

本研究では、Mixed Methods Researchによる研究アプローチを適用し、定量的研究アプロ

ーチによる質問紙調査と定性的研究アプローチによるインタビュー調査という、異なる手法

を用いた調査を行った。それにより、高齢者の携帯電話の利活用とそのリテラシーについて

の実態把握を2章で行い、さらに高齢者の心理的要因や社会的要因と携帯電話の利活用、お

よびそのリテラシーについての総合的な関連性を3章で明らかにした。本章では、これらの

調査によって明らかとなった、高齢者の携帯電話の実利用経験の質、および利活用における

社会的サポートの質の重要性について論じてきた。 

実利用経験には実用的経験と感性的経験があり、感性的経験についてはポジティブな感情

を伴うものとネガティブな感情を伴うものがある。先行研究との関連をみると、前者はフロ

ー体験や自己効力感、および情緒的コミュニケーションとの関連があり、後者は実利用経験

の不足やメンタルモデル構築の失敗との関連があることが分かった。若年者の場合、携帯電

話の利用に際しての操作なに対してネガティブな感性的経験を持っても、携帯電話の利活用

への意欲やリテラシーには影響がしにくいが、高齢者の場合には、ネガティブな感性的経験

が操作に対する不安感を増幅させ、また更なる失敗や携帯電話の利活用への意欲の低下を引

き起こしやすいことが考えられた。この違いが、3章で示された携帯電話の利活用への意欲

やリテラシーの世代による違いに影響しているものと考えられた。この点については、2章

の質問紙調査においても、各種機能の利活用やその頻度という携帯電話の利用実態の違いと

して示されている。 

また、社会的サポートについては、家族によるサポートや講習会型のサポートが考えられ

るが、家族の不在や適切な講習会の欠如などにより十分なサポートを受けられない場合があ

り、ショップ店員や仲間関係、コミュニティなどにおける社会的サポートがそれを補完する

ものと考えられた。ただ、そのためにはコミュニケーションへの積極性がベースになってい

るという限界もあることが分かった。携帯電話の利用に際して問題が起きた際に、若年者は

「自力で解決しようとする」が、高齢者は「人に頼る」という行動パターンが2章の質問紙

調査から見いだされた。この点に関しては3章のインタビュー調査の分析からも同様の結果

が得られており、「D：携帯電話の利用における社会的サポート」というカテゴリが若年者

の発話からは見いだされなかった。高齢者が携帯電話の利用において社会的サポートを受け

る場合、そのサポート者は家族であるケースが多いことが両調査の結果からわかったが、家

族という身近にサポートをしてくれる人が存在していることや、そのサポートに依存しすぎ

てしまうことが、携帯電話リテラシーの向上や携帯電話の積極的利活用を妨げる場合がある

ことが考えられた。 

高齢者に対する携帯電話の利用促進のためのアプローチとして、講習会や勉強会などの教
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育や機器の改善などがなされているが、卖に機器の使い勝手を良くすることや非日常的な技

術的サポートのみでは、特に携帯電話の活用への意欲が低い場合にはリテラシーの向上が難

しい。4.3.で指摘したように、講習会や勉強会などの技術的な学習の場を提供している企業

や地方自治体は既にいくつか存在しているが、高齢者の携帯電話リテラシーのレベルは多様

であり、それに合わせた対応がとられておらず、そのことが居住地域による差を生んでいる

可能性がある。 

これらのことから、実際の高齢者ユーザの携帯電話の利用特性によって、携帯電話リテラ

シーやそれに影響している諸要因の構造が異なることが考えられる。そのため、携帯電話の

利活用の促進やリテラシーの向上のために有効となるサポートを考える際には、3章で行っ

たようなContextual Inquiryを適用したインタビュー調査によって、まずユーザの日常生活に

おける利用実態や利用特性を把握したうえで、それに適合した対応の仕方を考える必要があ

る。 
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5章. 結論 

 

 

 

 

携帯電話やパソコンの利活用の程度は、おおむね年齢と反比例している。本研究では、

ICT機器の中でも近年コミュニケーション手段の中心的存在となっている携帯電話に着目

し、携帯電話の利活用における格差緩和の方策を見出すことを目的とし、高齢者における携

帯電話の利活用とそのリテラシーの実態を把握し、格差が生じる要因の分析を行った。その

ために、定量的研究アプローチと定性的研究アプローチを組み合わせて、次の2種類の調査

を行った。 

まず、携帯電話の利活用に関する質問紙調査を行い、世代間および地域間での携帯電話

の利活用の違いやそのリテラシーの違いを把握した。若年者世代と比較して、高齢者世代は

携帯電話リテラシーが総じて低いこと、高齢者間では、地方中小都市在住者よりも首都圏在

住者の方が、携帯電話リテラシーが高いことが分かった。さらに、携帯電話の操作に困った

場合に、高齢者には他者に頼る、若年者には自力で何とかしようとする傾向が特徴的で、高

齢者の中でも首都圏在住者は地方中小都市在住者と比較して、問題に対して複数の対処を試

みる傾向があった。質問紙調査では、これらの全体の傾向を把握することは可能であったが、

その結果が生じた要因までは明確に特定することが困難であった。また、高齢者世代は若年

者世代と比較して質問紙に対する回答率が低く、自由記述欄への情報も尐ないなどの問題が

あった。それらの点を補いつつ、これらの世代や地域による違いをより詳しく把握するため

に、インタビュー調査を実施した。携帯電話の利活用にかかわる発話部分に着目しながら、

調査で得られた発話をM-GTAを適用して分析し、携帯電話リテラシーに影響する諸要因に

ついてまとめた。 

その結果として、若年者と高齢者について、次のような結果が得られた。若年者は時間

的にも金銭的にも限られた生活の中で、自身の持つ社会関係を維持・充実させ、有用な情報

を取得するために、携帯電話を有効に利活用したいという意欲をもっており、それが高いリ

テラシーにつながっている。また、携帯電話の利活用への意欲が高いために利用頻度が高く、

その点もリテラシーの高さにつながっている。他方、高齢者は、高齢者特有の生活状況や意

識の変化が携帯電話の利活用への意欲の低下やコミュニケーションへの積極性の低下をも

たらす場合があり、携帯電話の積極的利用を押しとどめ、それが知識や経験の不足につなが

っている。また、コミュニケーションへの積極性の低下は携帯電話の利用を阻害するだけで

なく、携帯電話の利用における社会的サポートの機会の低下にもつながり、知識や経験の不

足を克服しにくいという悪循環に陥る結果となっている。 
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このように携帯電話リテラシーに影響する要因としては、実利用経験の質と社会的サポ

ートが重要と考えられた。実利用経験には実用的経験と感性的経験があるが、特に感性的経

験についてはポジティブな感情を伴うものとネガティブな感情を伴うものがあり、先行研究

から、前者は自己効力感やフロー体験、情緒的コミュニケーションとの関連があり、後者は

実利用経験の不足やメンタルモデル構築の失敗との関連があることが分かった。また社会的

サポートについては、家族によるサポートや講習会型のサポートが考えられるが、家族の不

在や適切な講習会の欠如などにより十分なサポートを受けられない場合があり、ショップ店

員や仲間関係、コミュニティなどにおける社会的サポートがそれを補完するものと考えられ

た。しかしその背景には、コミュニケーションへの積極性がベースになっているという点で

限界もあることが分かった。 

本論では、高齢者の携帯電話のリテラシーに影響を与える諸要因について論じてきた。

携帯電話の利活用について全体の傾向とその詳細を把握したうえでその利活用に影響を与

える要因について検討することが可能となった。このことからも、Mixed Methods Research

による研究アプローチによって問題の全体と詳細を把握することの有効性がうかがえた。ま

た、その分析結果の妥当性について検証するための質問票を3.7において作成し、結果の妥

当性を確認した。しかし、ここでの補足的調査は質問項目の適切さを評価する予備的なもの

であったため、特に尺度化の処理まで行っていない。今後再調査を実施し、因子分析を行い、

今回作成した質問項目のさらなる精緻化する必要がある。  



143 

 

 

謝 辞 

 

 

 

 

本論文をまとめるにあたり、多くの皆様方よりご指導とご支援、ご協力を賜りました。 

指導教員の山中敏正先生には、本研究の方向性のご指導から始まり、論旨の構成、執筆内

容のブラッシュアップにいたるまで、多方面に渡りご指導をいただきました。深く感謝いた

しております。 

また、本論文を作成するにあたり、審査委員として貴重なご指導とご助言をくださった花

里俊廣先生、宮本信也先生、五十嵐浩也先生、生田目美紀先生に心より感謝申しあげます。

大変お忙しいなか、貴重なご教示を賜りましたこと、深く感謝いたしております。また、異

分野からの幅広い視点でご指導・ご教示いただけたことは、論文を磨き上げることに大いに

役に立ったと思っております。 

さらに、工学院大学の椎塚久雄先生には、感性工学の面からご指導をいただきました。ま

た、研究に行きづまったときには、温かい励ましと適切なアドバイスをいただき感謝してお

ります。放送大学の黒須正明先生にはユーザビリティ工学や人間中心設計、人工物発達学の

面からご指導いただくとともに、関連資料のご提供をいただきました。また、調査を実施す

るうえでもご支援をいただき、大変感謝しております。 

質問紙調査ならびにインタビュー調査にご協力いただきましたインフォーマントの皆様

にも感謝いたしております。また、調査の実施に当たりご支援・ご協力いただきました関係

者の皆様にも心から感謝いたします。 

 さらに、本研究を進めるうえで研究助成をしてくださった財団法人松下国際財団、財団法

人吉田秀雄記念事業財団、財団法人倶進会の皆様にも心から感謝いたします。ご支援いただ

きました研究助成は、調査の実施などにとって大変ありがたいものでした。 

皆様のご支援やご協力なくしては、本論文は完成できなかったと思っております。ここに

記して皆様に謝意を表したいと思います。 

  



144 

 

  



145 

 

 

引用文献 

 

 

 

 

赤津裕子・三樹弘之: 高齢者にとっての使いやすさ研究; 沖テクニカルレビュー, 第199号, 

Vol.71, No.3, pp. 54-57, 2004. 

安藤昌也・黒須正明・高橋英明: 長期間にわたる視点でのユーザビリティ評価の重要性; ヒ

ューマンインタフェース学会研究報告集, Vol.7, No.4, pp.47-50, 2005. 

浅川達人: 高齢期の人間関係 (新社会老年学, 古谷野亘・安藤孝敏 編); ワールドプランニン

グ, pp.109-139, 2003. 

浅沼由紀・沢田知子・宮宇地一彦・丸茂みゆき: 都市居住者の昼間の居場所からみた生活行

動タイプ-熟年・高齢期における地域生活と交流形成に関する研究-その1-; 日本建築学会

大会学術講演梗概集, pp.345-346, 2007. 

Australian Communications and Media Authority (ACMA): Adult digital media literacy needs 

-Qualitative research report- ; 2009. 

Beyer, H. and Holtzblatt, K.,: Contextual design: defining customer-centered systems; Morgan 

Kaufmann Publishers Inc., 1997. 

Conrad, P.: Qualitative research on chronic illness -A commentary on method and conceptual 

development- ; Social Science of Medicine, Vol.30, pp.1257-1263, 1990. 

Creswell, J.W.,: Research Design –Qualitative, Quantitative, and Mixed Methods Approach- 

(Second Edition); Sage Publications Inc., 2003. (操華子・森岡崇 訳: 研究デザイン-質的・量

的・そしてミックス法-; 日本看護協会出版会, 2007.) 

Csikszentmihalyi, Mihaly: Flow -The Psychology of Optimal Experience- ; Harper and Row, 1990. 

( 今村浩明 訳: フロー体験 -喜びの現象学-; 世界思想社, 1996. ) 

Csikszentmihalyi, Mihaly: Finding Flow -The Psychology of Engagement with Everyday Life- ; 

Basic Books, 1997. (大森弘 監訳: フロー体験入門 -楽しみと創造の心理学-; 世界思想社, 

2010. ) 

Csikszentmihalyi, Mihaly: Beyond Boredom and Anxiety; Jossey-Bass, 2000. 

平形隆正・加藤幸一: 情報活用の意識と態度の向上を図る情報モラルの指導; 群馬大学教育

学部紀要-芸術・技術・体育・生活科学編-, Vol.44, pp.143-152, 2009. 

Fratiglioni, L., Wang, H. X., Ericsson, K., Maytan, M., and Winblad, B.,: Influence of Social 

Network on Occurrence of Dementia; A Community -based Longitudinal Study-, Lancet, Vol.355, 

pp.1315-13159, 2000. 



146 

 

藤井玲子: 市民氏教育としてのメディア・リテラシー -イギリスの中等教育における学びを

手がかりに- ; 立命館産業社会論集, Vol.42, No.4, pp.65-85, 2007. 

富士通: WebInspector Ver. 1 for Windows and Mac OS X, 2002 (現在はVer. 5.1). 

古屋健: 老人・障害者の心理 (中野善達・守屋國光 編); 福村出版, 1998. 

Glaser, B.G. and Strauss, A.L.: The discovery of grounded theory -Strategies for qualitative 

research- ; Aldine Publishing Company, 1967. 

刑部育子:「ちょっと気になる子ども」の集団への参加過程に関する関係論的分析; 発達心

理学研究, Vol.9, No.1, pp.1-11, 1998. 

刑部育子: 刑部論文(1998)に対する意見論文にこたえて; 発達心理学研究, Vol.12, No.2, 

pp.150-152, 2001. 

原紀代・志田武彦・中俊弥・单部美砂子・原田悦子: 家電操作における高齢者の認知特性の

研究; Matsushita Technical Journal, Vol.51, No.4, pp.29-33, 2005. 

Hamilton, I.S.,: Psychology of Ageing; An Introduction 2nd, Taylor & Francis, 1994. (石丸正 訳: 

老いの心理学－満ち足りた老年のために; 岩崎学術出版社, 1995.) 

Hara, Y. and Kashimura, K.: Cognitive aging and rich internet applications: Usability ploblems of 

Ajax based on the empirical study of older adalts; Japanese Psychological Research, Vol.52, No.3, 

pp.216-226, 2010.  

Harada, T. E., Mori, K. and Taniue, N.: Cognitive aging and the usability of IT-based equipment: 

Learning is the key; Japanese Psychological Research, Vol.52, No.3, pp.227-243, 2010. 

畑本裕介: 限界集落論の批判的検討-地域振興から社会福祉へ-山口市徳地地域の高齢者生活

調査を中心に-; 山梨県立大学人間福祉学部紀要 , Vol.5, pp.1-15, 2010. 

橋爪絢子, 黒須正明, 金子孝夫: 高齢者の携帯電話リテラシーに関する地域差の分析; 人間

中心設計推進機構誌, 人間中心設計推進機構, Vol.4, No.2, pp.16-23, 2008. 

橋爪絢子: 高齢者におけるコミュニケーションメディアの利活用－量的調査と質的調査に

よる実態の把握－; 感性工学, 日本感性工学会, Vol.9, No.3, pp.153-159, 2010. 

Hassenzahl, M. :The Thing and I: Understanding the Relationship Between User and Product; (In: 

Blythe, M., Overbeeke, K., Monk, A., Wright, P. (Eds.),: Funology -From Usability to 

Enjoyment- ); Kluwer Academic Publishers, pp. 31-42, 2003. 

Havighurst, R. J. : Development Tasks and Education; David McKay Company Inc, 1972. (児玉憲

典・飯塚裕子 訳: ハヴィガーストの発達課題と教育; 川島書店, 1997.) 

Hillery, G.A.: Definitions of Community -Areas of Agreement- ; Rural Sociology, Vol.20, No.4, 

p.111, 1955. 

平上二九三: 高齢者の社会関係; 吉備国際大学大学院社会学研究科論叢, Vol.1, pp.101-134 , 

1999. 

広井良典: コミュニティとは何か (コミュニティ, 広井良典・小林正弥 編著); 勁草書房, 

pp.11-32, 2010. 



147 

 

Ho Miu Yan, Lam Lai Chuen, McNaught Carmel Marie. : Investigating students’ need for e-learning 

at University; Blended learning -Blending technologies and teaching practices-, pp.561-568, 

2009. 

本間奈々: 地方自治体におけるICTとウェブアクセシビリティについて (地域づくり新戦略

-自治体格差時代を生き抜く- , 片木淳・藤井浩司・森治郎 編); 一藝社, pp.85-110, 2008. 

法務省: 平成20年版 犯罪白書 -高齢犯罪者の実態と処遇-; 2008. 

飯田健夫・石本暁生・畠山順子: 高齢者のIT利用特性に関するデータベースの構築と類別化 

-ユーザの注意・記憶力と情報機器の利用特性- ; 福祉情報工学, 電子情報通信学会技術研

究報告, Vol.106, No.612, pp.103-108, 2007. 

今井朝子・竹尾穂積・吉村真美子・関根千佳・榊原直樹: 高齢ユーザに製品やサービスを評

価してもらうための手法と課題; 日本人工知能学会, 23回全国大会, 2009. 

入江亨・松永圭吾・永野行記: 携帯電話「らくらくホン」におけるユニバーサルデザインへ

の取組み; FUJITSU, Vol.56, No.2, pp.146-152, 2005. 

石村郁夫・小玉正博: フロー体験と自尊心および自己効力感との関係-フロー体験後の変化

に関する探索的検討を踏まえて-; 日本健康心理学会第 18 回大会・日本心理医療諸学会

連合第 18 回学術大会合同大会発表論文集, Vol.7, 2005. 

石阪督規: 瀬戸内過疎地域の高齢者生活と他出家族-広島県過疎山村の調査事例より-; 三重

大学人文学部文化学科研究紀要, Vol.19, pp.31-44, 2002.  

ISO: ISO/IEC 13407:1999 Human-Centred Design Processes for Interactive Systems, 1999. (JIS 

Z8530:2000: インタラクティブシステムのための人間中心設計プロセス, 2000.) 

ISO: ISO9241-210:2010 Ergonomics of Human-System Interaction - Part 210 -Human-Centred 

Design for Interactive Systems-, 2010. 

岩岸千夏・单部美砂子: 高齢者の日常生活における注意・認知特性と機器利用; 日本認知科

学会大会発表論文集, Vol.25, pp.142-143, 2008. 

岩月岳史: 地域コミュニティ再生への一視点 -住民主導による地域経営の現状と課題- ; 立

法と調査, Vol.290, pp.112-120, 2009. 

叶堂隆三: 高齢者の生活ミニマムの維持と商店街の戦略 -長崎県福江市における民間型の

公共交通(巡回バス)の運行- ;福岡国際大学紀要, Vol.11, pp.1-11, 2004. 

河合千恵子・佐々木正宏: 配偶者の死への適応とサクセスフルエイジング -16年にわたる横

断研究からの検討- ; 心理学研究, Vol.75, No.1, pp.49-58, 2004. 

河合克義: 大都市のひとり暮らしの高齢者と社会的孤立; 法律文化社, 2009. 

各府省情報化統括責任者(CIO)連絡会議: 電子政府ユーザビリティガイドライン; 2009. 

各府省情報化統括責任者(CIO)連絡会議: 電子政府ユーザビリティガイドライン付属文書; 

2009. 

菊池里子・山崎守右: 家電製品におけるユニバーサルデザイン; 東芝レビュー, Vol.58, No.10, 

pp.5-8, 2003. 



148 

 

木下康仁: グラウンデッド・セオリー・アプローチ; 弘文堂, 1999. 

木下康仁: グラウンデッド・セオリー・アプローチの実践 -質的研究への誘い- ; 弘文堂, 

2005. 

木下康仁: 実践的質的研究法 -修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチのすべて- ; 弘

文堂, 2007. 

北島宗雄・熊田孝恒・小木元・赤松幹之・田平博嗣・山崎博: 高齢者を対象とした駅の案内

表示のユーザビリティ調査; 人間工学, Vol. 44, No.3, pp. 1-13, 2008. 

国立社会保障・人口問題研究所: 人口統計資料集; 2008. 

国立社会保障・人口問題研究所: 人口統計資料集; 2009. 

国立社会保障・人口問題研究所: 人口統計資料集; 2010. 

国立社会保障・人口問題研究所: 日本の将来推計人口; 2006. 

小松裕子: 高齢者・障害者へのIT支援の現状と課題; 富山大学芸術文化学部紀要, Vol.2, 

pp.76-84, 2007. 

近藤隆雄: サービス・マネジメント入門; 生産性出版, 2004. 

高齢者のユーザビリティに配慮したICT利用環境に関する調査研究検討会: 高齢者のユーザ

ビリティに配慮したICT利活用環境に関する指針; 高齢者のユーザビリティに配慮した

ICT利用環境に関する調査研究検討会, 2008. 

厚生労働省大臣官房統計調査部: 平成21年 国民生活基礎調査; 2010a. 

厚生労働省大臣官房統計情報部: 平成21年 人口動態統計; 2010b. 

古谷野亘: 社会的ネットワーク; 老年社会科学, Vol.13, pp.68-76, 1991. 

Kripendorff, K.,: Content Analysis -An Introduction to Its Methodology- ; SagePublications. (三上

俊治・椎野信雄・橋元良明 訳: メッセージ分析の技法 -「内容分析」への招待-; 勁草書

房, 1989.) 

國吉和子: 高齢期のコミュニケーション・社会的ネットワーク・サクセスフルエイジング 

(沖縄で学ぶ福祉老年学, ソーシャル・サポートにおけるCMC研究グループ編); 学文社, 

pp.91-100, 2009. 

黒須正明: 人工物発達学の考え方; 人工物発達研究, Vol. 1, pp.13-21, 2009. 

黒須正明・伊東昌子・時津倫子: ユーザ工学入門, 共立出版, 1999. 

Leopold, W.,: Providing Access to the Web is Not Enough -Research suggests broadband 

infrastructure not enough to narrow digital divide- ; Northwestern University NewsCenter, 

http://www.northwestern.edu/newscenter/stories/2010/03/internet.html, 2010. 

Loges, W. E., & Joo-Young, J.,: Exploring the digital divide -Internet connectedness and age-,  

Communication Research, Vol.28, No.4, pp.536-562, 2001. 

松尾睦・奥瀬喜之・Praet Carolus : サービス・クオリティ次元に鰯する実証研究 -SERVQUAL

の再検討- ; 流通研究, Vol.4, No.2, pp.29-38, 2001. 

松尾太加志: ヒューマンエラー防止のための外的手がかりのユーザビリティ要因; ヒュー

http://www.northwestern.edu/newscenter/stories/2010/03/internet.html


149 

 

マンインタフェース学会誌, Vol.13, No.1, pp.61-66, 2011. 

McNaught Carmel, Lam Paul and Lee Jack: Digital literacies -Hong Kong teachers’ and students’ 

perspectives on learning in the 21st century- ; International Symposium 2011 Proceedings 

(Digital Literacy: Opportunities and Challenges in Higher Education and Lifelong Learning), 

Center of ICT and Distance Education (CODE) The Open University of Japan, pp.61-71, 2011.  

丸茂みゆき・浅沼由紀・沢田知子・宮宇地一彦: 都市居住者の世代別・生活行動タイプ別に

みた地域との関わり -熟年・高齢期における地域生活と交流形成に関する研究-その2- ; 

日本建築学会大会学術講演梗概集, pp.347-348, 2007.松本すみ子: 地域デビュー指单術-再

び輝く団塊シニア; 東京法令出版, 2010. 

宮田加久子: 2章 シニア世代のパソコンやインターネット利用実態とそれらの利用を促進

する要因(シニア世代のインターネット利用に関する研究-オンラインとオフラインのサ

ポート・ネットワーク-, 金城一雄・國吉和子・山代寛 編); 特別推進プロジェクト「現

代社会における技術と人間」, 明治学院大学 社会学部付属研究所, pp.16-29, 2005. 

宮内久光: 離島住民の中心都市における滞在可能時間の測定; 島嶼研究, Vol.2, pp.21-43, 

2001. 

Mori, K. and Harada, T. E.: Is learning a family matter ?: Experimental study of the influence of 

social environment on learning by older adults in the use of mobile phones; Japanese 

Psychological Research, Vol.52, No.3, pp.244-255, 2010. 

元木昌彦: 孤独死ゼロの町づくり; ダイヤモンド社, 2008. 

内閣官房IT担当室: 電子政府ユーザビリティガイドライン概要, 2009 

内閣府: 平成22年版 高齢社会白書; 佐伯印刷, 2010. 

内閣府政策統括官: 年齢・加齢に対する考え方に関する意識調査; 2006. 

内閣府共生社会政策統括官: 第４回自殺総合対策の在り方検討会配布資料; 2007. 

直井道子: 幸福に老いるために; 勁草書房, 2001. 

中嶋智輝・伊藤泰久・伊藤英明・飯田晴彦: 高齢者向け携帯電話の商品開発事例 -もっとメ

ールを使える携帯電話プロジェクト- ; シンポジウム「ケータイ・カーナビの利用性と人

間工学」, 2006. 

中篠暁仁: 過疎農村における高齢者の生活維持メカニズム; 地理学評論, Vol.76, pp.979-1000, 

2003. 

難波静治: 音記号のインタフェース研究; 東芝レビュー, Vol.50, No.6, pp.471-474, 1995. 

成富博章: 認知症を理解するために; 健康で長生きするために・知っておきたい循環器病あ

れこれ, Vol.68, 2008. 

日本工業規格(JIS): JIS X8341-3:2004「高齢者・障害者等配慮設計指針- 情報通信における機

器，ソフトウェア及びサービス- , 第3部：ウェブコンテンツ」, 2004. 

日本質的心理学会: 理事長挨拶 http://wwwsoc.nii.ac.jp/jaqp/gakkai.html, 2010. 

野口祐二: 老年期の社会関係 (老年学入門, 柴田博･芳賀博･長田久雄･古谷野亘 編); 川島書

http://wwwsoc.nii.ac.jp/jaqp/gakkai.html


150 

 

店, pp.185-194, 1993. 

倉片憲治・水浪田鶴・松下一馬: 生活環境音中に呈示された純音信号の聞き取りやすさの評

価; 日本音響学会研究発表会講演論文集, pp.459-460, 2002. 

小寺敦之: 若者の携帯電話利用とライフステージ-2005年インタビュー調査と2008年追跡調

査-; コミュニケーション研究, 上智大学コミュニケーション学会, Vol.40, pp.43-56, 2010. 

Ofcom (Office of Communications): UK Adults’ Media Literacy; 2009 Interim Report, 2009. 

小川晃子: 高齢者IT講習の効果分析; 岩手県立大学社会福祉学部紀要, Vol.4, No.1, pp.19-30, 

2001. 

小川晃子: シニアネットワーカーの情報活用実践力 -岩手県内のシニアネット会員を対象

とする調査結果を通して- ; 岩手県立大学社会福祉学部紀要, Vol.7, No.2, pp.21–29, 2005.  

小川直樹・田中孝明: 離島生活高齢者の生活史にみる生活環境と生活意識 -長崎市高島町に

おける高齢者への聴き取り調査を中心にして- ; 筑紫女学園大学・筑紫女学園大学短期大

学部紀要, Vol.5, pp.141-149, 2010. 

沖縄県: 離島関係資料（平成22年１月）; 2010. 

岡本明: 情報機器のバリアフリー・ヒューマンインタフェース; 内閣府総合科学技術会議・

情報通信研究開発プロジェクト, ヒューマンインタフェース会合資料, 2003. 

大橋裕太郎: 「生涯学習としての情報教育」を支えるフィンランドの図書館の特徴;メディ

ア教育研究, メディア教育研究センター, Vol.6, No.2, pp.1-13, 2010. 

大森宣暁: 情報通信利用による交通行動の変化に関する考察 -グループインタビュー調査

を通して- ; 土木計画学研究講演集, Vol.27, 2003. 

小柳和喜: Functional Digital Literacies or Critical Digital Literacies?; 国際シンポジウム2011 

報告書 -高等教育・生涯教育におけるデジタルリテラシー- ; 放送大学ICT活用・遠隔教

育センター, pp.103-122, 2011.  

Petersen, R.C., Smith, G., Kokmen, E., Ivnik, R.J. and Tangalos, E.G.: Memory function in normal 

aging; American Academy of Neurology, Vol.42, pp.396-401, 1992. 

Roto, V. et al.: User Experience White Paper; 2011.  http://www.allaboutux.org/uxwhitepaper/ 

西條剛央: ライブ講義・質的研究とは何かSCQRMベーシック編 -研究の着想からデータ収

集、分析、モデル構築まで- ; 新曜社, 2007. 

戈木クレイグヒル滋子: グラウンデッド・セオリー・アプローチ -理論を生みだすまで- ; 新

曜社, 2006. 

戈木クレイグヒル滋子: 実践グラウンデッド・セオリー・アプローチ -現象をとらえる- : 新

曜社, 2008. 

齊藤哲也: 不完全な設計情報の転写に関する考察 -ユーザーに負託される設計情報を活用

した製品戦略について- ;研究・技術計画学会年次学術大会講演要旨集, Vol.23, pp.349-352, 

2008. 

酒井恵子・久野雅樹: 価値志向的精神作用尺度の作成; 教育心理学研究, Vol.45, pp.388-395, 



151 

 

1997. 

酒井恵子・山口陽弘・久野雅樹: 価値志向性尺度における位置次元的階層性の検討 項目反

応理論の適用; 教育心理学研究, Vol.46, pp.153-162, 1998. 

酒井恵子: 価値概念の個人差とその背景価値尺度作成課題による検討; 教育心理学研究, 

Vol.49, pp.10-111, 2001. 

坂口佳江: 地域で生活する高齢者の日常生活とフロー経験; 日本公衆衛生学会総会抄録集, 

Vol.66, p.524, 2007. 

佐藤郁哉: 定性データ分析入門 -QDA ソフトウェアマニュアル-; 新曜社, 2006. 

佐藤郁哉: QDA ソフトを活用する -実践 質的データ分析入門- ; 新曜社, 2008. 

澤田久美子: 情報端末・家電におけるユニバーサルデザイン; 映像情報メディア学会誌, 

Vol.60, No.7, pp.1002-1006, 2006. 

宿单達志郎: ブロードバンドサービスにおけるデジタル・デバイドの解消政策について; 慶

應義塾大学メディア･コミュニケーション研究所紀要, Vol.56, pp.143-156, 2006. 

総務省中央法規: 高齢者の生活と意識-第6回国際比較調査結果報告書-; 2005. 

総務省情報通信政策局・ICT国際競争力懇談会: 我が国のICT国際競争力強化戦略 -ICT国際

競争力懇談会とりまとめ- ; 国立印刷局, 2007. 

総務省情報通信政策局: 平成21年通信利用動向調査報告書; 2010. 

総務省統計局: 日本の統計2010; 2010. 

総務省統計局: 平成11年全国消費実態調査報告書; 2000. 

総務省統計局: 平成21年全国消費実態調査報告書; 2010. 

Spranger,E.,: Lebensformen; Max Niemeyer, 1921. (伊勢田耀子 訳: 文化と性格の諸類型; 明治

図書, 1961.) 

須田治・倉持清美・麻生武: 意見論文; 発達心理学研究, Vol.11, No.3, pp.223-227, 2000. 

鈴木義章・本宮志江・原有希・須藤智・佐藤稔久・熊田孝恒・北島宗雄: 高齢者の認知特性

に適合したWebインタフェースのデザインに関する研究(2) -検証:高齢者の認知機能が

Web操作に及ぼす影響- ; ヒューマンインタフェースシンポジウム, 2009. 

高比良美詠子・坂元章・森津太子・坂元桂・足立にれか・鈴木佳苗・勝谷紀子・小林久美子・

木村文香・波多野和彦・坂元昂: 情報活用の実践力尺度の作成と信頼性および妥当性の

検討; 日本教育工学雑誌, Vol.24, No.4, 2001. 

竹井潔: コミュニティと情報-地域情報化による地域づくりと課題 - (コミュニティ政策研

究の課題, 谷口隆一郎 編); 三恵社, pp.114-143, 2010. 

田中良久: 心理学的測定法(第2版); 東京大学出版会, 1977. 

上原裕紀子: サービスの品質を決定する要因とその影響力について -美容室、理容. 室が提

供するサービスを例として-; 経営戦略研究, 関西学院大学, Vol.3, pp.113-130, 2009. 

若林芳樹: インターネットの地理-デジタル・デバイドの視点から- ; 地理月報, Vol.476, 

pp.19-21, 2003. 



152 

 

若松正晴・澤田久美子・樋口博彦: 三菱電機 (株) デザイン研究所におけるユニバーサルデ

ザインの取り組み: ヒューマンインタフェース学会誌, Vol.8 , No.3, pp.35, 2006. 

和気早苗・福井沙代・二山晃子・栗本良美携帯: 電話のユーザビリティ研究 -ユーザの年齢、

使いやすさ、端末の選択- ; ヒューマンインタフェース学会研究報告集,Vol. 6, No.5, 

pp.37-38, 2004. 

VERBI Gmbh: MAXQDA 10, 2010. 

WHO: ICF (International Classification of Functioning, Disability and Health), 2001. 

遊間和子: 第1章 準備は早く始めるに越したことはない(シニアよ、ITをもって地域に戻ろ

う, 山田肇 編著); NTT出版, pp.2-25, 2008. 

全国均衡のあるブロードバンド基盤の整備に関する研究会: 次世代ブロードバンド構想

2010 -ディバイド・ゼロ・フロントランナー日本への道標- ; 総務省, 最終報告, 2005. 

  



153 

 

 

本研究に関する研究発表 

 

 

 

 

学術論文 

 

橋爪絢子: 高齢者の特性や利用状況に適合した携帯電話の条件; 人間科学研究, 早稲田大学

人間科学学術院, Vol.20(Supplement), p78, 2008.【 2章 】 

黒須正明, 橋爪絢子: コミュニケーション手段の選択とその状況依存性; 人間中心設計推進

機構誌, 人間中心設計推進機構, Vol.4, No.1, pp.34-41, 2008. 【 2章 】  

橋爪絢子, 黒須正明, 金子孝夫: 高齢者の携帯電話リテラシーに関する地域差の分析; 人間

中心設計推進機構誌, 人間中心設計推進機構, Vol.4, No.2, pp.16-23, 2008. 【 2章 】 

Ayako Hashizume, Masaaki Kurosu, Toshimasa Yamanaka: Transition Patterns in the Use of the Cell 

Phone among Senior People; Artifact Development Analysis, Vol.2, pp.65-67, 2009. 【 2章 】 

黒須正明, 橋爪絢子: 人工物発達学におけるContenxtual Inquiryの利用; 人工物発達研究, 総

合研究大学院大学, Vol.2, pp.68-98, 2009. 【 3章 】 

橋爪絢子, 黒須正明, 山中敏正: 携帯電話の利用からみた高齢者の社会関係; 人工物発達研

究, 総合研究大学院大学, Vol.3, pp.79-85, 2010. 【 2章 】  

橋爪絢子: 高齢者におけるコミュニケーションメディアの利活用－量的調査と質的調査に

よる実態の把握－; 感性工学, 日本感性工学会, Vol.9, No.3, pp. 153-159, 2010. 【 2章 】 

【 3章 】 

 

 

国際会議発表 

 

Ayako Hashizume, Masaaki Kurosu, Takao Kaneko: Use of Cell Phone by Senior Users Compared 

to Young Users; The 12th World Multi-Conference on Systemics, Cyberneticsand Informatics 

Proceedings, pp.244-247,2008. 【 2章 】 

Ayako Hashizume, Masaaki Kurosu, Takao Kaneko : The Choice of Communication Media and the 

Use of Mobile Phone among Senior Users and Young Users; Computer-Human Interaction, 

Springer-Verlag Berlin Heidelberg, pp. 427-436, 2008. 【 2章 】 

Ayako Hashizume, Masaaki Kurosu, Toshimasa Yamanaka: Regional Difference in Problems during 

the Use of the Cell Phone by Senior Users; The 13th IEEE International Symposium on 



154 

 

Consumer Electronics, 2009. 【 2章 】 

Ayako Hashizume, Masaaki Kurosu, Toshimasa Yamanaka: Regional Difference in the Use of Cell 

Phone and Other Communication Media among Senior Users; Human Centered design, 

Springer-Verlag Berlin Heidelberg, pp. 426-435, 2009. 【 2章 】 

Masaaki Kurosu, Ayako Hashizume: Culture and Communication Behavior - A Research Based on 

the Artifact Development Analysis; Human Centered design, Springer-Verlag Berlin Heidelberg, 

pp. 468-475, 2009. 【 2章 】 

Ayako Hashizume, Masaaki Kurosu, Toshimasa Yamanaka: Relationship between the selection and 

the use of Information and Communication Equipments; International Conference on Kansei 

Engineering and Emotion Research, 2010. 【 2章 】 

Ayako Hashizume, Hisao Shizuka: Ageing Society and Kansei Communication; Advances in Intel. 

Decision Technologies, SIST 4 , Springer-Verlag Berlin Heidelberg, pp. 607-615, 2010. 【 2章 】 

 

 

国内学会発表 

 

橋爪絢子, 黒須正明, 山中敏正: 高齢者の社会関係と携帯電話の利用; ヒューマンインタフ

ェース学会シンポジウム2008論文集, ヒューマンインタフェース学会, pp.445-448, 2008. 

【 2章 】 

橋爪絢子, 黒須正明, 山中敏正: 高齢者における携帯電話の利用の地域差; シンポジウムモ

バイル09研究論文集,モバイル学会, pp.87-90, 2009.  【 2章 】 

黒須正明, 橋爪絢子: 人工物発達学にもとづいた新たな人工物の開発 (1)購入時と利用時

の価値基準; ヒューマンインタフェース学会シンポジウム2009論文集, ヒューマンイン

タフェース学会, 2009. 【 2章 】 

橋爪絢子, 黒須正明, 山中敏正: 文化と情報行動; ヒューマンインタフェース学会シンポジ

ウム2009論文集, ヒューマンインタフェース学会, 2009. 【 3章 】 

橋爪絢子, 椎塚久雄: 高齢化社会と感性コミュニケーション; 第3回横幹連合コンファレン

ス, 横断型基幹科学技術研究団体連合, 2N1-2, 2009. 【 2章 】 

橋爪絢子, 黒須正明, 山中敏正: 機器利用時の情報探索行動-高齢者と若年者の比較-; 第9回

TXテクノロジー・ショーケースinつくば2010プログラム&アブストラクト集, つくばサイ

エンスアカデミー, p.117, 2010. 【 2章 】   

橋爪絢子, 黒須正明, 山中敏正, 椎塚久雄: 情報社会における高齢者のコミュニケーション-

感性コミュニケーションとメディア利用; 感性フォーラム2010札幌, 日本感性工学会, 

2010. 【 2章 】 

 

 



155 

 

 

報告 

 

橋爪絢子: 高齢者における情報通信メディアの利活用－価値観や生活満足度との関連－; 

助成研究集, 財団法人吉田秀雄記念事業財団, 2009年第43次, pp.189-201, 2010.【 2章 】 

【 3章 】 

橋爪絢子: 高齢者における情報通信メディアの利活用; AD STUDIES, 財団法人吉田秀雄記

念事業財団, Vol.32, p.67, 2010.【 2章 】 【 3章 】 

  



156 

 

  



157 

 

 

 

 

付 録 

 

 

 

 

【 付録-1 】：質問紙調査票 

【 付録-2 】：インタビューに用いた資料 

【 付録-3 】：インタビュー結果のまとめ 

【 付録-4 】：作成した質問紙調査票 




